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は じめに

本報告書は国立教育政策研究所の平成21年 度重点配分経費の配分を受けて実施 されたプロジェク ト「教

員の業務 と校務運営の実態に関する研究」の成果をまとめたものです。

研究は以下のような体制で行いました。まず、教育政策評価 ・研究部に研究計画の立案、調査研究方法

の企画を担 う研究会を設置 しました。 この研究会はこのテーマですでに研究業績のある所内外の研究者 ・

大学院生を中心に運営 されました。研究会は年度中に ４回開催 され、研究計画の進捗状況の確認等の企画

立案機能を果た しました。本研究の柱は教員勤務実態調査で得 られたデータの再分析によって構成 されて

います。データの再分析は研究会メンバーが行いました。大量のデータの再分析 にあたっては技術的な困

難も相当程度発生 しましたが、それを克服 し本報告書に成果を収録することができました。

本プロジェク トの実施にあた り、ディスカ ッシ ョンを通 じて有益なご示唆を頂いた文部科学省初等中等

教育局の関係課の皆様には、この場 を借 りて厚 くお礼申し上げます。

本報告書が今後の教員 ・学校の業務の軽減、効率化 に関する議論の参考 となるとともに、このテーマに

興味関心を持つ皆様が教員 ・学校の仕事の在 り方を検討する際の参考資料 として活用 していただけること

を祈念 しています。

平成22年 ３月 ８日

研究代表者　国立教育政策研究所

教育政策 ・評価研究部　研究員　青　木　栄　一
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おことわ り

本報告書ならびに以下の関連報告書は平成18年 度文部科学省委託調査を受託した国立大学法人東京大

学が組織 した研究者チームならびに関連研究者の研究成果です。これらのうち、意見にわたる部分は執筆

者の個人的見解を記 したものであ り、執筆者の所属機関な らびに文部科学省、国立教育政策研究所の公式

見解ではあ りません。

　引用ルールを遵守 される限 り、特別の許諾を著作権者な らびに執筆者 に得る必要はあ りませんが、本報

告書ならびに以下の関連報告書の成果を引用の範囲を超えて参照 した刊行物等を作成 しようとする個人、

団体、企業は事前に研究者チーム総括責任者 （青木栄一）までご相談下さい。

なお、『教員勤務実態調査』に掲載 された質問紙を用いて調査を行 うことは差 し支えありませんが、調査

の事後あるいは事前に青木栄一までご一報下さると幸いです。

これまでの刊行物

国立大学法人東京大学2007

『教員勤務実態調査 （小 ・中学校）報告書』 （平成18年 度文部科学省委託調査研究報告書）

国立大学法人東京大学2008a

『教員の業務の多様化 ・複雑化に対応した業務量計測手法の開発と教職員配置制度の設計－教員と教員サ

ポー ト職員による業務の適切な分担 とア ウトソーシングの可能 性－報告書 （第 １分冊）』（平成19年 度文部

科学省新教育システム開発プログラム報告書）

国立大学法人東京大学2008b

『教員の業務の多様化 ・複雑化に対応 した業務量計測手法の開発と教職員配置制度の設計－教員と教員サ

ポー ト職員による業務の適切な分担 とアウ トソーシングの可能 性－報告書 （第 ２分冊）』（平成19年 度文部

科学省新教育システム開発プ ログラム報告書）

国立教育政策研究所2009

『教員業務の軽減 ・効率化に関する調査研究報告書』

国立教育政策研究所2010

『教員の業務と校務運営の実態に関する研究報告書』
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学会報告

・「公立小学校 ・中学校のタイム ・マネジメン トの現状～教員勤務実態調査の再分析か ら～」

○青木栄一 ・川上泰彦 ・小入羽秀敬 ・佐藤智子 ・○鈴木尚子 ・○樋 口健

日本教育経営学会第49回 大会 （千葉大学、2009年 ６月 ７日）

・「教師の労働分析－大規模データを用いた可視化の試み－」

川上泰彦

教育社会学会第61回 大会 （早稲田大学、2009年 ９月13日 ）

・「小学校教諭の業務の実態－給食指導 と昼休みに着 目して－」

小入羽秀敬

教師教育学会第19回 大会 （弘前大学、2009年10月 ３日）

・「部活動顧問の勤務実態－活動 日数 及び活動時間に着 目して－」

小入羽秀敬

日本教育行政学会第44回 大会 （広島大学、2009年10月18日 ）

・「小学校 ・中学校のタイム ・マネジメン トと行政の役割 ：教員勤務実態調査の再分析結果を中心に」

○青木栄一 ・○村上祐介 ・川上泰彦 ・佐藤 智子 ・鈴木尚子 ・樋 口健

日本教育行政学会第44回	 大会 （広島大学、2009年10月18日 ）

（○ ：口頭報告者）
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第 １章　 学校の タイム ・マネ ジメン トと教育委 員会の支援

青木栄一 （国立教育政策研究所）

第 １節　本 プ ロジェク トの位置 づ けと構成

　本章 の 目的 は、国立教育政策研 究所の平成21年 度重点配分経費 の配分 を受 けて実施 され

たプ ロジェク ト 「教員 の業務 と校務運営 の実態 に関す る研究 」 （以 下、本 プ ロジ ェク ト）の

概要 を説 明す る ことにあ る。

本 プ ロジェク トが立案 された経緯 であ るが、そ の発端 は平成18年 度文部科 学省 委託調査

「教職員 の勤務 実態 に関す る調査研究 」 （委託先 国立大学法人東京大学） に筆者 が参画 した

ことにあ る。 この調 査研 究 の一環 と して 「教員 勤務 実態調査 」 とい う大規模 全 国調 査が実

施 され た。 この調査が 明 らか に した こ とは多岐 にわた るが、なに よ りも40年 ぶ りに全国 の

小中学校教員 の残 業時間が判 明 した ことが大 きな知見であ る（国立大学法人東京大学2007） 。

翌平成19年 度 には別 の文部 科学省 委託研 究 （新教育 システム開発 プ ログラム）の一つ とし

て 「教員 の業務 の多様化 ・複 雑化 に対 応 した業務 量計測手法 の開発 と教職 員配置 制度の設

計－ 教員 と教員 サポー ト職 員 によ る業務 の適切 な分担 とア ウ トソー シ ングの可能性－ 」 と

い うプ ロジェク トとして大規模デ ー タの分析が継続 された （国立大学法人東京大学2008a、

2008b） 。筆者は平成18・19年 度 に行 われ た これ らの委託研 究に主要 メンバー として参画

し、調査 の企画 立案 と全 体の とりま とめを行 った。平成19年 度 をもって文部科学省委託研

究 としての活動は終 了 した。

　しか しなが ら、全 国規模 の大規模 調査 に よって得 られ た貴重 なデー タ分析 は未だ十分 と

はいえない状況で あった。研 究の継 続 を実現す るため、平成18・19年 度調 査に関わ った研

究者チームの了解 を得た上 で、筆者 の所属研 究機 関で ある国立教育政策研 究所 内の競争 的

研 究資金 （重点配 分経費） の 申請 を行 い、研 究 費の交付 を受 け るこ とがで きた。 主た る知

見は次の とお りであ る。 第 １ に、教員 の個 人的属性 （性別 、年代等） に着 目し、それ らと

残業時間の関係 について分析 した。 その結果 、長 時間残業 を行 うのは、男性 教員 、若 手教

員、高学年の担任 、子 どものい ない教員 である ことが明 らか となった。 第 ２ に、学校単位

での残業 を分析 した。 その結果、学校 ごとの残業 時間 には大 きな違 いが あ り、退勤 管理 を

行 っている学校 では、小 中学校 ともに残 業時 間が短い傾 向が析 出 され た。 このほか、月別

の分析 、個別 業務 （部活動 と給食指導）の分析 な どがな された （国立教育政策研究所2009） 。

　なお、本 プ ロジ ェク トの メ ンバ ーは上 で引用 した報告 書 に くわ えて、他 の媒体 で も研 究


成果を報告 ・紹介 してい る。主 なもの を紹介 してお く。


　青木 （2008） は教員勤務 実態調 査 とその後 の再 分析 結果 に加 えて、同時に行 った学校 へ
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の訪 問調 査の知見 をふ まえて、学校運 営において も時 間 とい う資源 に着 目した、い わば 「タ

イム ・マ ネ ジメン ト」が必要 であ るこ とや教員 の働 き方 を 「ワー ク ・ライ フ ・バ ランス」

の観 点か ら検討す ることの必要性 を述 べてい る。 また 、青木 は文部科学省 主催 の 「平成21

年度学校 マネ ジメン ト支援 推進協議 会」 にア ドバイザー と して参加 し、学校 にお けるタイ

ム ・マネ ジメン トの重要性 とそれ を支 える教育委員会 の支援 の必要性 を指 導 ・助言 した。

　本 プ ロジェク トでは一年 間 とい う限 られ た期 間で はあ るが 、 これ まで の研 究の蓄積 もふ

まえて集 中的に研究成果 を学会 で公表 して きた。今年度 は ５件の報告 を行 った。 以下報告

順 に概要 を紹介す る。 なお 、各学会 に提 出 した報告要 旨は本報告 書巻末 に掲 載 したので合

わせて ご覧頂 きたい。

　第 １に、2009年 ６月 ７日に 日本教育経営学会第49回 大会 （千葉 大学）で 「公立小学校 ・

中学校 のタイ ム ・マネ ジメ ン トの現状～教員勤務 実態調 査の再分析 か ら～」を○青木栄 一 ・

川上泰彦 ・小入羽秀敬 ・佐 藤智子 ・○鈴木 尚子 ・○樋 口健 （○は共 同報告 の場合 の 口頭 報

告者、以下 同 じ） の連名 で報告 した。先行研 究 の レビュー を行 った上 で、職位 ・属性 別 に

勤務実態が大 き く異 な るこ と、部 活動 と給食 指導 につい て も教員 によって勤務実態 に幅が

あ ること、学校単位 でみた場合 に も残業 時間の多寡 が存在す るこ とが報告 され た。 これ ら

の ことか ら、業務 が特定教員 に集 中 しない よ うな タイ ム ・マ ネ ジメン トがそれぞれ の学校

で必要であることを指摘 した。

　第 ２に、2009年 ９月13日 に教育社会学会 第61回 大会 （早稲 田大学）で 「教師 の労働分

析－ 大規模デー タを用い た可視 化の試 み－ 」 を川 上泰彦 が報告 した。行 為者率 とい う生活

時間調査 の分析概念 を適用 した教員 の勤務 実態 を可視 化す る試 み に よ り、教員 の 「普通 の

一 日」の労働 実態 を明 らかに した
。24時 間 にわた る時 間記録 を大量 ・長 期間 に取 るこ とで、

平均 的 な 「日本の教師」の労働 を整理す る ことがで きた。

　第 ３に、2009年10月 ３日に教師教 育学会第19回 大会 （弘前大学）で 「小学校教諭 の業

務 の実態－ 給食指導 と昼休 み に着 目 して－ 」 を小入羽秀敬 が報告 した。 小学校教諭 の昼 の

時 間帯の勤務実態 を分析 し、担任 は昼 の時間帯に断続 的 になん らかの業務 に従事 してお り、

そ の多 くは給食指導や清掃指導 な どの集 団 に対 す る指導 業務 であ り、担 当す る学年 に よっ

て従事す る時 間に差 があることを明 らかに した。

　第 ４に、2009年10月18日 に 日本教育行政学会 第44回 大会 （広島大学） で 「部活動顧

問の勤務 実態－ 活動 日数及び活動時間 に着 目 して－ 」を小入羽秀敬 が報告 した。 運動部 お

よび 文化部顧 問 が部活 動 に従事す る 日数や 時間 につ いて分析 を行 い、平 日に部 活動 の活 動

日数 の多 い顧 問 は休 日も活動 日数が多 く、同様 に平 日に １ 日あた りの部活動従事 時間の長

い顧 問は休 日も活動時 間が長 い傾 向にあるこ とを明 らかに した。

　第 ５に、2009年10月18日 に 日本教育行政 学会第44回 大会 （広 島大学） で 「小学校 ・

中学校 の タイ ム ・マネ ジメン トと行 政の役割 ：教員 勤務実態調 査の再分析 結果 を中心に」

を○青木栄一 ・○村上祐 介 ・川 上泰彦 ・佐藤智子 、鈴木 尚子 ・樋 口健 の連名 で報告 した。

第 １ の共 同報告 では学校 のマネ ジメン トの重要性 を指摘 したが、本報告 が着 目したの はポ 
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リシー ・レベル である。教 育委員 会のサ ポー トが どの よ うに教員個 人の労働 時間 に関連す

るか を明 らか にす るこ とは労働 時間の決 定要因分析 に必須の課題 であ る。 ここで は労働 時

間の縮減 を政策 目的 とみ な し、それ を達成す るた めの政策手段 が存在 してい る と考 える。

本 報告は この政 策手段 を明 らかにす る ことを 目的 と した。教育委 員会 の取 り組 み事例 の収

集や再分析結果 の解釈 を通 じて、事務 処理 の効率化、校務 ・研修等 の縮減 、勤務 時間管理、

部活動 の負担軽減や 学校行事 ・事業 の見直 しな どが政 策手段 と して想定 で きるこ とを指摘

した （本報告書 第 ７章 も参照 していただ きたい）。

第 ２節　本報告書の構成と各章の要約

　本プ ロジェク トは このよ うな経緯 をふ まえて 立案 された。 以下、本報告 書 に収録 された

各章の知見 を紹 介す る。

　川 上泰彦 （佐 賀大学）が執筆 した 「第 ２章　業務別 にみ る平均 従事時間」 は、小学校教

諭 と中学校 教諭 の多様な業務 の うち 「授 業準備 」 「成績処理 」 「部活動 （ク ラブ活 動）」 に着

目し、それ ぞれの従事時間 を 「勤務 時間内」 「残業 （時 間外 かつ校 内）」 「持 ち帰 り （時 間外

かつ校 外）」 に分 けて分析 した。

　村上祐介 （日本女子大学）が執筆 した 「第 ３章　 『残 業 しない教員』の特徴 を探 る」は、

いか なる教員 の残業 が少 ない かを計量分析 に よ り明 らかに した。 その結果 、教員 個 々人 に

関す る要 因だ けで はな く、勤務校 が残 業 の多い環境 であ るか な ど、学校 レベル の組織的要

因が よ り重要 である ことが分 かった。

　川上泰彦 （前掲） が執筆 した 「第 ４章　部活動 の行 為者 平均時間」 は、中学校教諭 の22

業務 につ いて、「運動部顧問」 「文化部顧 問」 「顧 問な し」 に分類 した うえで、第 １期 か ら第

６期の各期 につ いて分析 した。部活動顧 問の業務 の態様 が明 らか になってお り興味深 い知見

が得 られ ている。

　小入羽秀敬 （東京 大学大学院生）が執筆 した 「第 ５章　部活動顧 問の勤務 日活動率 と休

日活動率の 関連性 」は、部活 動顧 問の勤務 日と休 日の業務 の関連 を分析 した結果 、全期 を

通 じて勤務 日に多忙 な顧 問ほ ど休 日も多忙 な傾 向に あ り、その よ うな傾 向 は運動部顧 問に

集 中 してい ることが明 らか になった。

　小入羽秀敬 （前掲 ）が執筆 した 「第 ６ 章　給食時 間 と昼休 み にお ける小学校教諭 の勤務

実態」は、小学校 につ いて昼の時 間帯の業務 を分析 した結 果、授 業準備 や成績処理 につい

て学年間による差や担任 の有無 に よる差が存在す るこ とを明 らかに した。

　村上祐介 （前掲） が執筆 した 「第 ７章　都道府 県の関連施策」 は、教員の労働時間縮減

を 目指 した都道府 県教育委員会 の取組事例 を紹介 してい る。現 時点で は、事務 処理 の効率

化 、校務 ・研修 等の縮減 、勤務 時間管理 、部活動 の負担軽減や 学校行事 ・事業 の見直 しな

どが実施 ・検討 されてい る。 
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第 ３節　勤務実態調査の概要

　 先述の通 り本報告 書は平成18年 度 の教員勤務実態調査 で得 られ たデー タを使用 している。

調 査は平成18年 ７月 ３日か ら12月17日 までの期 間を ６期 に分 け、各期28日 間 （４週間）

を同一教員 に回答 を依頼 した。調査対象は全国の公立小 中学校2，160校 で ある。集落抽 出

法 によ り １期 あた り小中学校それぞれ180校 を抽 出 した。 回答者 は対象校の校長 、教頭 ・

副 校 長 、 教 諭 、 栄養 教諭 、養護 教諭 、 常 勤 講 師 全 員 （53，497人 ） で あ る。 回 収 率 は全 期 を

通 じて ８割 を超 え 、第 １期 で は小 学 校 で86．0％ （4，133人 中3，556人 ）、中学 校 で86．2％ （4，843

人 中4，174人 ）である。この調査 の代表 的成果 は残 業時間デー タで ある。7月 上旬 か ら夏季

休暇前 にあたる第 １期の平均残業 時間は小 学校 で １時間49分 、 中学校 で ２時 間26分 であ

った。

　 さて、再分析 結果 を理解す るためには この調 査の分析枠組 みや概念 を知 る必 要が ある。

以 下、２点 について解説す る。

　 第 １に、労働時間の分類で ある （図表 １－ １を参照）。始業時刻か ら終業時刻 の間を正規

の勤務時間 とした うえで、 出勤 時刻 と始 業時刻の 間 （早出の残 業） と終業 時刻 と退勤 時刻

（残業）のそれぞれ を残 業 と考 える。自宅で業務 を してい る時間 を持 ち帰 り時 間 とみなす。

休 日について も、学校で行 う業務 で あれ ば残業 とみ な し、 自宅 での業務 を持 ち帰 りとみな

す。

図表1－1： 労働 時 間 の分 類

出所 　国立大学法人東京大学 （2007：55） か ら引用

　 第 ２ に、業務の分類 であ る。 教員の業務 はきわめて多様 であ る とされ るが 、関連す る調

査や研 究 を参照 した上で22の 業務 に分類 した （図表 １－ ２）。 これ らを ４つの業務群 にま

とめた大分類 も適 宜活 用す る。す なわ ち、児童 生徒 の指 導 に直接的 にかかわ る業務 、児童

生徒 の児童 に間接 的にかかわ る業務 、学校 の運 営 にかかわ る業務及 びその他 の公務 、外部

対応 であ る。 ここで引用 した図表 では前 ２者 をひ とま とめに して児童生徒 の指導 にかかわ

－6一



る業務 としてい る。 この うち、ｃ授業準備 、ｅ成績 処理 、ｋ学年 ・学級経営 を児童 生徒 の指

導に間接的 にかかわ る業務 と して区分 し、それ 以外 を児 童生徒 の指 導 に直接 的 にか かわる

業務 と分類 した。 図表のなか のその他 の うち、そ の他 の校 務 を学校 の運営 にかかわ る業務

と統合 し、休憩 ・休息 は ４分類 か ら除外 し独 立させ た。

図 表1－2： 業 務 の 分 類

出所 　 国 立大学 法 人 東 京 大学 （2007：58） か ら引 用

－7



　第 ３に、行為者率 とい う指標 である1。 この指標は ある時 間帯にあ る業務 を行 った者が全

体 に 占め る割合 の こ とで あ る。 具体的 には次 の よ うな指標 を用い る （国立大学法 人東京大

学2008a：21－22） 。

行為者率 ：ある期間に該 当の行動をした教員が全体に占める割合

行為者平均時間量 ：該 当の行動をした教員がその行動 に費や した時間量の平均

　行為者率 が低 い業務で あって も行為者 平均時 間量が大 きい場合 には、 当該業務 が特定 の

教員 に集 中 してい る可能性 あ るい は特 定の時期 にその業務 が集 中 してい る可能性 が あるこ

とを意味す る。 す なわ ち前者 の場合 、特 定の教員 が恒常的 に 当該業務 を行 ってい るの に対

して 、後者 は特定 の 日に多 くの教員 が関わ る とい うこ とであ る。 これ らは数字 の上で は判

別で きない が、業務の特性 か らある程度推測す ることが可能 である。

全体平均時間量 ：該当の行動をしなかった教員 も含めた調査相手全体がその行動に費や

した時間量の平均

　行 為者平均 時間量 とこの全 体平均時 間量の比較 を行 えば、教員 の多 くが例外 な く行 う業

務 （た とえば授業） とそ うでない業務 （た とえば外部対応） を析 出す ることがで きる。

時間帯別行為者率 ：時間帯毎 に22業 務 の行 為者 率 を示 した もの


ある時間帯 （た とえば昼休み） の行為者 率の推移 を30分 刻み で示 した もの


時 間帯別行 為者 率を用 いれ ば、 あ る業務 が集 中す るのは一 日の うちで いつ 頃か を示す こ

とが できる。

第 ４節　本報告書が示唆すること

　本 報告 書 には多様かつ幅広い観点 か ら得 られ た豊 富な知見 が収録 され てい る。そ こに共

通 して い るこ とは、タイ ム ・マネ ジ メン トの必要性 と重要性 であ る。マネ ジメ ン トの本 質

が 資源 の有 効活用 にある とすれ ば、時間 とい う資源 のマネ ジメ ン トは我 が国の学校 に とっ

て喫 緊の課題 で あ ると指摘 しなけれ ば な らない。時 間は教員個 々人 に とって も各学校 に と

って も平等 に配分 されてい る。一 日に一人 当た り24時 間配 分 されてお り、正規 の勤務 時間

でいえば ８時 間が配分 され てい る。資源 を考 察す る際 には資源配分 とその活用 を区別す る

1　なお、本調査研 究の行為者 率分析 については ＮＨＫ放送文化研 究所 の 「ＮＨ Ｋ国民生活時

間調査」 に依拠 した。 

8
 



こ とが重要で ある。時 間 とい う資源 は一 人あた りの配分量 は原則 として均一で あるが2、 そ

の活用 につ いては きわめて不均一 な状態 であ る。 この ことを実証的 なデー タで示 した のが

本報告書で ある。

　教員 の労働 時間が個 人的 な属性 によってのみ規 定 されてい るとすれ ばマネ ジメ ン トの余

地は限定 的であ る。 た とえば子育 て世 代の女性教 員 をサ ポー トす るため に分掌 上配慮す る

程度 しかで きな い。 しか し、学校 にお ける労働 が単な る個人 商店 主の集合体 ではな い こと

を考慮す れ ば、マネ ジメン トの余地 は相 当程度存 在す る といえ る。 た とえば、時期 に よっ

て特 定の業務 が集 中す るので あれ ば、その時期 の前 に準備 を進 めてお くとい うよ うなマネ

ジメン トが可能 であ る。 あ るいは、特 定業務 （た とえば外部 対応 ） が特 定教員 に集 中 して

い るのであれば 、当該 教員 の他 業務軽減 策 を適用 した りサ ポー ト職員 を配 置す る とい うマ

ネ ジメン トが可能 である。

　第 ３章に明確 に示 されてい る とお り、 「忙 しい学校 では皆忙 しい」 とい う現象が観 察 され

てい る。 一方で 、退 勤管理 をす る学校 では残 業時 間が短い とい う結果 もあ る （国立教 育政

策研究所2009） 。 つ ま り、学校 単位 での取 り組み次第 では労働 時間の効率化が 図れ る。

　 ところで、 タイ ム ・マネ ジ メン トの実行 には困難 が伴 う。 それ は教員 ・学校文化 とは真

っ向か ら対 立す る概念 だか らで ある。教員 は効率 的に事務 処理 を行 って、ワー ク ・ライ フ ・

バ ランス を良好 にす る とい う発想 に乏 しい。む しろ、業務 と 日常生活 の境 目があい まいな

教員 が大 多数 で あろ う。 さ らに一般 的なマネ ジメ ン トで さえ学校 とい う組 織体 の運営 には

な じみ が薄 く、校長 は教員 の筆頭者 とい う意識 が強い一方 でマネー ジ ャー とい う自覚 に乏

しい。 この よ うな現状 であ るか ら、学校 管理職 の意識 もタイ ム ・マネ ジメン トと親和 的で

ない。 そ こで、重要 となるのが教育委 員会 の役割 で ある。 管理職 に とって必 要な資質 の一

つ に、タイ ム ・マネ ジメ ン トを位置 づ け、管理職 の養成 ・研 修 で意識 的 にそれ を付 与す る

こ とが肝要 であ る。 また、学校 は既 存 の制度 の枠 内でタイム ・マネ ジメン トを行 うけれ ど

も、教育委員会 は制度 を所与 の もの とす るので はな く、必要 に応 じて制度 改革や運 用の改

善 を行 うことので きる立場 にい る。 た とえば、年次有 給休暇 の取得 を しや す くす る仕 組み

づ くりであ るとか 、似 た よ うな領 域の調 査 ・照会 、研 修 ・会議 を一本化 す るな どが求 め ら

れ る。つま り、タイ ム ・マネ ジメン トを支 えるポ リシー ・レベル の取 り組 み も重要で ある。

　本報告書 は平成18年 度 の教 員勤務 実態調査 か ら数 えて足か け ５年 の蓄積 をふ まえた もの

であ る。 近年、文教政 策 の立案 にエ ビデ ンスが求 め られ るよ うになってい るが、場合 に よ

ってはその本来 の語 義か ら隔た った水 準の 「学術 的知見 」が提 出 され るおそれ が ある。 い

わ ゆる先進 自治体 や諸 外 国の成 功例 を実況 中継 す る よ うな研 究 ス タイル に はセ レクシ ョ

ン ・バイ アスの問題 がつ きま とうが、デー タや エ ビデ ンス とい う言 葉 に振 り回 され た研 究

も政策立案に とって は有害 とな り うる。 なお 、実証的 な研 究 は政 策立案 だけでな く、政策

2　もちろん、年次有給休暇取得 の個人差 を考慮すれ ば、使用可能 な時間資源 に個人差が ある

とい う見方 もできる。また、義務的 に行 う研修や会議 な ど自発的で ない業務 を どの よ うに

位 置づ けるかに よっては、時間資源配分 が平等 である とい えない場合 もあ るか も しれ ない。
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評価 のた めに実施 され る必要 があ るこ とを強調 しておきたい。

　 本研 究 の基盤 となった調査 は大規模デ ー タで あるため社会 的な注 目を集 めたが 、大規模

で あるがゆえにデ ー タの整理 だ けで も多 くの労力 と時間 を必 要 とした。 その後 の再 分析作

業 で留意 している ことは、見 か けの相 関 （疑似相 関）の罠 に陥 らない ことで ある。 一見、

もっ ともらしい知 見で も別 の要因が影響 してい る こ とはあ りうるこ とであ る。今後 も拙速

なデー タ公表 を慎 みつつ、学術的 に信頼 できる研 究成 果 をま とめてい きたい。
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第 ２章　業務別にみる平均従事時間

川上泰彦 （佐賀大学）

　 この章では、小学校教諭 と中学校教諭の業務の うち 「授業準備」 と 「成績処理」 と 「部活動 ・クラブ

活動」に着 目し、それぞれの従事時間の概要を 「勤務時間内」「残業 （時間外かつ校内）」「持ち帰 り （時

間外かつ校外）」に分けて整理 した。

　まず第 １節では勤務 日での状況について整理 した。小学校教諭については勤務時間内での授業準備 ・

成績処理時間が短 く、残業や持ち帰 りの占める比率が低 くないことが判明 した。また担任 している学年

に応 じた違いとしては、授業準備の時間は ３～４年生の担任が長 く、成績処理の時間は １年生の担任が長

いことがわかった。また担任のない教諭は勤務時間内に比較的長 く授業準備時間を確保 してお り、残業

や持ち帰 りは短くなっていた。

　中学校教諭については、小学校 よりも授業準備や成績処理 を勤務時間内で、また持 ち帰 らずに学校内

で行っている傾向がわかったほか、部活動に従事す る時間については個人差が大きいことがわかった。

担任 している学年別では小学校ほどの差は現れなかったが、担当している教科別では、授業準備に長い

時間のかかる教科 （外国語 ・社会 ・理科）や成績処理に長い時間のかかる教科 （外国語 ・国語）のほか、

それ らが短い時間ですむ教科 （美術 ・音楽 ・保健体育）がわかったほか、 部活動の時間の長い教科 （音

楽 ・保健体育） といった特徴 も明らかになった。また部活動の顧問に関 しては、これまでの分析結果を

支持する結果 として、運動部顧問の部活動が長時間であることを確認 した （残業での授業準備 も長い）。

ただし、部活動の時間については個人差が大きいことも明らかになった。

次に第 ２節では休 日での状況を整理 したが、休 日については 「勤務時間」がないため、「残業」と 「持

ち帰 り」の二種類に分類 した。小学校教諭は授業準備時間 （特に持ち帰 り）の時間が長 く、個人差 も大

きい。部活動 （クラブ活動）に長時間従事す る教諭の存在 も明らかになった。担任学年別でも比較を行

ったが、平 日の勤務状況 と類似 した結果 となった。

　中学校教諭については、小学校教諭 と比べて授業準備 （特に持ち帰 り）の時間が短 く、勤務 日である

程度の業務が終えられている様 子が推察された。一方で部活動についての時間が大きく取 られてお り、

平 日以上に大きな個人差が観察 された。担任する学年別では ３年生の成績処理に要する時間が他より若

干長 く、部活動の従事時間が若干短い。また担当する教科別では、授業準備に長い時間のかかる教科 （外

国語 ・社会 ・理科）や成績処理に長い時間のかかる教科 （外国語 ・国語 ・社会 ・理科）のほか、それ ら

が短い時間ですむ教科 （美術 ・音楽 ・保健体育）がわかった。勤務 日と違い、残業 よりも持ち帰 りの時

間の方が長 くなっていた。部活動の従事時間は保健体育の担当教諭の時間が極端に長かった。部活動の

顧問に関しては勤務 日と同様の傾 向だが、運動部 と文化部のいずれにおいても、平 日よりも極端な個人

差が示 されていた。
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は じめに

　この章では、小学校教諭と中学校教諭の業務の うち 「授業準備」と 「成績処理」 と 「部活動 ・クラブ活

動」に着 目し、それぞれの従事時間の概要を 「勤務時間内」 「残業」「持ち帰 り」に分けて整理する。

　授業準備 ・成績処理 ・部活動 といった業務については、これまでの整理 ・再分析によって、夕方以降か

ら深夜にかけて一定の行為者率が観測 されてお り、残業や持ち帰 りの対象にされているであろうことが推

測 されている。また、休 日にも一定の行為者率が観測されてお り、この状況が時期によって変動すること

も既に指摘 されている。 しか し、これまでの分析で観測された行為者率についても、それが勤務先でのも

の （残業）か、勤務先以外のもの （持ち帰 り）かについては分類 されてお らず、その実態が十分には整理

されてきていなかった。また教員の属 性 （担任学年、担当教科）によって、そ うした勤務状況に違いがあ

るのかについても整理が行われてこなかった。

　そこで、本章では勤務 日と休 日のそれぞれについて、授業準備 ・成績処理 ・部活動 （クラブ活動）の業

務 を 「勤務時間」「残業」「持ち帰 り」に分類 し、それ らが教員の属性によってどのような状況にあるのか、

平均従事時間を整理 した。 まず第 １節では勤務 日での状況について、次に第 ２節では休 日での状況 （ただ

し休 日については 「勤務時間」がそもそも発生 していないため 「残業」と 「持ち帰 り」の二種類に分類）

について整理 した。それぞれの節において、小学校教諭については全体像の整理と担任する学年別 （１～６

年 と専科などの 「担任なし」）の整理を行った。また、中学校教諭については全体像の整理 と担任す る学年

別 （１～３年） と担当する教科別、さらには部活動顧問の状況 別（運動部顧問、文化部顧問、顧問な し）の

整理を行った。

　なお、分析には第 ５期 （11月）のデータを用い、表およびグラフの数値は 「分」を単位に整 理した。長

期休業期間 （第 ２期）ではないこと、期末業務の発生する時期 （第 １期 ・第 ６期）ではないこと、学校行

事の集中する時期 （第 ３期 ・第 ４期）ではないことか らこの時期を選んだ。また、この章における 「残業」

とは、正規の勤務時間前後に学校内で当該業務に従事 していた時間を指 し、「持 ち帰 り」とは学校外で当該

業務に従事 していた時間を指 している。
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第 １節　勤務 日

第１項　小学校教諭

（１）全体像

　小学校教諭について、第 ５期の勤務 日における 「勤務時間授業準備」 「残業授業準備」 「持ち帰 り授業準

備」「勤務時間成績処理」 「残業成績処理」 「持ち帰 り成績処理」「勤務時間部活動」 「残業部活動」 「持ち帰

り部活動」の一 日あた り平均値を各教員 について算出し、その最小値 ・最大値 ・平均値 ・標準偏差を図表

2－1に示 した。また、それぞれの分布を箱ひげ図に表 したものが図表2－2で ある。

　授業準備については勤務時間よ りも残業の方が長 くなっているほか、成績処理についても勤務時間より

も残業 と持ち帰 りの合計時間の方が長 くなっている。また、それぞれの値について分散を表 した箱ひげ図

からは、散 らば り ・個人差が大きいことが示 された。特に部活動 （クラブ活動）については、勤務時間内

外問わず平均値は非常に小 さく、多くの者はほとん ど従事 していないことが分かるが、箱ひげ図からは一

部の教員が長時間これに従事 しているといった様子が見てとれる。

図 表2－1

小学校教諭（全体）

（最 小値 ・最 大値 ・平均値 の単位 ：分　 ＊１日あた り）


（出所 ：「教員勤務実態調査」より筆者作成）
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図表2－2－1：小学 校教諭 （全体）－授業準備 （小学校教 諭 ：第 ５期 ：勤務 日）

（出所 ：「教員勤務実態調査」より筆者作成） （縦軸 ：人）

図表2－2－2：小学校教諭 （全体）－ 成績処理

（出所 ：「教員勤務実態調査」より筆者作成） （縦軸 ：人）
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図表2－2－3：小学校教諭 （全体）－ 部活動 （クラブ活動）

（出所 ：「教員勤務実態調査」より筆者作成） （縦軸 ：人）

（２）担任学年別

　小学校教諭を担任学年別 （１年生担任～６年生担任、担任なし）に分類 し、第 ５期の勤務 日における 「勤

務時間授業準備」 「残業授業準備」 「持ち帰 り授業準備」 「勤務時間成績処理 」「残業成績処理」「持ち帰 り成

績処理 」 「勤務時間部活動」 「残業部活動」 「持 ち帰 り部活動」 の一 日あた り平均値 について、最小値 ・最大

値 ・平均値 ・標準偏差 を図表2－3－1～ 図表2－3－7に 整 理 した。

学年の上昇に伴って授業準備の時間が長 くなるか とい うと、そ うではない結果が得 られた （３年生～４年

生担任が最 も時間が長い）。また、成績処理は低学年ほど時間を要 している様 子が明 らかになった。テス ト

等の採点とい うよりも、ノー トや提出物の確認等に時間を要 していると考えられる。

　また、担任のない教諭は、勤務時間内での授業準備時間を長 く確保できている様 子も明 らかになった。

またそれに対応 して、残業や持 ち帰 りでの授業準備時間は短 くなっている。学級担任 とは異なり、勤務時

間中に 「空きコマ」が発生 しやすい とい う特 性が反映 されているものと考えられる。
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図表2－3－1

小学校教諭（１年生担任）

（出所 ：「教員勤務実態調 査」 よ り筆者 作成 ） （最 小値 ・最 大 値 ・平均値 の単位 ：分　 ＊１日あた り）

図 表2－3－2

小学校教諭（２年生担任）

（出所 ：「教員勤務実態 調査」 よ り筆者 作成 ） （最 小値 ・最 大値 ・平均値 の単位 ：分 　 ＊１日あた り）

図表2－3－3

小学校教諭（３年生担任）

（出所 ：「教 員勤務 実態調査」 よ り筆者 作成） （最小値 ・最 大値 ・平均値 の 単位 ：分　 ＊１日あた り）
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図 表2－3－4

小学校教諭（４年生担任）

（出所 ：「教員勤務実態調査」 より筆者作成） （最小値 ・最大値 ・平均値の単位 ：分　＊１日あたり）

図 表2－3－5

小学校教諭（５年生担任）

（出所 ：「教員勤務実態調査」よ り筆者作成） （最小値 ・最大値 ・平均値の単位 ：分　 ＊１日あたり）

図 表2－3－6

小学校教諭（６年生担任）

（出所 ：「教員勤務実態調査」より筆者作成） （最 小値 ・最大値 ・平均値の単位 ：分　 ＊１日あた り）
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図 表2－3－7

小学校教諭（担任なし）

（出所 ：「教員勤務実態調査」より筆者作成） （最小値 ・最大値 ・平均値の単位 ：分　 ＊１日あたり）

第 ２項　中学校教諭

（１）全体像

　中学校 教諭について、第 ５期の勤務 日における 「勤務時間授業準備」「残業授業準備」 「持ち帰 り授業準

備」「勤務時間成績処理」「残業成績処理」 「持 ち帰 り成績処理」 「勤務時間部活動」 「残業部活動」「持ち帰

り部 活動」の 一日あた り 平均値 を教員 ごとに算出 し、それ らの最小値 ・最 大値 ・平均値 ・標 準偏 差 を図表

2－4に 示 した。 また、それぞれの分布 を箱ひ げ図に表 した ものが図表2－5－1～図表2－5－3で ある。

　小学校教諭と比べると、勤務時間内に行っている授業準備の時間は長いほか、成績処理の時間も勤務時

間内の従事時間が残業 ・持ち帰 りの合計時間と同水準 となっていた。ただ し部活動の時間は勤務時間内外

を問わず小学校より長 くなっている。 また、それぞれの値について分散を表 した箱ひげ図からは、小学校

同様 、個人差が非常に大きい様 子が明らかになった。特に部活動については、小学校のそれ と比べても、

全体の時間の長さと散らばり範囲の広 さを指摘す ることができる。

図 表2－4

中学校教諭（全体）

（出所 ：「教員勤務実態調査」より筆者作成） （最小値 ・最大値 ・平均値の単位 ：分　 ＊１日あた り）
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図 表2－5－1：中学校 教諭 （全体）－授 業準備

（出所 ：「教員勤務実態調査」 より筆者作成） （縦軸 ：人）

図表2－5－2：中 学校 教諭 （全体）－ 成績処理

（出所 ：「教員勤務実態調査」より筆者作成） （縦軸 ：人）
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図 表2－5－3： 中学校 教 諭 （全 体 ） － 部 活 動

（出所 ：「教 員勤務実態調査」 よ り筆者作成） （縦軸 ：人）

（２）担任学年別

　中学校の担任学年別に整 理すると、小学校 ほ ど学年間に差異は認められない。授 業準備 については、勤

務時間内の従事時間に差はないが、学年が 上がるほど残業や持 ち帰 りでの従事時間が短 くなっている。成

績処理については２年生の担任による従事時間が若干短 くなっているが、 一方で部活動については、２年生

の担任による従事時間が最 も長 くなっている。

図 表2－6－1

中学校教諭（１年生担任）

（出所 ：「教員勤務 実態 調査」よ り筆者作成） （最小値 ・最 大値 ・平均値 の 単位 ：分 　 ＊１日あた り） 
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図 表2－6－2

中学校教諭（２年生担任）

（出所 ：「教員勤務実態調査」より筆者作成） （最 小値 ・最大値 ・平均値の単位 ：分　 ＊１日あた り）

図 表2－6－3

中学校教諭（３年生担任）

（出所 ：「教員勤務実態調査」より筆者作成） （最 小値 ・最大値 ・平均値の単位 ：分　 ＊１日あた り）

（３）担当教科別

担当教科別に整理す ると、教科 ごとの業務の特徴を確認することができた。授業準備に長い時間をかけ

る傾向があるのは、外国語をはじめ、社会や理科であった。一方で美術 ・音楽 ・保健体育といった実技系

教科は授業準備の時間が短い傾向にあった。ただし、そ うした差は勤務時間内の授業準備時間にはあま り

現れず、残業や持ち帰 り時間の差 となって現れていた。

　また、成績処理に時間を要す る科 目は外国語や国語 といった言語系の科 目で、先に挙げた実技系の科 目

については成績処理の時間も短い傾向にあった。成績処理については持ち帰 りでの業務時間が長 くない （個

人情報の管理等の課題か ら学校外 に持ちだしての仕事が難 しいためと考えられる）ため、勤務時間内と残

業の両方で差が生 じている。

部活動の時間は保健体育 と音楽で長 く、社会がこれに続いている。運動部の顧問や、文化部で も活動時

間の長い合唱や吹奏楽といった部活動の顧問を、これ らの教科の担当教諭が務めているため と考えられる。
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図 表2－7－1

中学校教諭（国語）

（出所 ：「教員勤務実態調査」より筆者作成） （最 小値 ・最大値 ・平均値の単位 ：分　＊１日あた り）

図 表2－7－2

中学校教諭（社会）

（出所 ：「教員勤務実態調査」より筆者作成） （最 小値 ・最大値 ・平均値の単位 ：分　 ＊１日あたり）

図 表2－7－3

中学校教諭（数学）

（出所 ：「教員勤務実態調査」より筆者作成） （最 小値 ・最大値 ・平均値の単位 ：分　 ＊１日あた り）
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図 表2－7－4

中学校教諭（理科）

（出所 ：「教員勤務実態調査」より筆者作成） （最 小値 ・最大値 ・平均値の単位 ：分　＊１日あた り）

図 表2－7－5

中学校教諭（音楽）

（出所 ：「教員勤務実態調査」 より筆者作成） （最 小値 ・最大値 ・平均値の単位 ：分　＊１日あたり）

図 表2－7－6

中学校教諭（美術）

（出所 ：「教員勤務実態調査」より筆者作成） （最 小値 ・最大値 ・平均値の単位 ：分　 ＊１日あた り）
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図 表2－7－7

中学校教諭（保健体育）

（出所 ：「教員勤務実態調査」より筆者作成） （最小値 ・最大値 ・平均値の単位 ：分　 ＊１日あたり）

図 表2－7－8

中学校教諭（技術家庭）

（出所 ：「教員勤務実態調査」よ り筆者作成） （最小値 ・最大値 ・平均値の単位 ：分　＊１日あた り）

図 表2－7－9

中学校教諭（外国語）

（出所 ：「教員勤務実態調査」より筆者作成） （最小値 ・最大値 ・平均値の単位 ：分　＊１日あたり）

（４）部活動顧問別

顧問をしている部活動の種類ごとに整理す ると、当然ながら部活動に関連す る時間に大きな違いを確 認

することができる。運動部顧問と文化部顧問を比較すると、部活動関連の従事時間はいずれ も運動部顧問

が長いだけでなく、授業準備時間も運動部顧問の方が若干長い傾向にある （特に残業）。成績処理の時間は

文化部顧問の方が若干長い。
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　顧問のない教諭は勤務時間内での授業準備時間が長く （ただ しばらつきも大きい）、残業 も全般的に短い。

残業 ・持ち帰 りに関 しては、部活動の顧問をしている教諭の標準偏差が大きく、相当の個人差が推察 され

る。なお持 ち帰 り成績処理については、部活動顧問より顧問なしの教諭の方が若干長い平均時間 となって

お り、ばらつきも大きい。

図 表2－8－1

中学校教諭（運動部顧問）

（出所 ：「教員勤務実態調査」より筆者作成） （最小値 ・最大値 ・平均値の単位 ：分　 ＊１日あた り）

図 表2－8－2

中学校教諭（文化部顧問）

（出所 ：「教員勤務実態調査」より筆者作成） （最小値 ・最大値 ・平均値の単位 ：分　＊１日あた り）

図 表2－8－3

中学校教諭（顧問なし）

（出所 ：「教員勤務実態調査」 より筆者作成） （最小値 ・最大値 ・平均値の単位 ：分　 ＊１日あた り）
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第 ２節　休 日

第 １項　小学校教諭

（１）全体像

小学校教諭について、第 ５期の休 日における 「残業授業準備」 「持ち帰 り授業準備」 「残業成績処理」 「持

ち帰 り成績処理」 「残業部活動」 「持ち帰 り部活動」の一 日あた り平均値を算出 し、最小値 ・最大値 ・平均

値 ・標準偏差を図表2－9に 整理 した。また、それぞれの分布 を箱ひげ図に表 したものが図表2－10で ある。

　休 日でも持ち帰 りや残業の形で授業準備や成績処理が行われている状況が読み取れ る。またそれぞれの

値について分散を表 した箱ひげ図か らは、散 らばり ・個人差が大きいことが示 された。特に持ち帰 り授業

準備 については、平均 こそ38分 であるが、分布はゆがんでお り、長時間従事する教員が一定数いることが

判明 した。部活動 （クラブ活動）については、平日と同様に勤務時間内外を問わず、平均値は非常に小 さ

い。つ まり多 くの者はほとんど従事 していないことが分かるが、箱ひげ図からは一部の教員が長時間 これ

に従事 しているとい う様 子が見てとれる。

図表2－9

小学校教諭（全体）

（出所 ：「教員勤務実態調査」より筆者作成） （最小値 ・最大値 ・平均値の単位 ：分　＊１日あたり）
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図表2－10： 小学校教諭 （全体）

（出所 ：「教員勤務実態調査」より筆者作成） （縦軸 ：人）

（２）担任学年別

小学校教諭を担任学年別 （１年生担任～６年生担任、担任な し）に分類 し、それぞれについて第 ５期の休

日における 「残業授業準備」「持ち帰 り授業準備」 「残業成績処理」 「持ち帰 り成績処理」 「残業部活動」 「持

ち帰 り部活動」の一人あた り平均値 を算 出 し、最小値 ・最大値 ・平均値 ・標 準偏差 を図表2－11－1～図表2－11－7

に整理 した。

勤務 日の傾向 と同様に、学年の上昇に伴って授業準備の時間が長 くなるか とい うと、そ うではないとい

う結果が得 られた （４年生担任の従事時間が最 も長い）。また、成績処理についても勤務 日の傾向 と同様に、

低学年 （特に １年生）の担任が時間をかけている様子が読み取れた。これについてもテス ト等の採点 とい

うよりはノー トや提出物の確認等に時間を要 していると考えられる。

　また、担任のない教諭については、勤務 日での従事時間を長 く確保できているためか、学級担任 をして

いる者 よりも授業準備や成績処理の残業時間 ・持ち帰 り時間が短 くなっていた。勤務 日に生じる 「空きコ

マ」等を活用 して、該当業務を終わらせている状況が考えられる。

　いずれの業務に関 しても、残業 よりも持ち帰 りの平均時間が長 く、休 日は学校内で業務にあたる者が少

ないとい うことが読み取れる。
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図 表2－11－1

小学校教諭（１年生担任）

（出所 ：「教員勤務実態調査」より筆者作成） （最 小値 ・最大値 ・平均値の単位 ：分　 ＊１日あた り）

図 表2－11－2

小学校教諭（２年生担任）

（出所 ：「教員勤務実態調査」より筆者作成） （最 小値 ・最大値 ・平均値の単位 ：分　 ＊１日あた り）

図 表2－11－3

小学校教諭（３年生担任）

（出所 ：「教員勤務実態調査」より筆者作成） （最小値 ・最大値 ・平均値の単位 ：分　 ＊１日あた り）

図 表2－11－4

小学校教諭（４年生担任）

（出所 ：「教員勤務実態調査」より筆者作成） （最小値 ・最大値 ・平均値の単位 ：分　 ＊１日あた り）
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図 表2－11－5

小学校教諭（５年生担任）

（出所 ：「教員勤務実態調査」より筆者作成） （最小値 ・最大値 ・平均値の単位 ：分 ＊１日あた り）

図 表2－11－6

小学校教諭（６年生担任）

（出所 ：「教員勤務実態調査」 より筆者作成） （最小値 ・最大値 ・平均値の単位 ：分 ＊１日あた り）

図 表2－11－7

小学校教諭（担任なし）

（出所 ：「教員勤務実態調査」より筆者作成） （最小値 ・最大値 ・平均値の単位 ：分 ＊１日あた り）

第２項　中学校教諭

（１）全体像

中学校教諭について、第 ５期の休 日における 「残業授業準備」「持ち帰 り授業準備」「残業成績処理」「持

ち帰 り成績処理」「残業部活動」 「持 ち帰 り部活動」の一人あた り平均値 について、最小値 ・最大値 ・平均

値 ・標準偏差を図表2－12に 整理 した。また、それぞれの分布を箱ひげ図に表 したものが図表2－13で ある。

小学校教諭と比べると、持ち帰 り授業準備の時間が短くなっている一方で、残業 ・持ち帰 りとして計算

される部活動の時間は小学校に比べて非常に長 くなっている。それぞれの値について分散を表 した箱ひげ

図からは、小学校同様、個人差が非常に大きい様子が明 らかになった。特に部活動については、長時間に

わたる残業や持ち帰 りによって従事する教員が一定数お り、ゆがんだ分布 となっている。
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図 表2－12

中学校教諭（全体）

（出所 ：「教員勤務実態調査」より筆者作成） （最 小値 ・最大値 ・平均値の単位 ：分　 ＊１日あた り）

図表2－13： 中学校 教諭 （全体 ） （縦軸 ：人）

（出所 ：「教員勤務実態調査」より筆者作成）

（２）担任学年別

中学校の担任学年別に整理すると、授業準備については １年生担任 と２年生担任にほとんど差はなく、３

年生担任の持 ち帰 り時間が若干短 くなっている。成績処理についても １年生担任 と２年生担任ではほとん

ど差がなく、３年生担任の持ち帰 り時間が若干長 くなっている。部活 動については、１年生担任による従事

時間が最 も長い。標準偏差が非常に大きく、従事時間に大きな個人差があることも読み取ることができる。
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図 表2－14－1

中学校教諭（１年生担任）

（出所 ：「教員勤務実態調査」 より筆者作成） （最小値 ・最大値 ・平均値の単位 ：分　 ＊１日あた り）

図 表2－14－2

中学校教諭（２年生担任）

（出所 ：「教員勤務実態調査」より筆者作成） （最 小値 ・最大値 ・平均値の単位 ：分　 ＊１日あた り）

図 表2－14－3

中学校教諭（３年生担任）

（出所 ：「教員勤務実態調査」より筆者作成） （最 小値 ・最大値 ・平均値の単位 ：分　 ＊１日あた り）

（３）担当教科別

担当教科別 に整理す ると、教科ごとの業務の特徴を確認することができた。授業準備に長い時間をかけ

る傾向があるのは、平 日と同様、外国語をは じめ、社会や理科であった。一方で音楽や 保健体育は休 日の

授業準備の時間も短い傾 向にあった。いずれ も残業としての （学校内での）授業準備時間はあま り長 くな

く、持ち帰 りによる授業準備時間の方が長 くなっていた。

また、成績処理に時間を要す る科 目は外国語や国語 といった言語系の科 目と理科 ・社会で、美術や保健

体育については成績処理の時間も短い傾向にあった。休 日の成績処理については、学校内での残業時間よ

りも持ち帰 りでの業務時間が長い傾 向となっている。

一方、部活動の時間は保健 体育の担当者が極端 に長 く、理科 ・社会 ・音楽 ・数学がこれに続いている。

平 日の分析 と同様に、運動部の顧問や、文化部でも活動時間の長い合唱や吹奏楽 といった部活動の顧問を、

これ らの教科の担当教諭が務めているため と考えられ る。特に保健体育や音楽の担当教諭は、平 日の部活
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動時間も長 く、特徴的な業務構成 となっている。授業準備や成績処理に比べ、部活動の従事時間は標準偏

差が大きく、残業についても持 ち帰 りについても、個人差が激 しいきわめて大きいことが推察される。

図 表2－15－1

中学校教諭（国語）

（出所 ：「教員勤務実態調査」 より筆者作成） （最 小値 ・最大値 ・平均値の単位 ：分　 ＊１日あた り）

図 表2－15－2

中学校教諭（社会）

（出所 ：「教員勤務実態調査」より筆者作成） （最小値 ・最大値 ・平均値の単位 ：分　 ＊１日あたり）

図 表2－15－3

中学校教諭（数学）

（出所 ：「教員勤務実態調査」より筆者作成） （最 小値 ・最大値 ・平均値の単位 ：分　 ＊１日あた り）
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図 表2－15－4

中学校教諭（理科）

（出所 ：「教員勤務実態調査」より筆者作成） （最 小値 ・最大値 、平均値の単位 ：分　 ＊１日あたり）

図 表2－15－5

中学校教諭（音楽）

（出所 ：「教員勤務実態調査」より筆者作成） （最小値 ・最大値 ・平均値の単位 ：分　 ＊１日あた り）

図 表2－15－6

中学校教諭（美術）

（出所 ：「教員勤務実態調査」より筆者作成） （最 小値 ・最大値 ・平均値の単位 ：分　 ＊１日あた り）

図 表2－15－7

中学校教諭（保健体育）

（出所 ：「教員勤務実態調査」よ り筆者作成） （最小値 ・最大値 ・平均値の単位 ：分　 ＊１日あた り） 
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図 表2－15－8

中学校教諭（技術家庭）

（出所 ：「教員勤務実態調査」より筆者作成） （最小値 ・最大値 ・平均値の単位 ：分　 ＊１日あたり）

図 表2－15－9

中学校教諭（外国語）

（出所 ：「教員勤務実態調査」よ り筆者作成） （最小値 ・最大値 ・平均値の単位 ：分　 ＊１日あた り）

（４）部活動顧問別

顧問をしている部活動の種類 ごとに整理すると、部活動に関連する時間に大きな違いを確認 することが

できる。部活動関連の従事時間は、残業 ・持ち帰 りとも運動部顧問が長 く、個人差 も大きい。一方授業準

備や成績処理の時間は顧問なしの教員が長 くなっているが、いずれ も持ち帰 りが長 く、残業 として学校内

で従事する時間は短くなっている。

運動部顧問も文化部顧問も、残業として学校内で部活動の指導に当たる時間は長いが、一方で授業準備

や成績処理に残業として充てる時間は長 くない。休 日に学校に出勤す る場合は、主に部活の指導を行って

いると考えることができよう。

図 表2－16－1

中学校教諭（運動部顧問）

（出所 ：「教員勤務実態調査」より筆者作成） （最 小値 ・最大値 ・平均値の単位 ：分　 ＊１日あた り）

34－



図 表2－16－2

中学校教諭（文化部顧問）

（出所 ：「教員勤務実態調査」より筆者作成） （最小値 ・最大値 ・平均値の単位 ：分　 ＊１日あた り）

図 表2－16－3

中学校教諭（顧問なし）

（出所 ：「教員勤務実態調査」より筆者作成） （最 小値 ・最大値 ・平均値の単位 ：分　 ＊１日あた り）

第 ３節 まとめ

以上のように整理 を行った結果、小学校教諭 ・中学校教諭のそれぞれについて、担 当している学年や教

科、顧問を している部活動などによって、学校内での残業や学校外への持ち帰 り仕事について特徴がある

ということが明 らかになった。いずれ も担当学年の特性や担当教科な ど、仕事の 特性が勤務実態に反映さ

れているもの と考えられ るため、業務のあり方や勤務のあり方を見直す際にも、そ うした条件の存在は無

視できないと考えられ るのである。

また、もう一つ重要な点 として、個人差が非常に大きい とい う点を挙げておかねばな らない。いずれの

業務についても標準偏差が大きく、特に部活 動に関 しては非常にばらつきのあることが明らかになった。

したがって、本章で計算 した各業務別の従事時間もあくまで平均値でしかなく、適正な業務従事時間を示

す 「最適値」「標準値」 といった 性質のものではない。 こうした多様な勤務形態 ・勤務実態を今後 どう扱っ

てゆくのか とい う点は、政策的な課題であるとともに、教員の勤務を分析する研究上の課題でもある。

ただ し、担当教科や担当学年、顧問をしている部活 動 といった教員個人に関わる要素以外にも、学校規

模や学級規模のような学校 にかかわる要素によってもこうした勤務の状況は変化す ると考えられる。第 ５

期以外を扱った分析 とあわせて、今後の分析課題であるといえよ う。
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第 ３章 「残業 しない教員」の特徴を探る

村上祐介 （日本女子大学）

本章の 目的は、残業時間の短い教員に共通する特徴は何かを明らかにす ることにある。またその分析

を通 じて、残業を減 らすための方策についての示唆を提示す ることにある。

2006年 の調査を再分析 した結果、以下のことが明らかとなった。

（１）教員の属性 （性別 ・年齢など）や業務内容 （担任の有無、クラス人数など）などの個人的要因も残

業時間の長短に影響するが、それ以上に学校 レベルでの要因がより大きな影響を与えている。特に、

学校全体の残業量、換言すれば周囲の同僚が多く残業 しているかどうかが重要である。すなわち、学

校 レベルで組織的に残業を縮減 していくことが必要であることが示唆 される。

（２）統計的に強い結果 とはいえないが、学校全体の残業量が少ない ところで、かつ地域 との交流がさか

んな学校では、残業週 １日未満の教員の割合が増加する。最終的な結論は検討の必要があるが、今回

の分析か らは地域との交流の度合いが教員の残業に影響を与えている可能 性がある。

（３）持ち帰 り業務の多い教員は、残業をする日も多 くなる傾向がある。残業をしない教員が持ち帰って

仕事をしているとい うよりは、残業 しても終わ らなかった仕事を持ち帰って処理 している場合が多い

と考えられ る。

第 １節　本章の目的

本章の 目的は、残業時間の短い教員に共通する特徴は何かを明 らかにすることにある。またその分析を

通 じて、残業を減らすための方策について示唆を得 ることを意図 している。

2006年 の調査では、小 ・中学校教員は １日あた り平均 ２時間を超 える残業を行 っていることが明らかと

なっている。教員には時間外勤務手当に代わる教職調整額が支給 されているが、その金額は月 ８時間分の

時間外勤務手当に相当す る。実態は、教職調整額に相当す る時間を大幅に超える残業が行われていること

がわかる。

ただし調査の内容をみると、少数ではあるが残業をほ とん ど行っていない教員 も存在する。残業ゼ ロと

までいかないにしても、教職調整 額の枠内で業務 を遂行 している教員 も少数ながら存在する。

では、どのような教員が残業をしていないのであろうか。換言すれば、残業時間の少なさを規定する要

因は何だろ うか。なぜ、残業が少ないのであろ うか。彼／彼女 らには何か共通する要因や特徴がみ られるの

であろ うか、。本章では調査データを計量的に分析することで、こうした問いに答えることを試み る。

本章でこのような分析 を行 う背景 としては、言 うまでもな く教員の残業量の多さが指摘できる。2006年

の調査では、教員の勤務実態を数量的に把握することで、教員が現実に多 忙であり、長時間労働 を行って

いることを実証 した。 また仕事の質を高めるためにも、教員の負担軽減や多 忙化対策が必要であることを

示 した。

とりわけ、教員の勤務時間軽減は教員の時間的 ・身体的 ・精神的負担を解消するためにも重要である。

時間外業務に対 して正当な対価 を支払 うことはもちろん必要であるが、同時に現状の勤務時間の長 さを鑑
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みると、必要な業務を遂行 しながら勤務時間をどう削減 していくのかも考えられなくてはならない。

本稿の分析はこうした問題関心に応え うるものである。残業の少ない教員の特徴を調べることで、現行

制度の下で どのよ うに残業をせずに業務を遂行 しているのかに関 して手かが りを得ることができるだろう。

また、どのよ うな要因が勤務時間の軽減に貢献するかについて、 個人の属性や職務内容を超えて、学校経

営 （マネジメン ト）のレベルや、あるいは教育政策 （ポ リシー）の レベルで改善可能な示唆が得 られるこ

とも期待できる。

たとえば直感的には、通勤時間の長い教員や学級担任を受け持っていない教員、部活動を担当 していな

い中学校教員は、比較的長時間勤務が少ない と想像できる （実際にそ うであるかは検討の必要があるが）。

前者はそもそも残業がしづ らく、後者は仕事量が相対的に少ない と推測 され るためである。 しか し、こ う

した個人的な属 性や担当業務だけでなく、集団 レベル、言い換えれば学校 レベルでの要因も勤務時間の多

寡に影響 している可能性がある。たとえば、規模の大きな学校では、校務等で一定のスケール ・メリッ ト

が働 くため勤務時間が少なくて済むとか、生徒指導が困難な学校では週末や夜間の勤務が多くなる、 とい

ったことが考えられる。個人的な要因を超えて学校 レベルでの要因を析出す ることは、言い換 えれば個人

の レベルを超えた学校 レベルでの組織的改善や、教育政策での対応が求められることを意味 している。本

章では、個人的な属性や業務内容が残業量に影響を与えているのか、 あるいは学校や 自治体などの集団的 ・

組織的要因が重要なのかを明らかにす る。

あらかじめ本稿での結論を述べるならば、個人的属性や業務よ りも、学校 レベルでの要因が残業の多寡

により大きな影響を与えている。具体的には学校全体の残業時間、換言すれば同僚が残業 しているか どう

かが、個人の残業時間の大小にも少なくない影響を与えている。確かに、女性や年齢の高い教員、あるい

は通勤時間の長い教員は残業が少ない傾 向がある。また、担任を受け持っていない、または部活動の顧問

をしていない教員も残業をしていない割合が相対的に高かった。 しかし今回の分析からは、それ らの要因

を統制 しても、学校全体で残業が多いか どうかが重要であることが明らか となった。具体的に言い換えれ

ば、全体的に残業が少ない学校は、学級担任を受け持った り、部活 動の顧問を担当していた としても、残

業量が少なくなる傾向がある。逆に、同僚の残業が多ければ、担任な しや部活 動の顧問をしていない教員

でも残業が多くなる。

また、統計的にみて有意かどうかは微妙ではあるが、学校全体でみて残業量が少ない学校でも、地域 と

の交流の活発 さによって個人の教員の残業量は変わって くるとい う結果も得 られた。地域 との交流が活発

な学校は、全体の残業量を減 らす と教員個人が定時に退勤できる確率が高まる。逆に地域 との交流が不活

発な学校は、学校全体の残業量を削減 しても、個々の教員の定時退勤にはつながりにくい、 とい う結果と

なった。地域 との交流がさかんになれば個人の残業負担が減少す る、 とい うのは興味深い結果である。 こ

の点も本分析での重要な知見である。

本章では、本調査の全 ６期にわたる調査の うち、第 ５期 （11月）のデータを使用 して再分析を行 う。第

２期 （夏休み）以外は、残業の少ない教員の比率はいずれ も大差ない。その中で第 ５期 を選択 したのは、

11月 は行事が比較的少ない時期であり、平常時の学校の勤務実態を捉える うえでは最 も適切であると考え

たからである。他の期は学期のは じめや終わり、また学校行事の多い時期に重なってお り、それ らの影響

を受けにくい第 ５期を分析対象 として選択 した。

分析方法は残業の少ない教員 （週 １日未満） とそ うでない教員の違いを明らかにす るため、 ロジスティ

ック回帰分析を用いた。本調査の場合、独立変数の効果が学校 ごとに異なることがあ りうるため、後に述
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べるマルチレベル分析を用いることも考えられる。ただし本稿の場 合、マルチレベル分析を用いる意味が

あまりない との結果であった。そのため、より単純なロジスティック回帰分析を用いて検討する。

本稿の構成 は以下の通 りである。第 １節では、本稿の目的と課題設定、概要について述べた。第 ２節で

は、分析で取 り上げる第 ５期 （11月）だけでなく、第 １期 （４月）～第 ６期 （12月）の残業の状況を確認

する。また分析で使用する 「残業 日比率」について説明する。第 ３節では、小学校データの分析 を行 う。

ロジステ ィック回帰分析によ り、残業が週 １日未満の教員は他の教員 と比較 して何が異なるのかを検討 す

る。第 ４節では、第 ３節 と同様の方法で中学校について分析 を行 う。最後に第 ５節では、今回の分析の結

果 と含意について述べる。

第２節　記述統計

まず、本稿での従属変数 となる教員個人の残業量について、分析での取 り扱いと単純集計を紹介する。

今回の分析では、「残業 日比率」とい う指標 を用いる。「残業 日比率」とは、教員が30分 以上の残業を行

った 日の割合である。ここでい う残業は、調査票に記入 された出勤時刻 と退勤時刻が ９時間30分 以上にな

っている場 合を指す。すなわち休憩等 １時間を除いて ８時間30分 以上勤務した 日を残業 日とみなす。定時

退勤であっても少 し早く学校に来て、少 し遅く学校に帰ることは多い。そのため、30分 以上の残業を行っ

た 日を残業 日とした。 「残業 日比率」は、この方法でカ ウン トした残業 日を、調査票の うち出勤 ・退勤時刻

を記入 している日数 （これを有効回答 日数 とよぶ）で割 った値である。 したがって残業 日比率は、調査期

間中全 く残業 していない場合は0、 全ての勤務 日で30分 以上学校に残って残業 していた場合は １となる。

なお、自宅等に持ち帰って仕事をしている場合は、ここでい う 「残業」には含まない。持ち帰 りと残業と

の関係については後ほど検討する。

残業 日比率をよりわか りやすく説明すると、比率が0～0．2の 場合、残業を行った日は勤務 日の ２割以下

と推定できる。すなわち、残業はおおよそ週 １ 日未満であったとみることができる。同様に、比率が0．2

～0 ．4の場合 は週 １～２ 日、0．4～0．6で は週 ２～３日、0．6～0．8で は週 ３～４ 日、0．8～1．0で は週 ４～５日と

解 釈で きる。休 日出勤 をす るこ とを考 えれ ば現 実 とはや や異 な るか も しれ ないが、残業 日比率 を直感 的 に

理解で きるよ うにす るた め、週の うち何 日残業 しているかでおお よそのイ メー ジを示 してお く。

次に時期ごとの残業 日比率の高低を比較する。図表3－1は 、第 １～６期 までの残業 日比率の分布を示 して

いる。また図表3－2は 、図表3－1を 棒グラフで表 したものである。 ここか らは以下の ２点が指摘できる。

第 １に、夏休み中である第 ２期を除けば、残業をしない教員である週 １日未満の教員の割合はそれほど

大きな変化はない とい うことである。強いて言えば、学年は じめ （４月）の第 １期は残業週 １日未満の教

員がやや少ないが、数％の差 とい うことを考えると、実質的にはそれほど大きな差であるとは言 えないだ

ろう。第 ２に、第 ２期に関 しては夏休み中とい うこともあ り、他の期 とは全 く異なる傾向を示 している。

すなわち、この時期は残業をほとんどしない教員が大半を占めている。

このことか ら、第 ３期か ら第 ６期までのいずれかを調査対象 とすることが適切であると考えられる。本

章では、第 ５期のデータを用いる。なぜな ら、第 ５期の時期は11月 であり、学期は じめや学期末の業務、

あるいは学校行事による影響を比較的受けにくいためである。換言すれば、６つの時期の うち最も 「普通」

の時期であるといえる。そこで本章では第 ５期を対象として分析を行 うこととする。
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図表3－1： 残業 日比率の分布 （各期）

（出所 ：「教員勤務実態調査」より筆者作成）

図表3－2： 残 業 日比率の分布 （各期）

（出所 ：「教員勤務実態調査」より筆者作成）

第 ３節　分析 （小学校）

分析は小学校 ・中学校 を分けて行 う。理由は部活動に関する変数を考慮するためである。は じめに、小

学校に関す る分析から行 う。

従属変数は、30分 以上の残業が週 １日以下 （残業 日比率が0～0．2）か、あるいはそれ以上なのかである。

残業週 １日以下の場合は １、それより大きい場合は ０とする。

もっとも、残業 日比率それ 自体を従属変数 とすることも考えられ る。ただ し、今回の分析の関心は残業

量それ 自体 とい うよ りも、残業をしていない、あるいは非常に少ない教員が どのような特徴を持っている

かとい うことにある。そのため、従属変数は残業 日比率それ 自体ではな く、それを週 １日以下か以上かで

区切 った値 とする。

残業 日ゼ ロではな く、週 １日以下で区切 る理由は ２点ある。一つは、残業 日がゼロとい う教員はほ とん

ど該当者がいないことである。 もう一つは、週 １回以下であれば時間外勤務はおおむね月 ８時間程度 の範

囲に収まるためである。これは現在の教職調整額で措置されている金額にほぼ該当する。2006年 の調査結
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果か ら1日 あたりの残業時間を求めると、週1回 の残業でおよそ月8時 間程度 となる。

分析では、一度に複数の独立変数を投入できる多変量解析を行 う。具体的には、従属変数が離散変数の

際に用いられるロジステ ィック回帰分析を行 う。

本来、本調査のようなデータでは、マルチ レベル分析とよばれる手法が用い られ ることが多い。マルチ

レベル分析 とは、個々のサ ンプルが独立 しているのではなく、あるグループごとに一定の傾向を持つ場 合

の手法である。たとえば 児童生徒の学力は家庭環境といった個々の事情だけでなく、学級での学習指導

や学校での取 り組みによっても影響される。また同 じ指導法 や取 り組みであっても、学力に与える効果は

学校によって異なることがあ りうる。もしそ うであれば、学力は学級や学校ごとに一定のまとま りをみせ

ることが考えられ る。通常の回帰分析では個々のサンプルの独立特性を仮定 しているが、この場合ではこう

した仮定は満たされない。 この場合、サンプルの階層性を取 り込んだマルチレベル分析が望ましい。

マルチレベル分析は、たとえば学校が一定数抽出され、 さらにその中か ら教員が一定数抽出され るとい

ったサンプルにおいて適用 しやすい。本調査のデータはまさにこうした場合に該当する。そのため、本稿

でもマルチ レベル分析を用いるべきかどうか検討を行った。

しか し結果としては、本章ではマルチレベル分析を用いる必要はない と判断 した。分析結果はここでは

省略す るが、技術的にはおおむね次の理 由による。まず、性別や年齢、担任の有無など教員個人 レベルの

変数を独立変数 として投入 した場合は、ランダム効果の切片の分散は統計的に有意であり、マルチ レベル

分析によるモデルが適切であると判断 される。

しか し、 これに集団 レベルの変数、特に学校全体の残業量を独立変数として投入すると、マルチ レベル

分析の統計的有意 特性はみ られなかった。 ランダム効果の切片、学校全体の残業量の傾きともにその分散は

統計的に有意な水準には達 していなかった。一方でモデル 自体の妥当性は、個人 レベルの変数のみを投入

したモデルに比べて、集団 レベルの変数 まで含めたモデルの方がデータをよりよく説明できていた。集団

レベルの変数の効果は個人 レベルの変数のそれ以上に大きいことが推測 され る。このことからは、個人 レ

ベルだけでなく集団レベルの変数まで含めて分析することが望ましく、またその際に学校間の差は考慮に

入れる必要がないことを意味 している。 つまり、今回の分析では誤差項や個々の変数の効果について学校

ごとの違いは考えなくてもよく、個々のサンプルの独立性を仮定 しても差 し支えない。 したがって、本章

では通常のロジスティック回帰分析 を行 う。

ロジステ ィック回帰分析での従属変数は先ほども述べた とお り、残業週 １日以下か否かである。独立変

数は、個人 レベルと集団 レベル （学校 レベル）に大別 される。以下、投入する変数の概要を簡単に説明す

る （表 ３を参照のこと）。

個人 レベルの変数 としては、属 性に関す るものとして性別、年齢、通勤時間、業務に関するものとして

担任の有無、最高学年 （小 ６）の担任か否か、 担任 を受 け持っている場合はクラス人数、持ち帰 り残業時間

を投入する。

性別は、女特性を １、男性 を ０とす るダミー変数を用いる。年齢は、調査ではおおむね ５歳 ごとのカテゴ

リに回答 （９段階）を得てお り、それをそのまま用いる。数値が小 さいほど若い世代となる。通勤時間もカ

テゴリで ７段階に区別 している。数値が小 さいほど通勤時間が短い。

学級担任の業務は数多く、勤務実態にも影響を及ぼす可能 性がある。そのため、学級担任の有無をダ ミ

ー変数 として投入す る。 また学級担任 を受け持っている場合は、クラス人数が業務量に影響 を及ぼしてい

るかもしれない。そこで、クラス人数を独立変数 として用いる。ただ し、学級担任を持っていない場合は 
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クラス人数の値が存在 しないためこのモデルではサンプルに含 まれない ことになる。 したがって、学級担

任の有無による効果を確認するモデル （図表3－5の モデル １） と、学級担任 を受け持った場合に担当学年

とクラス人数がどのような影響を与えるかをみるモデル （図表3－5の モデル ２）の ２つを検討 する。

次に集団 レベルの変数は、 自治体規模、児童生徒数、地域 との交流、退勤管理の方法、学校全体の残業

日比率を独立変数として用いる。

自治体規模は、町村を １、政令市を ６として、その間に一般市、特例市、特別区、中核市をカテゴ リとし

て変数化 している。特別区は中核市 と特例市の中間的な規模 とみなした。 自治体規模の大小は、教育委員

会の学校に対する支援や事務体制 ・指導体制の充実に関連があ り、それ らが教員の業務量にも影響を及ぼ

している可能 性がある。児童生徒数は学校の規模を表す変数である。学校の規模が大きいほど、業務処理

に規模の経済が働き個々の教員の業務量が減少するかもしれない。また事務処理も効率的になることが予

想 され る。地域との交流がさかんな学校は、学校行事などにおいて地域住民の協力を得 られやす く教員の

負担が減るかもしれないが、逆に地域 との交渉や対応で業務量が増加す るかもしれない。残業量への影響

は正負両方があ りうる。学校全体の残業 日比率は、当該教員を含めたその学校の回答者全員の残業 日比率

である。全員の残業 日合計を全員の有効回答数合計で割 った値である。 この値が高ければ その学校は多

くの教員が残業 していることになる。逆に低ければ その学校で残業 している教員は多くない といえる。

民間企業などでは同僚や上司が遅 くまで残業 していると帰 りづ らいとい うことがあるとい う。今回は、学

校全体の残業実態と、個人のそれに関連があるのかないのかを調べ るために投入する。両者に関連がある

のな らば 学校全体の残業を減 らし、早く退勤できる環境づ くりや雰囲気 を醸成す ることが重要である。

逆に両者に関連がないのであれば、個々人の属性や業務内容に着 目して残業時間を軽減することが必要 と

なる。なお、回答者が ５名以下の学校は、個別の教員の残業 日比率が学校全体の値に与える影響が大きい

ためサンプルから除外 している。ただしその数は小 ・中合わせて ７校 と少ない。

以上の変数については図表3－3に 記述統計量を、図表3－4に 変数の概要 と説明を載せているのでご参照

いただきたい。
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図表3－3： 記 述統計 量 （小学校）

（出所 ：「教員勤務実態調査」より筆者作成）
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図表3－4： 変数 の概 要

（出所 ：「教員勤務実態調査」より筆者作成） 
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図表3－5：残業時間が少ない教員 （週 １日以下）の規定要因分析 （小学校）

ロジスティック回帰分析による推定

従 属 変 数 ：30分 以 上 の残 業 が週 １日以 下 （残 業 日比 率0．2以 下 ） の 教 員 （ダ ミー ）
＊＊p＜0．01　 ＊p＜0．05　 ＋p＜0．10

（出所 ：「教員勤務実態調査」より筆者作成）

ロジスティック回帰分析による推定結果は図表3－5に 示 したとお りである。図表3－5か ら読み取れるこ

とは次の３点である。

第 １に、担任の有無による効果をみたモデル １と、担任学年 とクラス人数による効果をみたモデル ２の

両方で、年齢が統計的に有意であった。係数が正であるので、年齢が高くなるほど残業週 １日以下の教員

が増加す る。他の個人 レベルの変数に関しては、モデル １では女別性あるいは担任な しの場合にそれぞれ残

業が少ない教員の比率が高まる。モデル ２では通勤時間が長いほど残業が減少 した。 また、小 ６の学級担

任や、クラス人数が多いといった教員は、残業 日が増加する傾向が見受けられ る。

第 ２に、残業と持ち帰 り業務 との関連である。残業が少ない教員は、あるいは自宅等に持ち帰って仕事

を しているのかもしれない。 この場合、残業を減 らした としても、結局は自宅に持ち帰る仕事が増えるだ

けになることが危惧 され る。

しか し分析の結果、持ち帰 り業務が少ない教員ほど残業 しない確率が高まるとい う傾 向がみ られた。逆

に持ち帰 り業務が多い教員は残業 日も多 くなっている。相関係数をみても、持ち帰 り平均時間と残業 日比

率 との間には正の相関がみ られた （小学校0．17、 中学校0．21）。持ち帰 り仕事をする人は残業も多 く、逆

に仕事を持ち帰 らない人は残業 も少ない といえる。

第 ３に、集団 レベル変数、とりわけ学校全体の残業 日比率は個々の教員の残業に大きな影響 を与えてい

る。個人の属性や業務内容による影響が大きいのであれば 学校全体の残業量 とはあま り関連はみ られな

いはずである。 しか し実際には、全体 として残業の多い学校ではほとんどの教員が毎 日のように残業を し
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ている。逆に全体的に残業が少ない学校では、ある程度の教員が定時に退勤 している。 このことからは、

個々の教員の残業を縮減す るためには、個々人の業務内容の改善だけでなく、学校 レベルで残業を減 らす

取 り組みが重要であることが示唆される。

次に分析結果を用いて、学校全体の残業量の大小が教員の残業に与える影響を予測 してみたい。図表3－5

のモデル ２に挙げた独立変数の うち、残業 日比率 （学校全体）の値を変化 させたとき （その他の変数は平

均値に固定）、残業週 １日以下の教員が どの程度変化するのかを計算 させた。その結果が図表3－6の グラフ

であ る。

小学校 にお ける残業 日比率 （学校全体）の値 は、平均0．78、 標準偏差0．10で あ る。また、最 小値 は0．36、

最 大値 は0．94と なっている。平均的には毎 日、約 ８割 の教員 が30分 以上の残業 を してい るこ とになる。

サンプルが全て相互に独立ならば、個々の教員が残業週 １日未満である確率は約 ４％に過ぎない。次に最大

値、最 小値 を勘案 して、40％ から90％ の範囲で残業 日比率 （学校全体）を変化 させてみた。その結果を示

したものが図表3－6の グラフである。図表3－6か らは、残業 日比率 （学校全体）の値を約 ６割 としたとき、

残業週 １日未満の確率の期待値 は約 ８％に上昇する。残業 日比率 （学校全体）の値 を約 ４割 とす ると、残業

週 １日未満の確率期待値 は約37％ となる。

統計的な誤差を考慮 しても、この結果か らは学校全体の残業量が個別教員の勤務実態に大きな影響を与

えていることがわかる。図表は割愛するが個人 レベルの要因による影響はいずれ も数パーセン ト程度であ

るので、組織 的 ・集団的な要因がより強い影響を持 っていることが推測できる。大半の教員が残業をして

いる小学校では、定時で帰 りづ らい雰囲気があるのだろうか。あるいは、全ての教員が正規の勤務時間で

は処理できないほどの業務を抱えているのかもしれない。いずれに しても、個人的な要因や他の組織的 ・

集団的要因を統制 してもこれだけの違いがあるとい うことは、時間外勤務の縮減のためには個人の努力の

範囲を超えた組織的取 り組みが必要であることを示唆 している。

図表3－6：学校全体での残業 日比率が個別教員の残業に与える影響 （小学校）

（出所 ：「教員勤務実態調査」 より筆者作成）
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第４節　分析 （中学校）

次に中学校を対象 とした分析結果を確認す る。 中学校についても、用いる方法は小学校の場 合と同 じであ

る。また投入する変数もほぼ同様である。ただ し中学校教員の場合、部活 動の指導のための時間が多いこ

とが既に明らか となっている。そのため、運動部顧問 （ダミー）、文化部顧問 （ダミー）の変数を新たに追

加する。 さらに、地域交流が学校全体の残業量に与える効果 を考慮するため、地域交流 と残業 日比率 （学

校全体）の交互作用項もモデルに加 える （モデル ３）。この際、多重共線性の発生を防 ぐため、交互作用項

に加える変数はいずれ も標準化を行った。 さらに、中３の担任 は進路指導や書類作成に関する業務が多 く

なることも予想 されたため、中３担任か否かのダミー変数 を投入することとした。

変数の概要については前掲の図表3－4を 、記述統計量については下記の図表 ３－７を参照 していただきた

い。
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図表3－7： 記述統計量 （中学校）

（出所 ：「教員勤務実態調査」より筆者作成） 
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図表3－8：残業時間が少ない教員 （週 １日以下）の規定要因分析 （中学校）

ロジスティック回帰分析による推定

従 属 変 数 ：30分 以 上の 残 業 が 週1日 以 下 （残 業 比 率0．2以 下） の 教 員 （ダ ミー ）

＊＊p＜0．01　 ＊p＜0．05　 ＋p＜0．10

（出所 ：「教員勤務実態調査」より筆者作成）

ロジスティック回帰分析の推定結果は図表3－8に 示 したとお りである。モデル １は担任の有無を、モデ

ル ２はクラス人数 と中 ３担任 （ダミー）をそれぞれ投入 した。モデル ３はモデル ２に地域交流 と残業 日比

率の交互作用項を加えている。

推定結果か らは、性別 、年齢、通勤時間、担任な し、クラス人数の変数が残業量に一定の影響 を与えて

いることがわかる。ただしその効果や統計的信頼性はモデルによってやや異なる。

次にいずれのモデルでも、運動部顧問、文化部顧問のダミー変数の係数は負であった。 これ らの役割を

務めた場 合、残業量はやはり多 くなる。また、持ち帰 り時間も負の係数であった。小学校の場合 と同様に、

持 ち帰 り時間が多 くなるほど定時で帰ることは少なくな り、残業でも終わらなかった分を自宅等に持ち帰

って処理す るとい う姿が浮かび上がる。

残業 日比率 （学校全体） との関連は小学校 と同様に強い関連がみ られた。 中学校でも、学校全体の残業

の多寡が個々の教員の勤務時間に影響 を与えていることがみてとれる。

また小学校 と異なる点 として、モデル ３から地域交流 と残業 日比率との間に交互作用があることが推測

される。すなわち、学校全体の残業率を減 らした場合に、地域 との交流がさかんな学校 とそ うでない学校

では従属変数への影響が異なっている。学校 レベルに関する他の変数でも残業 日比率 （学校全体） との交

互作用があるかを分析 したが、今回の分析で交互作用が確認できたのはこのモデルのみであった。小学校

では統計的な関連が確認できず、また中学校でも10％ 水準で有意あるため強い証拠であるとまではいえな

い。ただ し、小学校でも中学校の同様の傾向はみられる。総 じて言 えば強い含意ではないものの、地域 と

の交流が教員の勤務実態に良い影響を与えることが示唆 される。

そこで小学校の場合 と同様に、他の変数を平均値に固定 した うえで地域 との交流と残業 日比率 （学校全 
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体）の値を変化 させ、その影響力を予測 した。その結果は図表3－9の とお りである。

図表3－9か らは、現状のように学校全体の残業量が多い場合は地域との交流による影響はほとんどみ ら

れないが、学校全体の残業量が減少 した場合には、地域 との交流の多寡が個別の教員の勤務実態に影響を

与えることがわかる。学校全体の残業 日比率が0．4ま で下がった場合、地域 との交流がさかんな学校では

定時退勤の教員が半分強に増加す るが、地域 との交流がさかんでない学校では定時退勤は25％ 程度にとど

まる。統計的な誤差が大きいため明確に差が生じているとはいえない。 しか し、学校全体での残業縮減の

取 り組みと並行 して、地域 との交流をさかんにして開かれた学校づ くりを目指す ことが重要であるかもし

れない。

図表3－9：地域 との交流 と学校全体での残業 日比率が個別教員の残業に与える影響 （中学校）

（出所 ：「教員勤務実態調査」より筆者作成）

第５節　結論

本章の分析で得 られた知見をまとめる。

第 １に、学校 レベルの要因、特に学校全体での残業 日比率が個々の教員の勤務 と密接に関連 しているこ

とがわかった。確かに、年齢や通勤時間などの個人的な属性、また部活動顧問や学級担任の有無 といった

業務内容 も残業時間に影響 している。 しか しそれ以上に、勤務校が残業の多い学校かそ うでないかが重要

な要因であることが明 らか となった。部活動の顧問や多人数学級の担任など、残業が増加 しやすい要因を

持つ教員であっても、勤務校が残業の少ない学校であれば比較的残業は減少す る。逆に、定時に退勤 しや

すい条件の教員であっても、ほとん どの教員が残業をする学校であれば、こうした教員 も残業が増えやす

い とい う傾向がある。教員は教室では一人で行動するが、その他の場面では同僚教員 と仕事をする場面が

多い。 こうした業務の特質がこの結果に反映 されているのであろ うか。いずれにしても、個々の教員の残

業量は個人の属性や業務だけで説明できるものではなく、学校 レベルでの勤務実態によって強く規定 され
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ている。学校全体、場合によっては自治体全体の レベルで、教員の勤務時間を縮減す るための方策を組織

的に考える必要がある。連 日多 くの教員が残業 している学校は、た とえばノー残業デーを設 けて短時間で

業務を終わらせ る方法を探るな ど、学校 ぐるみで残業量を減 らしていくことが教員の勤務時間を減 らす う

えで効果的 と考えられる。

第 ２に、残業時間 と持ち帰 り業務の時間は正比例の関係にあった。すなわち、残業せず に自宅に持って

帰って仕事をするとい うよりも、残業 しても終わらなかった仕事を自宅で片付けているとい う側面が強い。

残業が多い教員ほど持ち帰 りで仕事をす る時間が長 く、全体的に残業や持 ち帰 りが多い中でも特に一部の

教員の負担が大きくなっていることも考えられる。 しか し、ただ残業を禁止 しても持ち帰 りの仕事が増え

るだけで解決につなが らないだろ う。学校での居残 り残業の時間を減 らすだけでなく、持ち帰 りの仕事も

含めて実質的な勤務時間を縮減する視点が必要である。

第 ３に、統計的には意味があるかどうかは微妙であるが、地域との連携 ・協力や交流が教員の勤務時間

の縮減につながる可能性があることがデータか らは示唆 された。た とえば部活 動や学校行事などにおける

教員の負担を減 らしていくうえで、地域の理解や協力は欠かせない。学校全体の残業が減少 しても、地域

との交流や連携 ・協力が十分でなければ 個々の教員の負担軽減は限られたものにな りうる。住民への対

応や調整 は一定の時間 と労力が必要であるが、それが結局教員の負担軽減につながる可能性がある。

今後の課題 として、第 １に学校 によって残業の多寡が異なるのはなぜかを明らかにすることが必要であ

る。なぜ、残業の多い学校 と少ない学校があるのだろうか。この問いを明らかにすることで、個々の教員

の勤務時間縮減につながるより直接的な知見を得 ることが期待できる。第 ２に、地域 との交流がさかんな

ことと教員の残業が少ないことには どのような因果関係があるのかを検討することがあげ られる。 この点

に関する本章での分析結果は、あくまで何 らかの因果関係が推測 されるとい う程度 に過ぎない。 これが妥

当な因果関係なのか、また妥当であるとすれば、具体的にどのようなメカニズムでそのよ うな因果関係が

生 じるのかを、事例分析な どで検討する必要がある。第 ３に、教員の業務を質的に分析することで残業や

持ち帰 り仕事の原因を探 ってい くことも今後重要な作業である。今回の分析では数量的デー タを用いて残

業の少ない教員の規定要因を析出するとともに、勤務時間縮減のための含意 を提示 した。他方で、教員は

ス トリー ト・レベル官僚 として多くの業務を遂行 しなければならない。また、社会的にも多様な役割 と業

務が求められているのも事実である。残業を減 らしたくても役割上これ以上減 らせないとい う状況にある

教員 も少なくない。なぜ、ここまで残業が増えてしま うのか とい う問いに関しては、量的分析に加えて教

員業務の質的観察が不可欠であるように思 う。

現代 日本の教員は教科指導や生徒指導など様々な役割が求められている。その 性質上、 １日８時間で勤

務 を完結させることがそもそも難 しくなっているのかもしれない。もしそ うであるならば、 １日８時間 と

い う枠組み以外に、たとえば変形労働時間制などを活用 した り、夏休みなどをまとめて取るなど、数 ヶ月

か ら１年単位で労働時間を調整するよ うな工夫が検討 されてもよいのではないだろうか。

〔付記〕

本章での集計およびデータ処理にあたっては、荒見玲子氏 （東京大学大学院法学政治学研究科博士課程）、

小入羽秀敬氏 （東京大学大学院教育学研究科博士課程）に多大なご協力を賜った。記 して感謝 申し上げた

い。
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第４章　部活動顧問の勤務実態

川上泰彦 （佐賀大学）

第 ４章では、中学校教諭を 「運動部顧問」 と 「文化部顧問」 と 「顧問なし」に分類 し、それぞれに


ついて第 １期から第 ６期までの業務の特徴を整理 した。


まず第 １節では、「運動部顧問」と 「文化部顧問」と 「顧問なし」のそれぞれについて、第 １期から

第 ６期までの業務状況を整理 した。使用 した指標は 「業務項 目別の （全体）平均時間」と 「業務項 目

別の行為者率」 と 「業務項 目別の行為者平均時間」である。

その結果、全体の業務状況を示す （全体）平均時間については、長期休業期間にあたる第 ２期に大

きな特徴 があった。その他の時期では成績処理、部活動、学校行事について業務状況に違いがあ り、

勤務 日と休 日の両方において大きな差異が認められた。

次に、業務の頻度を示す項 目別行為者率については、長期休業期間にあたる第 ２期が特徴的であっ

たことと、その他の時期については成績処理、部活 動、学校行事のほか保護者 ・ＰＴＡ対応、学年学級

経営などについても時期に応 じた変動があることが確認できた。特に成績処理、部活動、学校行事の

行為者率については、勤務 日、平 日を問わず、運動部顧問と文化部顧問と顧問無 しとで時期 ごとの変

動幅に大きな差があった。

また項 目別行為者平均時間は、業務全体の状況 とい うよりは、ある業務が発生 した際の負荷、負担

を示す性質が強いが、ここでも第 ２期は特徴的であった。それ以外の時期については、平 日、休 日と

もいくつかの業務でばらつ きがみ られ、時期によってこれ らの業務が集中的に発生 している様子が明

らかになった。 また休 日の行為者平均時間のば らつきについては、顧問を している教師よりも、顧問

をしていない教諭において顕著であった。

次に第 ２節では、第 １期か ら第 ６期 までのそれぞれにおいて 「運動部顧問」と 「文化部顧問」と 「顧

問な し」の業務状況がどのように異なっているのかを比較 した。

その結果、平 日はどの時期において も、部活動の （全体）平均時間や行為者率にば らつきが見られ

たが、他の業務については大きなば らつきは確認 されなかった。ただ し行為者平均時間は、特定の時

期において特定の業務に関 してば らつきが見られ、そ うした時期、業務における運動部顧問と文化部

顧問 と顧問な しとの負担、負荷の違いが明らかになった。

一方休 日においても、運動部顧問か文化部顧問か顧問な しかに応 じて、部活 動の （全体）平均時間

や行為者率に違いがみられた。本来 「休 日」であることを考えると、この違いは総体 としての業務量

の違いを説明 しているといえる。 さらに行為者平均時間については、一部の業務について、教員の顧

問分担の状況に応 じたばらつきが目立っていた。具体的には校内研 修、行政関係団体対応、地域対応、

校務 としての研修 、会議な どの業務が該当 し、特定の時期における休 日のこれ らの業務は被ルーテ ィ

ン的に発生 し、教員の顧問分担の状況によって負担、負荷が大きく異なる様 子が推察できた。 
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は じめに

この章では、中学校教諭を 「運動部顧問」 「文化部顧問」 「顧問な し」に分類 し、それぞれについて第 １

期から第 ６期までの業務の特徴を整理す る。

業務の特徴 を整理する方法 として、第 １節では教員の分類に着 目し、「運動部顧問」「文化部顧問」「顧問

な し」のそれぞれについて、第 １期から第 ６期までの業務状況を比較する。具体的には、業務項 目別の （全

体）平均時間、行為者率、行為者平均時間のそれぞれについて、第 １期か ら第 ６期までの状況を比較 し、

各期における業務の特徴 を明らかにする。

次に第 ２節では各期に着 目し、第 １期から第 ６期までのそれぞれにおいて 「運動部顧問」 「文化部顧問」

「顧問なし」の業務状況がどのように異なっているのかを比較する。比較に用いる指標は、第 １節 と同様

に業務項 目別の （全体）平均時間、行為者率、行為者平均時間である。

また勤務 日と休 日では業務の状況にかな りの違いがあるため、それぞれの節では第 １項 として勤務 日の

状況を整理し、第 ２項 として休 日の状況を整理する。
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第１節　部活動顧問の類型別にみる業務状況の変化

ここではまず、中学校教諭を 「運動部顧問」 「文化部顧問」 「顧問な し」に分類 し、それぞれ第 １期 （７

月）から第 ６期 （12月）までの期間で業務状況にどのような違いがあるのかを比較、整 理す る。

第 １項　勤務 目

（１）運動部顧問

業務項 目別の （全体）平均時間をみると、まず第 ２期の業務状況が特殊であることが指摘できる。 これ

は第 ２期が夏期休業期間にあたるためであると考えられ、部活 動の時間が突出して長 くなっているほか、

校務 としての研修や事務、報告書作成 といった業務の時間も長 くなっている。一方で授業が行われない こ

とから、授業、授業準備、成績処理、生徒指導、学年学級経営 といった時間は短 くなっている。

それ以外の時期を比較すると、成績処理の時間に違いが見 られる。学期末である第 ６期や第 １期は、こ

れ らの時間が長くなっている。また部活動の時間は、第 １期＞第 ３期＝第 ４期 ＞第 ５期 ＞第 ６期 となって

お り、日照時間の長 さが反映 される傾向にある。また学校行事の時間は第 ３期 （９月）が比較的長 くなって

いる。

次に行為者率をみると、ここにも第 ２期の業務状況の特殊性が表れている。授業、授業準備、成績処理、

生徒指導、学年学級経営、会議打合せ といった業務の頻度は低 く、校務 としての研修の頻度は高い。また、

平均時間ほどではないが部活 動の頻度 も高 くなっている。休憩、休息が確保できるようになっているのも

特徴である。

それ以外の時期を比較すると、成績処理の頻度に差がみ られ、学期末にあたる第 １期 と第 ６期で高い水

準を示 している。部活動の頻度も変化 しているが、その傾向は第 １期 ＞第 ３期＞第 ４期＞第 ５期＞第 ６期

となってお り、平均時間 と似た状況を示 している。学校行事の頻度は、第 ３期と第 ５期が高い水準を示 し

ている。

最後に項 目別行為者平均時間をみると、先に挙げた２指標 と同様に第 ２期は特徴的な傾向を示 している。

授業準備、学習指導、生徒会指導、学年学級経営、学校経営、事務報告書作成、校内研修、校務 としての

研修、会議 といった多くの項 目で行為者平均時間が長 く、それぞれの業務にまとまった時間を充てている

様 子が うかがえる。特に部活 動の行為者平均時間は突出 して長く、特徴 的である。

それ以外の時期を比較すると、他の ２指標 と同様に成績処理の行為者平均時間は学期末である第 １期 と

第 ６期で長い。学校行事の行為者平均時間も時期による差が目立ち、第 ３期 と第 ５期で特に長 く、第 １期

や第 ６期では短い。また保護 者・ＰＴＡ対応でも時期によるばらつきが見 られ、第 １期、第 ２期 と第 ６期で

比較的長い。面談が主 として行われ る時期である学期末 とその後の長期休業期間であることが影響 してい

ると考えられる。部活 動の行為者平均時間も日照時間の長 さが反映 されてお り、第 １期 ＞第 ４期＞第 ３期

＞第 ５期＞第 ６期 といった関係が見られ る。
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図 表4－1－1

項目別（全体）平均時間の推移【運動部顧問】

（出所 ：「教員勤務実態調査」より筆者作成） （単位 ：時間 ：分）

図 表4－1－2

項目別行為者率の推移【運動部顧問】

（出所 ：「教員勤務実態調査」より筆者作成） （単位 ：％）
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図 表4－1－3

項目別行為者平均時間の推移【運動部顧問】

（出所 ：「教員勤務実態調査」より筆者作成） （単位 ：時間 ：分）

（２）文化部顧問

業務項 目別の （全体）平均時間をみると、第 ２期の業務状況が特殊であることが指摘できる。夏期休業

期間にあたる第 ２期は、部活 動の時間が長 くなっているほか、 校務 としての研 修や事務報告書作成といっ

た業務の時間が若干長 くなっている。一方で授業が行われない ことから、授業、生徒指導 といった時間が

短 くなってお り、成績処理、学年学級経営の時間も若干短 くなっている。

それ以外の時期を比較すると、成績処理の時間に違いが見 られる。学期末である第 ６期や第 １期は、こ

れ らの時間が長くなっている。 また部活動の時間にも若干の差がみられるが、運動部顧問ほど顕著ではな

い。学校行事の時間は第 ３期 と第 ５期が比較的長 く、それに第 ４期が続いている。

次に行為者率をみると、ここにも第 ２期の業務状況の特殊性が表れている。授業、授業準備、成績処理、

生徒指導、学年学級経営、会議打合わせ といった業務の頻度は低 く、校務 としての研修の頻度が若干高い。

ただ し部活動の頻度には他の期ほとんど差がみられない。休憩、休息が確保できるようになっているのも

特徴である。

それ以外の時期を比較すると、成績処理の頻度に差がみ られ、学期末にあたる第1期 と第6期 で高い水

準を示 している。平均時間同様、部活 動の頻度にもほとんど差がみられない。学校行事の頻度は、第 ３期

と第 ５期 と第 ６期が高い水準を示 している。

最後に項 目別行為者平均時間をみると、先に挙げた２指標 と同様に第 ２期は特徴的な傾向を示 している。

授業準備、学習指導、生徒会指導、学年学級経営、学校経営、事務報告書作成、校内研修、校務 としての

研 修、会議 といった多くの項 目で他の時期よ りも行為者平均時間が長 く、それぞれの業務にま とまった時

間を充てている様子が うかがえる。運動部顧問と同様に、この時期の部活動の行為者平均時間は突出して

長 く、特徴的である。
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それ以外の時期 を比較すると、他の ２指標と同様に成績処理の行為者平均時間は学期末である第 １期 と

第 ６期で長いが、第 ２期の方がそれ らの時期 よりも長い。学校行事の行為者平均時間も時期による差が 目

立ち、第 ５期 と第 ３期で特に長 く、第 １期や第 ６期では短い。保護 者 ・ＰＴＡ対応についても時期によるば

らつきが見 られ、第 １期、第 ２期 と第 ６期の行為者平均時間は比較的長い。学期末 とその後の長期休業期

間であることが影響 していると考えられる。部活舌動の行為者平均時間にも時期によって若干の差が見られ

るが、運動部顧問ほどの違いはない。

図 表4－2－1

項目別（全体）平均時間の推移【文化部顧問】

（出所 ：「教員勤務実態調査」より筆者作成） （単位 ：時間 ：分）

図 表4－2－2

項目別行為者率の推移【文化部顧問】

（出所 ：「教員勤務実態調査」より筆者作成） （単位 ：％）
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図 表4－2－3

項目別行為者平均時間の推移【文化部顧問】

（出所 ：「教員勤務実態調査」 より筆者作成） （単位 ：時間 ：分）

（３）顧 問な し

業務項 目別の （全体）平均時間をみても、第 ２期の業務状況が特殊であることが指摘できる。夏期休業

期間である第 ２期においては、校務 としての研 修や事務報告書作成 といった業務の時間が若干長 くなって

いる。一方で授業が行われていないことから、授業、生徒指導 といった時間が短 くなってお り、成績処理

の時間も若干短くなっている。

それ以外の時期を比較す ると、成績処理の時間に違いが見 られ る。学期末である第 ６期での平均時間が

長 くなってお り、第 １期や第 ４期はそれに次ぐ水準 となっている。また学校行事の時間にも差が見 られ、

第 ３期 と第 ５期が若干長くなっている。他の項 目では大きな違いを見出すことはできなかった。

次に行為者率をみると、ことにも第 ２期の業務状況の特殊性が表れている。授業、授業準備、成績処理、

生徒指導、学年学級経営、会議打合わせ といった業務の頻度は低 く、一方で校務 としての研修の頻度は高

い。休憩、休息が確保できるようになっているのも特徴 である。

それ以外の時期を比較すると、成績処理の頻度に差がみられ、学期末にあたる第 ６期 と第 １期で高い水

準を示 している。 このほかには学校行事の頻度が第 ３期 と第 ４期 と第 ５期で高い水準を示 しているほか、

会議打合 せの頻度も時期によって若干異なり、第 ６期で比較的高い水準を示 している。

最後に項 目別行為者平均時間をみると、先に挙げた２指標 と同様に第 ２期は特徴的な傾向を示 している。

授業準備、学習指導、成績処理、生徒会指導、学年学級経営、学校経営、事務報告書作成、校内研 修、校

務 としての研 修、会議 といった多くの項 目で行為者平均時間が長 く、それぞれの業務にまとまった時間を

充てている様 子が うかがえる。 また、他の部活動顧問と同様 に、この時期に限っては部活 動の行為者平均

時間が突出して長い。おそらく顧問ではなくても部活 動の指導に従事す るようなケースがあ り、そ うした

頻度は高 くないものの、指導に従事する際は長時間にわたるであろうことが考えられる。

それ以外の時期を比較す ると、他の ２指標 と同様に成績処理の行為者平均時間は学期末である第 １期 と
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第 ６期で長いが、第 ２期の方がそれ らの時期 よりも長い。学校行事の行為者平均時間も時期による差が 目

立ち、第 ６期で特に長 く、第 １期では短い。保護 者 ・ＰＴＡ対応でも時期による若干のば らつきが見 られ、

第 １期、第 ２期 と第 ６期で比較的長い。学期末とその後の長期休業期間であることが影響 していると考え

られ る。 また、顧問をしていないにもかかわらず、部活 動の行為者平均時間にも時期によって若干の差が

見られ る。第 ４期や第 １期での行為者平均時間が比較的長 くなっている。

図 表4－3－1

項目別（全体）平均時間の推移【顧問なし】

（出所 ：「教員勤務実態調査」より筆者作成） （単位 ：時間 ：分）

図 表4－3－2

項目別行為者率の推移【顧問なし】

（出所 ：「教員勤務実態調査」より筆者作成） （単位 ：％） 
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図 表4－3－3

項目別行為者平均時間の推移【顧問なし】

（出所 ：「教員勤務実態調査」より筆者作成） （単位 ：時間 ：分）

第 ２項　休 日

（１）運動部顧問

業務項 目別の （全体）平均時間をみると、授業準備、成績処理、部活 動については時期に応 じた違いが

見 られる。授業準備は第 ５期が比較的高い水準を示 しているほか、 成績処理は学期末である第 ６期 と第 １

期の水準が比較的高い。部活 動は第 １期 ＞第 ３期 ＞第 ４期 ＞第 ５期 ＞第 ６期 と日照時間の傾向を反映させ

てお り、長期休業期間で勤務 日にも部活 動を行っている影響か、 第 ２期の水準は低い。

次に行為者率をみても、授業準備、成績処理、部活 動について、時期に応 じた違いが見 られる。 （全体）

平均時間同様、授業準備は第 ５期の水準が比較的高く、成績処理の頻度は第 ６期 （と第 １期）が高いほか、

部活動の頻 度は第 １期が高い。いずれ も長期休業期間中である第 ２期の水準が低くなっている点も特徴的

である。

最後に項 目別行為者平均時間をみると、勤務 日とは異な り、第 ２期に大きな特徴を見出すことはできな

い。時期による違いが比較的顕著なのは、生徒指導 （第 ２期が比較的高水準）、生徒会指導 （第 １期、第 ３

期が比較的高水準）、会議打合せ （第 ５期が比較的高水準）、校内研修 （第 ２期が比較的高水準、各期でば

らつきあ り）、地域対応 （第 ５期、第 ６期が比較的高水準）、行政関係団体対応 （第 ２期が高水準、各期の

ばらつき大きい）、校務 としての研 修 （第 ２期、第 ５期、第 ６期が比較的高水準）、会議 （第 ５期、第 ２期、

第 ６期が比較的高水準）な どがあげられる。いずれ も、業務発生の頻度は低いが、いったん業務が発生 し

た場合は、まとまった時間従事 している様子が読み取れる。
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図 表4－4－1

項目別（全体）平均時間の推移【運動部顧問】

（出所 ：「教員勤務実態調査」より筆者作成） （単位 ：時間 ：分）

図 表4－4－2

項目別行為者率の推移【運動部顧問】

（出所 ：「教員勤務実態調査」より筆者作成） （単位 ：％）

図 表4－4－3
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項目別行為者平均時間の推移【運動部顧問】

（出所 ：「教員勤務実態調査」より筆者作成） （単位 ：時間 ：分）

（２）文化部顧問

業務項 目別の （全体）平均時間をみると、授業準備、成績処理、部活動について時期に応 じた違いが見

られる。授業準備は第 ５期、第 ２期、第 ３期が比較的高い水準を示 しているほか、 成績処理は学期末であ

る第 ６期 と第 １期の水準が高い。部活動は第 １期の水準が比較的高いが、運動部顧問ほどの顕著な差は見

られない。いずれの業務についても、長期休業期間である第 ２期の水準は低い。

次に行為者率をみると、授業準備、成績処理、部活舌動、学年学級経営について、時期に応 じた違いが見

られる。 （全体）平均時間同様、成績処理の頻 度は第 ６期 （と第 １期）が高いほか、 部活動の頻度は第 １期

が比較的高い。一方、長期休業期間中である第 ２期については、これ らの頻 度が低 くなっている。

最後に項 目別行為者平均時間をみると、勤務 日とは異な り、第 ２期に大きな特徴を見出す ことはできな

い。時期による違いが比較的顕著なのは、生徒会指導 （第 １期が極端に低い）、会議打合せ （第 ５期が比較

的高水準）、校内研 修 （第 ２期が比較的高水準）、地域対応 （第 ６期が高水準）、行政関係団体対応 （第 ６期

が高水準、各期のばらつき大きい）、校務 としての研修 （第 ４期、第 ３期が比較的高水準）、会議 （第 ４期

が比較的高水準）などが挙げられ る。いずれ も、業務発生の頻度は低いが、いったん業務が発生 した場 合

は、まとまった時間従事 している様 子が読み取れるほか、 運動部顧問とは若 干傾向に差があることが読み

取れる。
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図 表4－5－1

項目別（全体）平均時間の推移【文化部顧問】

（出所 ：「教員勤務実態調査」より筆者作成） （単位 ：時間 ：分）

図 表4－5－2

項目別行為者率の推移【文化部顧問】

（出所 ：「教員勤務実態調査」より筆者作成） （単位 ：％）
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図 表4－5－3

項目別行為者平均時間の推移【文化部顧問】

（（出所 ：「教員勤務実態調査」より筆者作成）） （単位 ：時間 ：分）

（３）顧問なし

業務項 目別の （全体）平均時間をみ ると、授業準備、成績処理について時期に応 じた違いが見 られ る。

授業準備は第 ２期が比較的低い水準を示 しているほか、成績処理は学期末である第 ６期の水準が高く、第 ２

期の水準が低い。部活 動についても、若干のばらつきが見られ るが、その差は小さい。

次に行為者率をみると、授業準備、成績処理について、時期に応 じた違いが見られる。 （全体）平均時間

同様、授業準備の頻度は第 ２期が低いほか、 成績処理の頻度は第 ６期が高く、第 ２期が低い。部活 動や学

年学級経営にも若干のばらつきが見 られるが、その差は小 さい。

最後に項 目別行為者平均時間をみると、各期でのばらつきが 目立つ。時期による違いが比較的顕著なの

は、授業 （第 １期が比較的高水準で、第 ２期は低水準）、学習指導 （第 ４期が高水準で、第 １期は低水準）、

生徒指導 （第 １期、第 ４期、第 ６期が比較的高水準）、生徒会指導 （第 ２期が顕著に高水準で、第 １期は低

水準）、学校行事 （第 ５期が比較的高水準で、第 １期は比較的低水準）、校内研修 （第 ２期が比較的高水準）、

行政関係団体対応 （第 ２期が極端に高水準、第 １期が極端に低水準）、会議 （第 ２期が比較的高水準）など

が挙げられ る。いずれも、業務発生の頻度は低いが、いったん業務が発生 した場合は、まとまった時間従

事 している様 子が読み取れるほか、運動部顧問や文化部顧問とは若干傾向に差があることが読み取れ る。
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図 表4－6－1

項目別（全体）平均時間の推移【顧問なし】

（出所 ：「教員勤務実態調査」より筆者作成） （単位 ：時間 ：分）

図 表4－6－2

項目別行為者率の推移【顧問なし】

（出所 ：「教員勤務実態調査」より筆者作成） （単位 ：％） 
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図 表4－6－3

項目別行為者平均時間の推移【顧問なし】

（出所 ：「教員勤務実態調査」 より筆者作成） （単位 ：時間 ：分）

第 ３項 まとめ

以上のように、中学校教諭のうち 「運動部顧問」 「文化部顧問」「顧問な し」のそれぞれについて整理す

ると、全体の業務状況を示す （全体）平均時間については、長期休業中である第 ２期を除いて大きな違い

は見 られなかった。 また、成績処理、部活動、学校行事については期間によって違いがあ り、勤務 日だけ

でなく休 日についても大きな差異が認め られた。特に部活 動の従事時間については、「運動部顧問」 「文化

部顧問」「顧問なし」で勤務 日、休 日とも変動幅に大きな差があった。

次に業務の頻度を示す項 目別行為者率についても、長期休業期間中である第 ２期に特徴が見られ ること

と、成績処理、部活 動、学校行事のほか保 護者 ・ＰＴＡ対応や学年学級経営についても時期に応 じた変動が

あることな どが確認できた。特に成績処理、部活動、学校行事は休 日の行為者率にも差があり、運動部顧

問と文化部顧問と顧問無 しとで勤務 日、休 日とも変動幅に大きな差があった。

また項 目別行為者平均時間は、業務全体の状況とい うよりは、ある業務が発生 した際の負荷、負担 を示

す性質が強いが、ここでも第 ２期は特徴的であった。またそれ以外の時期については、平 日では成績処理、

部活動、学校行事、保護者 ・ＰＴＡ対応、校務 としての研修などが時期によって異なっていた。一方休 日は、

校内 研修、地域対応、行政関係団体対応、校務 としての 研修、生徒会指導などでば らつきがあ り、時期に

よって これ らの業務が集中的に発生 している様子が明 らかになった。また休 日の行為者平均時間のば らつ

きについては、顧問よりも、顧問をしていない教諭において顕著であった。
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第２節　各期の業務状況の違い

第 １項　勤務 日

（１）第 １期

項 目別の （全体）平均時間では、部活 動に差がある （運動部＞文化部＞顧問なし）。項 目別行為者率を比

較 しても、部活 動の頻度に差がある （運動部 ＞文化部＞顧問な し）。その他の項 目には大きな差が見 られな

かった。一方、項 目別行為者平均時間をみ ると、校務 としての 研修に大きな差があった （顧問な し＞運動

部＞文化部）ほか、学校経営や事務報告書作成 といった業務についても、顧問な しの教員が比較的長い時

間 を割 いてい ることが読み取れた。

図表4－7－1

項目別（全体）平均時間の比較【1期】  

（出所 ：「教員勤務実態調査」よ り筆者作成） （単位 ：時間 ：分）
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図 表4－7－2

項目別行為者率の比較【1期】

（出所 ：「教員勤務実態調査」より筆者作成） （単位 ：時間 ：分）

図 表4－7－3

項目別行為者平均時間の比較【1期】

（出所 ：「教員勤務実態調査」より筆者作成） （単位 ：時間 ：分）
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（２）第 ２期

項 目別の （全体）平均時間では、部活動に差がある （運動部＞文化部 ＞顧問な し）ほか、授業準備や学

校経営でも若干の差が見 られた （顧問な し＞文化部 ＞運動部）。項 目別行為者率を比較 しても、同様の傾向

がみ られたが、一方でこれ ら以外の項 目には大きな差が見 られなかった。項 目別行為者平均時間をみると、

全般的に顧問な しの者が長 く、個別の業務 に比較的長い時間を割いているのが分かる。特に差が見 られた

のは、授業、学校行事、学校経営、事務報告書作成、校内 研修である。

図 表4－8－1

項目別（全体）平均時間の比較【2期】

（出所 ：「教員勤務実態調査」より筆者作成） （単位 ：時間 ：分） 
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図 表4－8－2

項目別行為者率の比較【2期】

（出所 ：「教員勤務実態調査」より筆者作成） （単位 ：％）」

図 表4－8－3

項目別行為者平均時間の比較【2期】

（出所 ：「教員勤務実態調査」より筆者作成） （単位 ：時間 ：分）
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（３）第 ３期

項 目別の （全体）平均時間では、部活 動に差がある （運動部 ＞文化部 ＞顧問な し）。項 目別行為者率を比

較 しても、部活 動の頻度に差がある （運動部＞文化部＞顧問なし）。その他の項 目には大きな差が見 られな

かった。 また、項 目別行為者平均時間にも大きな差異は見当たらず、わずかに校務 としての研修、学校経

営、事務報告書作成などの業務について、若干の違いが読み取れる。部活動にも差が認め られないとい う

結果からは、顧問なしの者であっても部活 の指導を引き受けることがあ り、その場合は顧問を持つ者 と同

程度の時間だけ業務にあたっているとい うことを示 していると考えられる。

図 表4－9－1

項目別（全体）平均時間の比較【3期】

（出所 ：「教員勤務実態調査」より筆者作成） （単位 ：時間 ：分） 
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図 表4－9－2

項目別行為者率の比較【3期】

（出所 ：「教員勤務実態調査」 より筆者作成） （単位 ：％）

図 表4－9－3

項目別行為者平均時間の比較【3期】

（出所 ：「教員勤務実態調査」より筆者作成） （単位 ：時間 ：分）
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（４）第 ４期

項 目別の （全体）平均時間では、部活 動に差がある （運動部 ＞文化部＞顧問なし）。項 目別行為者率を比

較 しても、部活動の頻 度に差がある （運動部 ＞文化部＞顧問な し）ほか、学年学級経営に若干の違いが見

られた。その他の項 目には大きな差が見られなかった。また、項 目別行為者平均時間については部活動に

差が見 られた （顧問なし＞運動部＞文化部）ほか、学校経営、事務報告書作成についても若干の違いが読

み取れる。 この時期、顧問なしの者が部活の指導を引き受けた場合、顧問を持つ者よりも長い時間、部活

動の指導に従事す る傾向があるとい うことが読み取れ る。

図 表4－10－1

項目別（全体）平均時間の比較【4期】

（出所 ：「教員勤務実態調査」より筆者作成） （単位 ：時間 ：分） 
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図 表4－10－2

項目別行為者率の比較【4期】

（出所 ：「教員勤務実態調査」より筆者作成） （単位 ：％）

図 表4－10－3

項目別行為者平均時間の比較【4期】

（出所 ：「教員勤務実態調査」 より筆者作成） （単位 ：時間 ：分）
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（５）第 ５期

項 目別の （全体）平均時間では、部活動に差がある （運動部 ＞文化部＞顧問な し）ほか、学校行事に若

干の差がある。項 目別行為者率を比較 しても、部活動の頻度 に差がある （運動部＞文化部＞顧問なし）。そ

の他の項 目には大きな差が見られなかった。項 目別行為者平均時間には大きな差異は見当た らないが、若

干の違いがみ られたのは、校務 としての研修、学校経営、事務報告書作成な どの業務 （いずれも顧問な し

が高水準）のほか、学校行事、地域対応、行政関係団体対応 （こちらは顧問なしが低水準）であった。部

活動については、行為者平均時間の差は認められなかった。

図 表4－11－1

項目別（全体）平均時間の比較【5期】

（出所 ：「教員勤務実態調査」より筆者作成） （単位 ：時間 ：分）
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図 表4－11－2

項目別行為者率の比較【5期】

（出所 ：「教員勤務実態調査」 より筆者作成） （単位 ：％）

図 表4－11－3

項目別行為者平均時間の比較【5期】

（出所 ：「教員勤務実態調査」 より筆者作成） （単位 ：時間 ：分）
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（６）第 ６期

項 目別の （全体）平均時間では、部活 動に若干の差がある （運動部 ＞文化部＞顧問なし）ほか、 学校行

事にも若干の差が見られる。項 目別行為者率を比較 しても、部活 動の頻度に差がある （運動部＞文化部 ＞

顧問な し）ほか、学校行事にも若干の差が見 られる。その他の項 目には大きな差が見 られなかった。また、

項 目別行為者平均時間については学校行事に差が見られた （顧問な しが高水準）ほかは大きな差異は見当

た らない。わずかに校務 としての研 修、事務報告書作成の業務について、若干の違いが読み取れる程度で

ある。部活 動にも行為者平均時間の差は認められなかった。

図 表4－12－1

項目別（全体）平均時間の比較【6期】

（出所 ：「教員勤務実態調査」より筆者作成） （単位 ：時間 ：分）
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図 表4－12－2

項目別行為者率の比較【6期】

（出所 ：「教員勤務実態調査」より筆者作成） （単位 ：％）

図 表4－12－3

項目別行為者平均時間の比較【6期】

（出所 ：「教員勤務実態調査」より筆者作成） （単位 ：時間 ：分）
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第 ２項　休 日

（１）第 １期

項 目別の （全体）平均時間では、部活 動に差がある （運動部＞文化部＞顧問なし）。項 目別行為者率を比

較 しても、部活 動の頻度に差がある （運動部 ＞文化部＞顧問なし）ほか、成績処理に若干の差が認 められ

る。その他の項 目には大きな差が見 られなかった。一方、項 目別行為者平均時間には三者でば らつきがあ

り、授業 （顧問なしが高水準）、生徒会活動 （文化部顧問が低水準）、校内 研修 （運動部 ＞文化部＞顧問な

し）、地域対応 （顧問な しが高水準）、行政関係団体対応 （顧問な しが低水準） といった項 目に差が見られ

た。三者に関係なく部活動の行為者平均時間が長いことか らは、顧問を持たない者が休 日の部活指導を担

当する場合でも、他の顧問 と同程度の時間従事 している様 子を読み取 ることができる。

図 表4－13－1

項目別（全体）平均時間の比較【1期】

（出所 ：「教員勤務実態調査」より筆者作成） （単位 ：時間 ：分） 
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図 表4－13－2

項目別行為者率の比較【1期】

（出所 ：「教員勤務実態調査」より筆者作成） （単位 ：％）

図 表4－13－3

項目別行為者平均時間の比較【1期】

（出所 ：「教員勤務実態調査」より筆者作成） （単位 ：時間 ：分） 
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（２）第 ２期

項 目別の （全体）平均時間では、部活 動に差がある （運動部＞文化部＞顧問なし）。項 目別行為者率につ

いても、部活動の頻度 に差がある （運動部＞文化部 ＞顧問な し）が、その他の項 目には大きな差が見 られ

なかった。一方、項 目別行為者平均時間には三者でばらつきがあ り、授業 （顧問なしが低水準）、生徒会指

導 （顧問な しが高水準）、校内研 修 （運動部＞文化部 ＞顧問なし）、行政関係団体対応 （文化部顧問が低水

準）、校務 としての研修 （顧問な しが低水準）などの項 目に差が見られた。また、三者に関係なく部活 動の

行為者平均時間は長 く、顧問を持たない者が休 日の部活指導を担当す る場 合でも、他の顧問 と同程度の時

間従事 している様 子を読み取ることができる。

図 表4－14－1

項目別（全体）平均時間の比較【2期】

（出所 ：「教員勤務実態調査」より筆者作成） （単位 ：時間 ：分）
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図 表4－14－2

項目別行為者率の比較【2期】

（出所 ：「教員勤務実態調査」より筆者作成） （単位 ：％）

図 表4－14－3

項目別行為者平均時間の比較【2期】

（出所 ：「教員勤務実態調査」より筆者作成） （単位 ：時間 ：分） 
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（３）第 ３期

項 目別の （全体）平均時間では、部活 動に差がある （運動部 ＞文化部 ＞顧問な し）。項 目別行為者率につ

いても、部活動の頻度に差がある （運動部 ＞文化部＞顧問なし）が、その他の項 目には大きな差が見られ

なかった。一方、項 目別行為者平均時間については、校内 研修 （運動部＞文化部＞顧問なし）、地域対応 （顧

問な しが高水準）、行政関係団体対応 （運動部顧問が高水準）などの項 目に差が見 られた。また、三者 に関

係なく部活動の行為者平均時間が長 く、顧問を持たない者が休 日の部活指導を担当す る場合でも、他の顧

問と同程度の時間従事 している様 子を読み取ることができる。

図 表4－15－1

項目別（全体）平均時間の比較【3期】

（出所 ：「教員勤務実態調査」より筆者作成） （単位 ：時間 ：分） 
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図 表4－15－2

項目別行為者率の比較【3期】

（出所 ：「教員勤務実態調査」より筆者作成） （単位 ：％）

図 表4－15－3

項目別行為者平均時間の比較【3期】

（出所 ：「教員勤務実態調査」より筆者作成） （単位 ：時間 ：分）
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（４）第 ４期

項 目別の （全体）平均時間では、部活動に差がある （運動部＞文化部 ＞顧問な し）。項 目別行為者率につ

いても、部活動の頻度に差がある （運動部 ＞文化部＞顧問なし）が、その他の項 目には大きな差が見 られ

なかった。項 目別行為者平均時間については、学習指導 （顧問な しが高水準）、生徒会指導 （顧問な しが高

水準）、事務報告書作成 （顧問なしが高水準）、校内研修 （運動部 ＞文化部＞顧問な し）、保護 者 ・ＰＴＡ対応

（顧問な し＞運動部 ＞文化部）、行政関係団体対応 （運動部 ＞顧問な し＞文化部）、校務 としての 研修 （文

化部＞運動部＞顧問な し）、会議 （文化部＞運動部＞顧問な し）な どの項 目に差が見 られた。また、三者に

関係なく部活 動の行為者平均時間が長 く、顧問を持たない者が休 日の部活指導を担 当する場合でも、他の

顧問 と同程度の時間従事 している様 子を読み取ることができる。

図 表4－16－1

項目別（全体）平均時間の比較【４期】

（出所 ：「教員勤務実態調査」より筆者作成） （単位 ：時間 ：分） 
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図 表4－16－2

項目別行為者率の比較【４期】

（出所 ：「教員勤務実態調査」より筆者作成） （単位 ：％）

図 表4－16－3

項日別行為者平均時間の比較【４期】

（出所 ：「教員勤務実態調査」より筆者作成） （単位 ：時間 ：分）
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（５）第 ５期

項 目別の （全体）平均時間では、部活 動に差がある （運動部 ＞文化部＞顧問な し）。項 目別行為者率につ

いても、部活動の頻度に差がある （運動部 ＞文化部＞顧問な し）が、その他の項 目には大きな差が見 られ

なかった。項 目別行為者平均時間については、生徒会指導 （顧問なしが高水準）、会議打合せ （顧問なしが

低水準）、校内研 修 （運動部顧問が高水準）、地域対応 （文化部＞運動部＞顧問なし）、行政関係団体対応 （運

動部＞顧問なし＞文化部）、校務 としての研修 （運動部顧問が高水準）などの項 目に差が見 られた。 また、

三者 に関係なく部活 動の行為者平均時間が長 く、顧問を持たない者が休 日の部活 指導を担当する場合でも、

他の顧問と同程度の時間従事 している様 子を読み取ることができる。

図 表4－17－1

項目別（全体）平均時間の比較【５期】

（出所 ：「教員勤務実態調査」より筆者作成） （単位 ：時間 ：分） 
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図 表4－17－2

項目別行為者率の比較【５期】

（出所 ：「教員勤務実態調査」より筆者作成） （単位 ：％）

図 表4－17－3

項日別行為者平均時間の比較【５期】

（出所 ：「教員勤務実態調査」より筆者作成） （単位 ：時間 ：分）
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（６）第 ６期

項 目別の （全体）平均時間では、部活 動に差がある （運動部 ＞文化部 ＞顧問な し）。項 目別行為者率につ

いても、部活 動の頻度に差がある （運動部 ＞文化部 ＞顧問なし）が、その他の項 目には大きな差が見られ

なかった。項 目別行為者平均時間についてはば らつきが多 く、生徒指導 （顧問な し＞運動部 ＞文化部）、生

徒会指導 （顧問な し＞文化部 ＞運動部）、学校行事 （運動部顧問が低水準）、校内研修 （運動部 ＞文化部＞

顧問な し）、地域対応 （文化部顧問が低水準）、行政関係団体対応 （顧問な しが低水準）、校務 としての研 修

（文化部顧問が低水準）、会議 （顧問なしが低水準）などの項 目に差が見 られた。また、三者に関係なく部

活動の行為者平均時間が長 く、顧問を持たない者が休 日の部活指導を担当す る場合でも、他の顧問と同程

度の時間従事 している様子を読み取ることができる。

図 表4－18－1

項目別（全体）平均時間の比較【６期】

（出所 ：「教員勤務実態調査」より筆者作成） （単位 ：時間 ：分）
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図 表4－18－2

項目別行為者率の比較【６期】

（出所 ：「教員勤務実態調査」より筆者作成） （単位 ：％）

図 表4－18－3

項目別行為者平均時間の比較【６期】

（出所 ：「教員勤務実態調査」より筆者作成） （単位 ：時間 ：分）
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第 ３項　 まとめ

勤務 日についてみると、どの時期においても、部活動については （全体）平均時間や行為者率にばらつ

きが生 じる様子が明 らかになったが、他の業務については時期に応 じたば らつきを読み取る結果 とはなら

なかった。ただ し、特定の時期において、特定の業務 （校務 としての 研修や学校行事など）に関する行為

者平均時間にば らつきが見 られた。そ うした特定の業務が特定の時期に発生 した際の負担、負荷について

は、「運動部顧問」 「文化部顧問」「顧問な し」で違いが見 られることがわかった。

一方休 日についても
、 「運動部顧問」 「文化部顧問」「顧問な し」に応 じて、部活 動の （全体）平均時間や

行為者率に違いがみ られた。本来 「休 日」であることを考えると、この違いは総体 としての業務量の違い

を説明 しているといえよう。 さらに行為者平均時間をみると、一部の業務について、教員の顧問分担の状

況に応 じたばらつきが 目立っていた。具体的には、校内 研修、行政関係団体対応、地域対応、校務 として

の研修、会議などといった項 目については、特定の時期にばらつきが見 られ、ルーティン的ではないこれ

らの業務が発生する際は、教員の顧問分担の状況によって負担、負荷が大きく異なる様子が推察できた。

第 ３節　部活動顧問の状況と勤務実態

以上のように整理を行った結果、部活動顧問をどのよ うに担 当しているのか、（運動部顧問か、 文化部顧

問か、顧問な しか）に応 じて、中学校教諭の勤務実態にはいくつかの傾 向がみ られ るとい う点を確認する

ことができた。ただ し業務 によっては、そ うした傾向が常に現れるもの と、特定の時期においてのみ現れ

るものと、あま り部活動顧問の状況や時期の違いでは特徴 の分かれない ものがあった。今回のデータの整

理からは、特定の時期において負担、負荷の違いを生み出す、特定の業務の存在が明 らかになったほか、

そ うした特定の業務が非ルーティン的に発生 した場合、全体の平均時間や行為者率には反映 されないよ う

な少数ケースであっても、行為時間が長時間に及んでいる （＝一定の負担、負荷となる）状況があるとい

う点を、新たに読み取ることができた。

こうした結果からは、項 目別 （全体）平均時間や項 目別行為者率 として現れる 「総体 としての勤務実態」

の問題 と、項 目別行為者平均時間として現れる 「部分的で非ルーティン的な （「突発的な」もしくは 「季節

限定的な」）勤務実態」の問題を峻別することが必要であるとい う示唆を導 き出すことができる。また、勤

務実態の改善等に向けた検討を進める うえでも、これ ら二つの 「勤務実態」の どちらに焦点化するのかに

よって、必要な政策が異なるものになると考えられる。

最後に、本章では 「部活 動顧問」に関連づけた分析を行ったが、同様の試みをたとえば 「学級担任」「教

科担任」 「職位」 「担当分掌」等で行ってみる余地があるとい う点も指摘 しておきたい。
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第５章　部活動顧問の勤務日と休日の業務の態様

小入羽秀敬 （東京大学大学院　博士課程）

本章では、顧問の勤務 日の部活動活動率 と休 日の部活動活動率の関連性について明らかにす ることを

目的としている。顧問の当該期における部活動従事 日数の和を、当該期における出勤 日の和で除 したも

のを活動率 とし、勤務 日活動率を20％ ごとにグループ化 した上でグループごとに休 日活動率の分布 を分

析 した。運動部顧問と文化部顧問それぞれにおいて第 １期から第 ６期 までの分析を行った。

分析の結果次のことが明 らかになった。１点 目は勤務 日活動率の高い顧問ほど休 日活動率が高い傾 向

にあり、勤務 日活動率が低い顧問ほど休 日活動率が低い傾 向にあることである。２点 目は運動部顧問と

文化部顧問の活動率の違いであり、運動部顧問の方が文化部顧問よりも勤務 日 ・休 日の双方において活

動率が高かった。３点 目は期による差異はほとん ど発生 しない とい う点である。勤務 日活動率の高い運

動部顧問が休 日も高い活動率で部活動に従事 しているとい う傾向は通常期、夏季休業期に関係なく変わ

らないことが明らかになった。

また、今後の分析課題 としては勤務 日 ・休 日ともに高活動率の傾向にある顧問の個人的特 性および学

校特性を考慮に入れた分析 を行 うことが挙げられる。

第 １節　課題設定

本章では勤務 日の部活動活動率と休 日の部活動活動率の関連 性について明らかにすることを目的 とする。

教員の多 忙問題における部活動の位置づけは文部科学省や教育委員会等で政策課題 として取 り上げ られて

お り、顧問の負担軽減施策を実施する自治体が増加 している。例えば、群馬県における部活動時間の適正

化をは じめとして、北海道、兵庫県、沖縄県が部活動負担軽減施策を導入 している。 さらに、教職員組合

も独 自の調査から部活動の過熱化による教員負担の増加についての問題意識 を持っている。 このよ うに部

活動が教員の労働問題の一環 として着 目されるようになった背景には部活動が要因と考えられる教員の心

身の健康問題の顕在化を挙げることができる。例えば文部科学省は心の病による休職の増加の要因として

「部活動の指導や報告書の作成に追われて多 忙」 とい うコメン トをしている （読売新聞2008年12月26

日）。また、県立高校野球部顧問の過労死について部活 動 と授業を合わせた長時間労働による労災が認定さ

れている （共同通信2008年 ６月20日 ）。

また、文部科学省 による 「教員勤務実態調査」およびその再分析においても教員の部活動への長時間お

よび連 日の従事の実態は明らかにされてきている。例えば東京大学 （2008）に所収 されている小入羽 （2008）

では教員の １日の勤務時間に占める部活 動従事時間の割合が高いことを示 し、特に残業時間の大半が部活

動によって占められていることを明 らかにしている。 しか し、この分析は顧問の平均労働時間を扱 ってい

るため、部活 動従事時間の顧問ごとの個人差については言及 されていなかった。

「勤務実態調査」の個票データを用いて顧問ごとの部活 動従事時間を算出 したのが小入羽 （2009）であ

る。部活 動に従事 した 日数および時間を顧問ごとに算出 し、 「活動率」および 「１日当た り活動時間」とい

う指標を設定して分析 を行った。運動部顧問 と文化部顧問に分 け、それぞれの勤務 日 ・休 日の活動率や １

日当た り活動時間をグラフ化 してその分布 について考察 を行った。 しか し、勤務 日と休 日の関連性につい
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ては分析が行われてお らず、勤務 日の活動率が高い顧問が休 日に部活動に従事 しているか否かは明らかに

されなかった。また、ほぼ一年中断続的に部活動に従事す ると考えられる、勤務 日 ・休 日ともに活動率が

高い顧問の割合なども明 らかにされていない。筆者が これまで明 らかにしてきたのは 「勤務 日に部活 動の

活動率が高い顧問」および 「休 日に活動率が高い顧問」がそれぞれ どの程度存在するのかであ り、本稿で

勤務 日と休 日の双方 ともに活動率が高い顧問を明 らかにす ることで、部活 動負担の個人差を示す ことがで

きると考えられ る。

第 ２節　勤務日と休日の活動率の関係

第 １項　分析の枠組

本稿では2008年 度、2009年 度の再分析 と同様に 「教員勤務実態調査」の個票を用いる。 中学校の部活

動顧問のデータを個票より抽出 して運動部 と文化部に分け、さらに勤務 日と休 日のみを抽出している1。勤

務 日と休 日は次の区分をもとに分けている。勤務 日は 「①業務記録の 日にちの区分が 「１．勤務 日」であ り2、

②出勤時刻 ・退勤時刻の記入があ り、③１日の うち最低でも ５時間分の記入がある （48マスの うち10マ ス）

日」の条件をすべて満たした 日と定義 し、休 日は業務記録の 日にちの区分を 「２．休 日」選択 した 日と定義す

る （東京大学2004：pp．56－57）。本稿では勤務 日と休 日の部活 動顧問の業務を検討することを目的 として

いるため、年次有給休暇利用者は分析の対象外 としている。

また、勤務 日の定義が上記の ３条件を満たしている必要があるので顧問によって分析対象 として有効 と

なる勤務 日の日数が異なる。本稿で着 目する部活動実施 日数を検討する際に単純な日数の合計値 を指標 と

して しまうと、その指標が分析対象 となっている勤務 日の合計 日数の多寡に依存 してしま うとい う問題点

を持つため、顧問間の比較には適 さない。そ こで、本稿では比較す るための指標 として 「活動率」を用い

る。 なお、休 日は上記のようなデータに関する条件制約がないため、①顧問であること、②休 日であるこ

との双方を満た したデータを分析対象としている。

上記のデータと指標を用いて、勤務 日と休 日の活動率の関連性について明らかにするために以下の手順

を用いた。まず、顧問ごとの勤務 日活動率 と休 日活動率を算出す る。活動率は顧問の当該期における部活

動従事 日数の和を当該期における出勤 日の和で除 した ものである。活動率を勤務 日と休 日に分けて、それ

ぞれ 「勤務 日活動率」「休 日活動率」と定義 し、活動率を20％ ごとにグループ化 した。勤務 日は平 日とほぼ

同義であるため、活動率100％ を週当たり５日間、80％ を週 当た り４日間、60％ を週当たり３日間、40％

を週当た り２日間、20％を週当たり１日と解釈することが可能である。また、休 日は土曜 日および 日曜 日、

祝 日とほぼ同義であるため、期当たり ８日前後 となる。活動率100％ であれば全ての土 ・日曜 日に部活 動

に従事 していることとな り、50％ 以上の活動率であれば休 日の半分以上は出勤 しているとい う解釈が可能

となる。

本章では勤務 日活動率を基準として分析を行った。勤務 日活動率のグループ ごとに休 日活動率の分布 を

算出 している。本分析によって、勤務 日にほぼ毎 日部活 動に従事 している顧問や勤務 日にほとんど部活動

に従事 しない顧問の休 日の活動頻度を明らかにすることができる。

1「 教員勤務実態調査」教員個人調査票、質問 ８ 「あなたは部活動顧問を していますか」で運動部、文化部 と答

えた顧 問を抽出 した （東京大学2004：p．205） 。

2「 教員勤務実態調査」業務記録の質問② 「今 日の勤務は １～４の どれにあた りますか」の回答欄 「１．勤務 日、

２．年休 （終 日）、３．年休 （部分）、４．休 日」の選択肢の一つ （東京大学2004：p．207） 。 
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まず、本節で扱 う勤務 日活動率の記述統計量を示す。図表5－1は 勤務 日活動率を20％ ごとにグループ化

した人数の分布である。各期での運動部顧問お よび文化部顧問の人数に大きなばらつきはない3。

図表5－1：勤務 日活動率ごとの顧問の人数 （各期）

単位 ：人


（出所 ：「勤務実態調査」より筆者作成）


第 ２項　通常期の勤務日活動率と休 日活動率の関係

（１） 第 １期

第 １期は平成18年7月3日 か ら平成18年 ７月30日 である。７月下旬 より夏季休業期に入るため、夏

季休業期中のデータは除去 した上で分析を行っている４。第 １期は夏季休業期に入る直前期であるため、通

常の授業以外の行事が多いことも特徴 としてあげられ る。行事の例 としては ３学期制の中学校であれば学

期末試験、２学期制の学校であれば学期末試験の代わ りに学期末面談の実施があげられる。試験期間中は基

本的に部活動が禁止されている一方で、試験終了 日から終業式までの間、学期末面談の実施中などは授業

時間が短縮 され る可能性があり、部活 動活動率に学校間で差が発生す ると推測できる。また、中学校総合

体育大会 （以下中総体）の地区予選が ７月下旬 より始まることが多いことからも、活動頻度は比較的高く

なるとも推測 される。

図表5－2は 運動部顧問の勤務 日活動率で分類 したグループごとに休 日活動率である。まず、勤務 日に活

動率の高い顧問について概観する。勤務 日において １週間当た り４、５日相当、部活 動に従事 していること

3　なお、各期の活動率に関する顧問の分布については小入羽 （2009）で分析済みであ り、運動部では高い

活動率に顧問が集 中する傾向にある一方で、文化部では低い活動率に顧問が集中 し、高い活動率の顧問が

少ない。
4　夏季休業期の開始時期については東京大学 （2007）参照

。
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を表す活動率 「80～100％ 」の顧問の休 日活動率をみると、活動率 「80～100％ 」が約 ４割 （296人） と最

も多い割合を占めている。 これは、ほぼすべての休 日で部活動に従事 していることを表す。また、休 日の

半分以上を部活 動に従事 している顧問 （活動率60％ 以上）は約 ６割強 （461人）であ り、毎週休 日のいず

れかは部活動業務のために出勤 している顧問が多いことが読み取れ る。勤務 日活動率が低下するほど、休

日の高活動率グループが減少 していく。特に、最も勤務 日活動率が低い 「0～20％」のグループでは、休 日

の半分以上部活動に従事 している休 日活動率60％ 以上の顧問が約 ２割弱 （38人）となっている一方で、休

日に全 く活動 しない活動率0％ が ４割弱 （82人） と非常に多い。 また、勤務 日活動率が0％ で休 日に部活

動に従事 している顧問もいるが、これは本データにおける 「顧問」に副顧問が含 まれているため、休 日に

正顧問の代理 としての部活 動への従事、または正顧問との ２人体制での指導を行っていることが推測でき

る。

図表5－2：勤務日活動率ごとの休 日活動率 （第 １期 ：運動部顧問、縦軸 ：勤務 日活動率）

出 所：「 教 員 勤務実 態 調査 」 デ ー タ よ り 筆者 作 成

図表5－3は 文化部顧問の勤務 日活動率で分類 したグループごとに休 日活動率である。まず、運動部顧問

と比較すると休 日活動率が0％ の顧問が多いことが特徴 である。勤務 日活動率が 「80～100％ 」でも休 日活

動率が0％ の顧問は約 ３割 （43人）を占めてお り、勤務 日活動率 「0～20％」では休 日活動率0％ の顧問が

約 ８割 （97人）を占めている。文化部顧問は休 日活動率が基本的に低いが、例外的に勤務 日活動率 「80～

100％ 」の顧問は活動率が高い顧問が多い。例えば休 日活動率 「80～100％ 」の顧問は勤務 日活動率 「80～

100％ 」の顧問の約35％ （52人）を占めてお り、割合で比較すると運動部顧問と大きく変わらない。勤務

日活動率 と休 日活動率がともに高い顧問は運動部、文化部共に同程度存在することが読み取れる。
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図表5－3：勤務 日活動率ごとの休 日活動率 （第 １期 ：文化部顧問、縦軸 ：勤務 日活動率）

0　 0～20％ 未 満　 20～40％ 未 満　 40～60％ 未 満　 60～80％ 未 満　 80～100％

出 所 ： 「教 員勤 務実 態 調 査 」デ ー タ より筆 者作 成

（２）第 ３期

第 ３期は平成18年 ８月28日 （月）か ら９月24日 （日）までの ４週間である。８月28日 時点では夏季

休業期中の学校が多いため5、 夏季休業期に含まれ る日を除去 した上で通常期のみを抽出して分析を行って

いる。夏季休業期終了後、文化祭や体育祭をは じめとする学校行事が行われ るようになる。本期は全 ６期

の中でも最 も学校行事の行為者率が高く、中学校ではその準備や練習に多 くの時間を割いていると考 えら

れ （樋 口 ・鈴木2008：pp．11－12） 、運動部および文化部顧問の学校行事業務の平均従事時間が顧問に就い

ていない教諭と比較 しても高かったことから （小入羽2008：p．38） 、学校行事が活動率に影響 を与える可

能性 を考慮に入れ る必要がある。

図表5－4は運動部顧問の勤務 日活動率で分類 したグループごとに休 日活動率をグラフ化 したものである。

全体的な活動率が低 く抑 えられているのが第 ３期の特徴であるが、これは前述 したような学校行事等が影

響 していると考えられ る。まず、勤務 日の高活動率グループである 「80～100％ 」では、休 日活動率 「80

～100％ 」の顧問が約 ２割弱 （86人）であ り、他の勤務日活動率グループと比較するとその割合は高いが、

通常期の他期 と比較 しても少ない。最 も多い割合 を占めているのは休 日活動率 「60～80％」であ り、約 ３

割強 （163人）を占めている。一方、休 日活動率0％ の顧問は １割弱 （44人） と少ないことから、休 日に

高活動率で部活動に従事 している顧問は、学校行事や行事準備に従事することが多くなるため、部活動活

動率が少なめに抑 えられている傾向にあると推測できる。一方で、低活動率グループを概観すると、最 も

多い休 日活動 率は0％ （79人 ）であ り、最 も少ない休 日活動 率は 「80～100％ 」であ った。また、次に多い

のが休 日活動 率 「20～40％ 」で あ り、勤務 日よ りも休 日の方が活動率 の高い顧 問が多い ことを確 認で きる。

図表5－5は文化部顧問の勤務 日活動率で分類 したグループごとに休 日活動率をグラフ化 したものである。

他期 と同様に勤務 日活動率に関係なく休 日活動率0％ の顧問が多い。勤務 日活動率 「80～100％」で休 日活

動率 「80～100％」の顧問は約 １割 （７人）であるが、第 ３期の休 日に最低 １回でも部活 動に従事 した顧問

5　第 ３期の夏季休業期の終了 日については東京大学 （2007：p ．103）を参照。
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は勤務 日活動率 「80～100％」の顧問の約75％ を占めている。一方で勤務 日活動率 「0～20％」では休 日活

動率0％ の顧問が約75％ （74人）を占めていることが読み取れ る。

図表5－4：勤務 日活動率ごとの休 日活動率 （第3期 ：運動部顧問、縦軸 ：勤務 日活動率）

出所 ： 「教員勤務実態調査」デー タよ り筆者作成

図表5－5：勤務 日活動率 ごとの休 日活動率 （第3期 ：文化部顧問、縦軸 ：勤務 日活動率）

出所 ： 「教員勤務実態調査」データよ り筆者作成

（3）第 ４期

第 ４期は平成18年9月25日 （月）から10月22日 （木）までの4週 間である。本期の特徴 として、2

学期制の学校で秋期休業期を含んでいる点が挙げられる6。本 目では通常期を分析対象 としているため、秋

期休業期に該当する日を除去 した上で分析を行っている。その他の特徴 として、学校行事が比較的多 く行

6　秋期休業期の時期 については東京大学 （2007：p ．123）参照。 
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われている点、中間考査の時期を含んでいる点、全国的に 「県新人体育大会」が開催 されている点を挙げ

ることができる。中間考査実施時期であれば部活動は原則行わない。また、新人戦に出場す る運動部の活

動率は高くなると推測 される7。

図表5－6は 運動部顧問 の勤務 日活動 率で分類 した グルー プ ごとに休 日活動率 をグラフ化 した もので ある。

全 体の傾 向 と して勤務 日活動率 が高い顧 問 ほ ど休 日活動 率が高い。 勤務 日活動率 「80～100％ 」の顧問の休

日活 動率 「80～100％ 」は約 ２割 （79人 ） であ り、 「40～60％ 」 （108人 ） 「60～80％ 」 （106人 ）の顧 問が

約 ３割弱ずつ となっている。本期以降で特徴的なのは高活動率グル ープの休 日活動率0％ お よび 「0～20％」

の顧問の少なさである。両者を合わせて約 １割弱 （0％：23人 、0か ら20％ ：11人） となってお り、第 １

期や第 ３期よりも少ない。また、勤務 日活動率 「0～20％」の低活動率グループでは、休 日活動率0％ が約

55％ （128人）と最も多 く、 「0～20％」が約 ２割 （49人）と続いている。

図表5－7は 文化部顧問の勤務 日活動率で分類 したグループごとに休 日活動率をグラフ化 したものである。

他期 と同様に勤務 日活動率に関係 なく休 日活動率0％ の顧問が多い。勤務 日活動率の高い顧問ほど休 日活動

率が高い傾 向にあ り、勤務 日活動率 「80～100％ 」で、休 日に最低 一回で も部 活動 に従事 した顧 問は勤務 日

活動率 「80～100％ 」の顧 問の約 ８割弱 となる。 その内訳 をみ る と、最 も多いのは休 日活動率 「40～60％ 」

であ り、約35％ （15人） を 占めてお り、 「20～40％ 」 （９人） と続いてい る。一方 で、勤務 日活 動率 「0～

20％ 」の顧 問は休 日活動率0％ が最 も多 く約 ８割弱 （101人 ）を占めてお り、「0～20％ 」が １割 強 （16人 ）

と続いてい る。

図表5－6：勤務 日活動率ごとの休 日活動率 （第 ４期 ：運動部顧問、縦軸 ：勤務 日活動率）

出所 ： 「教 員 勤務 実態調 査 」デ ー タよ り筆者 作成

7　県新人体育大会は １年生および ２年生を対象とした大会であり、県大会に出場するために市町村 レベルの予選

を勝ち抜 く必要がある。例えば千葉県では2008年 ９月下旬から12月 中旬にかけて新人戦が行われてお り、大半

の競技は10月 の下旬から11月 に集中している （千葉県小中学校体育連盟ホームページ、 

http://www.shochutairen.com/games/h21/sinjin _schedule.html 、最 終 閲 覧 日2010／02／25） 。 ま た 、 県 大 会 に 出 場

するための市町村 レベルでの予選大会は９月下旬から10月 下旬にかけての期間に最も多く行われることが多い。 
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図表5－7：勤務 日活動率ごとの休 日活動率 （第 ４期 ：文化部顧問、縦軸 ：勤務 日活動率）

出 所 ： 「教 員 勤務 実態 調 査」デー タよ り筆 者 作成

（４）第 ５期

第 ５期は平成18年10月23日 （月）か ら11月19日 （日）までの ４週間である。本期で秋期休業期の

期間と重なっていた中学校はないため、すべてのデータを通常期 として分析を行っている。第 ４期でも述

べたように、新人戦の県大会がこの時期に実施 されているが、県大会出場は予選大会の上位チームにのみ

可能であるため、大会出場のための活動に関係 している顧問は予選大会時 と比較すると少ない と推測でき

る。

図表5－8は 運動部顧問の勤務 日活動率で分類 したグループごとに休 日活動率をグラフ化 したものである。

今まで検討 してきた期 と同様に、全体的な傾向として勤務 日活動率が高いグループほど休 日活動率が高い。

勤務 日活動率 「80～100％」で休 日活動率も 「80～100％ 」の顧問は約45％ （91人）であ り、「60～80％」

の約25％ （48人 ） と続 く。また、勤務 日に高活動率 の顧 問で休 日活動率が低い ケー スは少 な く、 「0％」お

よび 「0～20％ 」 「20～40％ 」 をすべて合わせて も約 １割 （19人 ） となってい る。 この ことか らも、第 ５

期では平 日で部活 動に従事する日数が多い顧問ほど休 日でも部活 動に従事する傾向があることが読み取れ

る。一方で、勤務 日の低活動率グループでは最 も多いのが 「0～20％」で約 ３割強 （90人）、そ して 「0％」

の約25％ （72人） と続いている。

図表5－9は 文化 部顧 問 の勤務 日活動率で分類 した グルー プ ごとに休 日活動率 をグラ フ化 した もので ある。

他期 と同様 、全 ての グループ で休 日活動率0％ の顧 問が多い。。勤務 日活動 率 「80～100％ 」の顧 問は、休 日

活動率 「80～100％ 」お よび 「60～80％ 」が約25％ ずつ （80～100％ ：13人 、60～80％ ：11人 ） と最 も

多く、次に多いのが約 ２割 （10人）を占める休 日活動率0％ の顧問である。一方で勤務 日活動率が 「0～20％」

のグループは休 日活動率が0％ の顧問が最も多 く約 ７割 （114人）を占めている。休 日に最低でも一回部活

動に従事 した顧問は、高活動率グループでは ８割であるのに対 し、低活動率グループは約 ３割 となる。
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図表5－8：勤務 日活動率ごとの休 日活動率 （第 ５期 ：運動部顧問、縦軸 ：勤務 日活動率）

出所 「教 員勤 務実態 調 査」デ ー タ より 筆者 作成

図表5－9：勤務 日活動率ごとの休 日活動率 （第 ５期 ：文化部顧問、縦軸 ：勤務 日活動率）

出所 ：「教員勤務 実 態 調査」デー タ より筆者 作成

（５）第 ６期

第 ６期は平成18年11月20日 （月）か ら12月17日 （日）までの ４週間である。本期は長期休業期を

含んでいないが、冬期休業期の直前期 となるため、他の期 とは異なる業務形態 となっていることが推測 さ

れる。また、３学期制の学校であれば期末テス トも行われているため、試験 １週間前から試験期間にかけて

部活 動が活動停止 となる。冬期休業期の開始 日を概観すると、大半の中学校では12月25日 （土）が冬期

休業期の開始 日となってお り、最も早い開始 日が12月23日 （木）である8。

図表5－10は 運動部顧問の勤務 日活動率で分類 したグループごとに休 日活動率をグラフ化 したものである。

全体の傾向 として、他期 と同様に勤務 日に高活動率の顧問が休 日活動率も高い。 しか し、高い休 日活動率

8　「勤務実態調査」個票データより筆者が算出 した。 
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の割 合は他期 と比較 して も低 く、期末 テス トの影響 と考 え られ る。勤務 日活動 率 「80～100％ 」の顧 問の休

日活動率 をみ る と、最 も多いのは 「60～80％ 」であ り、約 ３割 （56人 ） を占めてい る。 「40～60％ 」 が約

２割 ５分 （51人 ）、 「80～100％ 」 が約 ２割強 （45人 ） であ り、約 半数 の顧 問は休 日の半分 を部活 動指導 に

充ててい るこ とが読み 取れ る。

図表5－10： 勤務 日活動率ごとの休 日活動率 （第 ６期 ：運動部顧問、縦軸 ：勤務 日活動率）

出 所 「教 員勤 務実 態調 査 」デ ー タ より筆者 作成

図表5－11：勤務 日活動率 ごとの休 日活動率 （第 ６期 ：文化部顧問、縦軸 ：勤務 日活動率）

出所 「教 員勤務 実態 調 査 」デ ー タよ り筆 者 作成

図表5－11は 文化部顧問の勤務 日活動率で分類 したグループごとに休 日活動率をグラフ化 したものである。

休 日活動率0％ の顧問がすべての勤 務部 活動率グループにおいて最も多いのは他期 と共通 してお り、勤務 日

に高活動率の顧問が休 日も高活動率の傾 向にあることが読み取れ るが、他期 との違いは 「80～100％」と 「60
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～80％ 」の活動 率でほぼ同様 の休 日活動 率 となってい る点 である
。双方 ともに 「40～60％ 」 「60～80％ 」の

休 日活動 率が多 くなっている。一方で低活動率 である 「0～20％ 」では ４分 の ３近 く （128人 ）が休 日活 動

率0％ の顧 問であ り、休 日に活動 している顧 問が きわめて少 ない こ とが読み取れ る。

第３項　夏季休業期

次に、夏季休業期を概観す る。夏季休業期は通常期 とは異な り、部活活動を実施す る時間が増加する。 小

入羽 （2009）か らも明 らかなように、第 ２期では活動率および １日当たりの活動時間が他期と比較 しても

大きく異なっている。特に活動率では勤務 日に活動する顧問が多く、休 日は活動 しない。顧問が多いとい う

実態がある。そこで、本項では夏季休業期の勤務 日に多 く活動 している顧問と休 日に部活動活動率が高い

顧問は同一なのかを明らかにす る。

第 ２期は平成18年 ７月31日 （月）から８月27日 （日）までの ４週間を扱ってお り、本稿で分析対象

となった中学校の中には ８月27日 以前に夏季休業期が終了する学校も確認 されている。しか し、本項は夏

季休業期中の顧問の部活動従事時間や 日数に着 目す ることを 目的 としているため、夏季休業期中のみを分

析対象 とし、通常勤務が行われている日は除外 している。

図表5－12は 運動部顧問の勤務 日活動率で分類 したグループごとに休 日活動率をグラフ化 したものである。

通常期 と比較 して、運動部であっても休 日活動率が0％ の顧問が全てのグループで多いのが本期の特徴であ

る。勤務 日活動 率 「80～100％ 」の顧 問で あって も休 日活動率0％ は約 ３割 （255人 ） を 占めてい る。 しか

し、残 りの ７割 は休 日に最低 一回は部 活動 に従事 してお り、そ の中で も最 も多いのは 「20～40％ 」であ り、

約 ２割 （219人 ）を 占めてい る。一 方、低い勤務 日活動率 グ ループであ る 「0～20％ 」の顧 問は約75％ （110

人）が休 日活動率0％ であ り、休 日に実施 した としても最も多いのは 「0～20％」の約 ２割 （25人）である。

この ように、夏季休業期であっても勤務 日活動率の高いグループは休 日活動率が高い傾 向にあり、通常期

と比較 しても部活動に従事す る顧問 と従事 しない顧問の差が大きく出ていることがこのグラフから読み取

れる。

図表5－12： 勤務 日活動率ごとの休 日活動率 （第 ２期 ：運動部顧問、縦軸 ：勤務 日活動率）

出所 ： 「教 員勤 務 実態 調 査 」デ ー タよ り筆者 作 成
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図表5－13は 文化部顧問の勤務 日活動率で分類 したグループごとに休 日活動率をグラフ化 したものである。

文化部顧問の大半は夏季休業期においては勤務 日活動率に係わ らず休 日活動率が0％ となっている。勤務 日

活動率が最も高い。「80～100％」の顧問であっても ６割弱 （73人）が休 日活動率0％ となっている。勤務

日活動率が低い。「0～20％ 」や 「20～40％ 」の グループ では ９割 弱 （0～20％ ：81人 、20～40％ ：108人 ）

が休 日活動率0％ となってい る。休 日に部活 動 に従事す る顧 問は勤務 日高活動率 グルー プには見 られ るが、

最も多い活動率であっても 「20～40％」で約15％ （19人）である。一部の部 活動を除いて文化部では基

本的に休 日に活動 しない傾 向にあることがこのグラフからは読み取れる。

図表5－13： 勤務 日活動率ごとの休 日活動率 （第 ２期 ：文化部顧問、縦軸 ：勤務 日活動率）

出所 ： 「教 員勤務実 態調 査 」デー タ より筆者作 成

第３節　考察と今後の課題

以上、第 １期から第 ６期 までの顧問の勤務 日活動率 と休 日活動率の関連性について分析を行った。本章

の分析 より次のことが明らかになった。１点 目は勤務 日活動率の高い顧問ほど休 日活動率が高い傾 向にあり、

勤務 日活動率が低い顧問ほど休 日活動率が低い傾 向にあることである。勤務 日に週 ４、５日相 当の割合で部

活動に従事 している顧問は休 日の大半を部活 動指導に充てている実態が明らかになった。

２ 点 目は運動部顧問と文化部顧問の活動率の違いである。 小入羽 （2009）においても運動部顧問の方が

勤務 日、休 日ともに高活動率の傾向にあることは言及されていたが、本章において勤務 日と休 日の関連性

について分析 した ところ、運動部に勤務 日 ・休 日の双方共に高活動率の顧問が集中する傾向にあ り、文化

部では勤務 日に高活動率であっても休 日は比較的部活動に従事 しない顧問が多いことが示 された。しかし、

その一方で文化部 においても一定数ではあるが、勤務 日 ・休 日ともに高活動率の顧問が存在 してお り、文

化部であっても吹奏楽部や合唱部などのように定期 コンクールな どが季節 ごとに開催 されるような部活の

顧問に勤務 日 ・休 日高活動率 とい う傾向が現れると推測される。

３点 目の特徴は上記で明 らかになった傾向に期による差異はほとんど発生 しないとい う点である。学校行

事の集 中する第 ３期に活動率が減少 したが、それでも勤務 日高活動率のグループが休 日に高活動率である
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とい う傾向であることに変わ りはなく、通常期であっても夏季休業期であってもこの傾向は維持 されてい

る。 これは運動部顧問が １年を通 じて勤務 日及び休 日において部活 動に従事することが求められているこ

とを示 していると考えられる。多 くの運動部顧問が １週間ほぼ休みを取 らずに連続的に部活 動に従事 して

いる実態が本分析か ら明らかになった。

今後の課題として、勤務 日、休 日の双方 とも高活動率グループであった顧問が どのような特 性を持って

いるのかを明らかにすることが挙げ られる。高活動率グループの顧問の特 性を分析す る視点 として、個人

的特 性と学校特性に着 目す る必要があると考えられる。 どのよ うな顧問が勤務 日、休 日ともに高活動率な

のかとい う点を明 らかにす る上で教員個人の属性を従属変数 として分析することは重要ではあるが、それ

に加えてその顧問がどのような学校に所属 しているのかとい うところまで考慮に入れ る必要がある。今 ま

での分析は教員個人に着 目してきた分析であ り、学校規模や学校の所在地、地域の特 性な ど学校 としての

特 性は考慮に入れてこなかった。 しか し、第 ３章においても指摘 されているように、教員の行動に学校特

性は多分に影響 していることが推測され る。 これ ら ２つの独立変数を考慮 して分析す ることで部活動顧問

分析の精緻化を行 うことができると考えている。

参考文献
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第 ６章　給食時間と昼休みにおける小学校教諭の勤務実態

小入羽秀敬 （東京大学大学院 博士課程）

本章では小学校教諭の給食時間から昼休み までの時間帯における給食指導を含めたすべての業務につ

いて、行為者率および行為者平均時間を用いて明 らかにすることを目的とする。

分析の結果、次の ３点が明らかになった。１点 目は、どの業務で差が発生するのかを明 らかにするこ

とができた。まず、行為者比率において低学年 よりも高学年が高い傾 向にあった業務は生徒指導 （集団）、

授業準備、成績処理である。一方で低学年 よりも高学年が低い比率になったのは学年 ・学級経営であっ

た。２点 目は全 ６期を通 じて、学校行事の行為者率および行為者平均時間が大きい期は、成績処理や授

業準備の行為者率や行為者平均時間が小さくなる傾向にあった。３点 目は学年担任の有無によって主に

従事す る業務が異なってお り、担任の持たない教員は学校経営など児童 と直接関わらない業務の行為者

率や行為者平均時間が高い傾 向にあった。

第 １節　課題設定

本章では小学校教諭の給食時間か ら昼休みまでの勤務実態を、行為者率および行為者平均時間を用いて

明 らかにすることを目的 とする。

2005年 の食育基本法の制定で食育が重視 され るようにな り、給食指導は学校教育の中でも重要な位置づ

けになっている。た とえば札幌市教育委員会では食育の充実を目的 とした施策を実施 してお り、市内全小

学校に食堂の設置や、給食職員や栄養教諭を積極的に導入するなど喫食時間の質を高めることを志向 して

いる。 しかし、これ らはあくまで児童の喫食環境の充実であって、給食指導によって食育を行 う教員につ

いては考慮されていない。食育の充実は教員の給食指導に従事する時間が増加する可能 性を持っているが、

その前段階 として教員がその時間帯にどのような業務に従事 しているのかを明らかにする必要がある。

文部科学省委託調査である 「勤務実態調査」 （東京大学2007） からは給食指導の実態については言及 さ

れていないが、その再分析では教員の給食指導に着 目した分析を行っている。

その例 として 小入羽 （2008）や小入羽 （2009）が挙げ られる。 小入羽 （2008）では 小学校担任が一人で

給食指導を行っている問題点の解決策 として、複数人による指導体制の実施 を挙げた。複数人による指導

が可能な要因としてランチルームの設置や上級生や保護者などの給食配膳への関与があり、それ らをすで

に行っている私立 小学校の事例を分析 した上で複数人による給食指導の可能 性について論 じた。小入羽

（2009）では給食時間か ら昼休みにかけての時間帯に給食指導のみに従事 している 小学校教諭を学年 ごと

に分析 し、給食指導のみに従事する教員の割合が高学年になるにつれて小 さくなっていることを示 した。

しか し、これ らの分析は給食指導のみに着 目してお り、 小学校教諭がこの時間帯に給食指導以外の業務

にどの程度従事 しているのかについては明 らかにされてこなかった。そこで本稿では給食指導を含めたす

べての業務1について、従事 している人数や従事 した時間を算出することで、 小学校教諭の給食時間および

1　「教員勤務実態調査」で用いた23業 務。詳 しくは東京大学 （2007） もしくは第 １章参照。
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昼休みの勤務実態を明らかにする。

第２節　分析枠組

本章では上記の課題を明らかにするために行為者率お よび行為者平均時間を求める。行為者率および行

為者平均時間は東京大学 （2008）や国立教育政策研究所 （2009）において用い られてお り、教員の業務別

や職務別での行為者率および行為者平均時間について分析 されている2。行為者率および行為者平均時間を

用いることによって、給食時間と昼休 みの時間帯において担任が どのような業務を、どの程度の時間実施

しているのかについて考察することが可能 となる。なお、本章では11時30分 か ら13時30分 までの ２時

間 とい う限定された時間を扱 う関係上、時間帯別行為者率については扱わない。

分析対象 とする期は第 １期、第 ３期～第 ６期 とす る。第 ２期 を分析対象か ら外 した理由は第 ２期が夏季

休業期に当たるためである。対象 とする時間帯は11時30分 か ら13時30分 までの２時間である。この時

間を設定 した理由は生徒指導 （集団）の分布である。生徒指導 （集団）は集団への生徒指導であ り、具体

的には給食指導や清掃指導などが含 まれている3。図表6－1は 生徒指導 （集団）の時間帯別行為者率をグラ

フ化 したものであり、本図からも明らかなように11時 半以降生徒指導 （集団）に従事す る教員が増加 し、

13時 半で減少する （東京大学2008） 。小学校の11時 半から13時 半にかけての時間帯の生徒指導 （集団）

の大半は給食指導であると考えられる。

図表6－1：生徒指導 （集団）の時間帯別行為者率

（出所 ：東京大学 （2008：p．10）

第３節　分析

図表6－2は 第 １期における 小学校教諭の11時30分 ～13時30分 にかけての項 目別行為者率と行為者平

2　行為者率お よび行為者平均時間については詳 しくは青木 （2008）を参照
。

3　業務についての詳細は東京大学 （2007）、もしくは第 １章 を参照。
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均時間を 表に した もので ある。 まず、行為者 率 につい て概観す る。す べての学年に 共通す るのは生徒指導

（集 団）の行 為者 率の高 さであ り、１年 生で91．8％ 、２年 生で91．4％ 、３年 生で91．6％ 、４年生で89．6％ 、

5年 生で89．3％ 、6年 生で89．5％ とな る。高学年 にな るにつれ て行為者率 は低 くなってい る。行為者率の 高

い 業務は休憩 ・休 息、学年 ・学級経 営と続 いている。休憩 ・休息 の行 為者 率は １年生で8．9％ 、２年 生で9．1％ 、

３年生 で9．2％ 、４年 生で9．5％ 、５年生で10．4％ 、６年 生で10．3％ となってお り、高学年 になるにつれ て

行 為者率が高 くな ってい る。 また 、学年 ・学級経 営は １年 生で8．7％ 、２年 生で8．6％ 、３年生で6．9％ 、４

年生 で6．7％ 、５年生で6．2％ 、6年 生で6．4％ となってお り、高学年 にな るにつれて行 為者率が低 くなって

い る。

担任、非担任の行 為者 率の違 いについて検討 す る。非担任 の教諭は担任の教諭 とは異な り、生徒指導 （集

団）の行為者率が ５割 強 とな ってい る。 また 、次 に多い行 為者 率は休憩 ・休 息の46．8％ で あ り、事務 ・報

告 書作 成の29．8％ 、学 校 経営の23．8（％）と 続く。

次 に、行為者 平均時間 を概観す る。授 業準備や 成績 処理の 業務は 高学年 にな るにつれ て行為者 率が増加

したが、行 為者 平均時間 につ いて も低学 年 よ り高学年の 方が長い順 向にある。授業 準備は １年生が34．5分 、

２年 生が37．5分 であるのに対 して、５年生 では38．9分 、６年生では45．3分 となってい る。 一方、学年 ・学

級経営 は高学年 にな るにつれて行 為者率 が減 少 していたのに対 して 、行 為者 平均時間 は １年生 が34．7分 、

６年生では45．2分 となっている。

非担任の教員と担任の教員との違いは、行為者平均時間が最 も長い業務にある。担任教員の最も行為者

平均時間が長い業務は 生徒指導 （集団）であるのは前述 した通 りだが、非担任の教員で行為者平均時間が

時間の長い業務は公務としての 研修で66．9分 である。行為者率や 行為者 平均時間が高 くなる業務は、学年

担任では授業準備や成績処理など 児童に関 与する業務であったのに対 し、担任 を持たない教員は学校 行事

（65．2分）や校内研修 （43．2分）など児童に直接関 与しない業務である。

図 表6－2：11時30分 ～13時30分 にか けての項 目別行 為者 率 と行為者 平均時 間 （第 １期 ：学年 別）

（出 所 ：「勤 務 実 態 調査 」より筆 者 作成）

図表6－3は 第 ３期における小学校 教諭の11時30分 ～13時30分 にかけての項 目別行為者率 と行為者 平 

109
 



均時間を表にしたものである。

まず、行為者率について概観すると、第 １期 と同様に、担任の教員は全学年で生徒指導 （集団）の行為

者率が最も高 く、その中でも特に高い １年生の担任は89．5％であった。生徒指導 （集団）の行為者率は高

学年になるにつれて低 くな り、６年生では85．9％となる。

第 ３期から第 ５期にかけて特有の業務 として学校行事の業務の行為者率が高いことがあげ られる。第 ３

期は学校行事の多い時期であ り、その準備に昼休みを利用 していると考えられる。学校行事の行為者率も １

年生では7．3％で ６年生では11．8％となっているよ うに担当す る学年によって差があり、高学年になるほ ど

行為者率が大きい。

授業準備や成績処理は行為者率に学年差が存在する。両者 ともに高学年になるにつれて行為者率が高 く

なってお り、授業準備は １年生で行為者率が3．1％であったのに対 し、６年生では6．3％に増加 している。成

績処理の行為者率も １年生が6．8％であるのに対 し、６年生では8．3％となっている。

非担任、担任の教員の行為者率を比較すると、非担任教員の行為者率が最も高い業務は休憩 ・休息の

54．6％で あ り、52％	 の生徒指導 （集 団）、24．6％ の事務 ・報告書作成 と続 いてい る。

次に行為者 平均時間 を概 観す る。担任 を持つ教員 の行為者 平均 時間で長 いのは生徒指導 （集団）で あ り、

１年生が80．4分 、２年生 が75．3分 、３年生 が73．7分 、４年生 が72．9分 、５年生が68．7分 、６年生が70．2

分 である。 高学年 になるにつれ て行為者平均時 間 も 小さくなってい る。 また、学校行事 の行為者 時間の長

さも特徴的 である。 １年 生では75．3分 、２年 生は67．2分 、３年 生は74．8分 、４年 生は73．7分 、５年 生は

74．7分 、６年生は72．4分 で ある。学校 行事 もまた、高学年 になる と行 為者 平均時 間が 小さくなってお り、

生徒指導 （集団）の行為者平均時間を上回っている。

非担任、担任の教員の行為者平均時間を比較すると、担任の最も長い行為者平均時間が生徒指導 （集団）

であったのに対 し、非担任の教員の最 も長い業務は学校行事の77．8分 である。次に長い業務は校務 として

の研修の67．6分 であり、学校経営の63．7分 と続 く。校務 としての研修は行為者率が低いものの、従事 し

ている教員の平均時間は長い。

図表6－3：11時30分 ～13時30分 にかけての項 目別行為者率 と行為者平均時間 （第 ３期 ：学年別）

（出所 ：「勤務 実態 調査 」より筆者 作 成）
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図表6－4は 第 ４期における 小学校教諭の11時30分 ～13時30分 にかけての項 目別行為者率 と行為者平

均時間を表にしたものである。

まず行為者比率を概観す る。第 ４期も他期 と同様に最 も行為者比率が高い業務は生徒指導 （集団）であ

り、１年生 で93．4％ 、２年生 で93．1％ 、３年生で91．9％ 、４年生 で90．8％ 、５年生 で90．5％ 、６年 生で91．4％

と全ての学年で90％ を超 えている。 高学年 にな るにつれて行為者率 が小 さくな るのが特徴で ある。次 に高

い行 為者 率の業務 は学校行 事であ る。 第 ３期 と同様 に学校行 事が多 く実施 され る月であ るため高い行為者

率 となってお り、１年 生が5．4％ 、２年生 が5．6％ 、３年生が6．1％ 、４年 生が6．6％ 、５年 生が7．3％ 、６年

生 が10．3％ とな ってい る。高学年 になるにつれ て行 為者 率 も大 き くなる。授 業準備や 成績処理の行為者率

も同様 に高学年 の方 が高 く、１年生 が授業 準備2．9％ 、成績処理 が4．3％ であるのに対 して、６年 生では授 業

準備が8．3％、成績処理が9．4％となっている。

担任 と非担任教員の行為者率を比較すると、担任教員 と同様に非担任教員の業務の中で生徒指導 （集団）

が最も高 く、行為者率が56．9％ となっている。次に高い行為者率は休憩 ・休息の41．2％、事務 ・報告書作

成 の23．9％ と続 く。

次 に行 為者 平均時間 を概観 す る。本期では学校行事 の行為者平均時 間が全 ての学年 で最 も長 く、１年 生で

は95．8分 、２年 生では91．3分 、３年 生では88．1分 、４年生 では90分 、５年生 では90．4分 、６年 生では87．1

分 となっている。次に長い業務は生徒指導 （集団）であり、１年生では82．1分 、２年生では75．7分 、３年

生では74．4分 、４年生では73分 、５年生70．9分 、６年生70．9分 で高学年になるにつれて平均時間は短く

なる。学校行事は生徒指導 （集団） と比較す ると行為者率が低いが、従事 している教員の行為者平均時間

は長い。

担任と非担任教員の行為者平均時間を比較すると、担任教員と同様に非担任教員も学校行事が最も多く

90．8分 となってお り、校務 としての研 修の72．4分 、校外会議 の65．4分 と続 く。 これ らの業務の行為者率

は低 いが、行 為者 平均時間は他 の業務 と比較 して も長い。

図表6－4：11時30分 ～13時30分 にかけての項 目別行為者率 と行為者平均時間 （第 ４期 ：学年別）

（出所 ：「勤 務実 態調 査 」より筆者 作成 ） 
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図表6－5は 小学校教員の11時30分 ～13時30分 にかけての項 目別行為者率 と行為者平均時間を表に し

たものである。

まず、行為者率について概観する。すべての学年において生徒指導 （集団）の行為者率が最も高 く、１

年 生で92．3％ 、２年 生で91．3％ 、３年 生で91．3％ 、４年生 で91．2％ 、５年 生で90．8％ 、６年生で89．2％ で

ある。 この業務 は高学年 になるにつれ て行 為者 率が 小さくなる。 次に行 為者 率が高い業務は学校行事 であ

り、１年生が4．9％ 、２年 生が4．8％ 、３年生が4．8％ 、４年 生が5．4％ 、５年生が6．2％ 、６年生 が7．4％ とな

っている。次に高い行為者 率は成績処理で あ り、１年 生が3．9％ 、２年生 が5．5％ 、３年生が5．5％ 、４年 生が

8．3％、５年生 が8．2％ 、６年 生が8．3％ となってい る。学校行 事お よび成績処理 は高学年 にな るにつれ て行為

者率が大 き くなってい る。

非担任、担任教員の行為者率を比較すると、非担任教員の行為者率が最 も高い業務は担任教員 と同様に

生徒指導 （集団）の63．7％である。次に高い行為者率は休憩 ・休息の33％ 、その他の校務の15．2％と続 く。

休憩 ・休息およびその他の校務の行為者率は担任教員よりも大きい。

次 に行為者 平均時 間について概観 す る。行為者 平均時 間が最 も長 いのは学校行事で あ り、１年生73．2分 、

２年生54．5分 、３年 生71．5分 、４年生76．1分 、５年生70．8分 、６年生72．2分 とな ってい る。次 に生徒指

導 （集 団）が １年 生で62．5分 、２年 生で60分 、３年生で58．6分 、４年生で59．1分 、５年生で69．9分 、６

年生で58．7分 と続いている。学校行事お よび生徒指導 （集団）の業務は高学年になるほど平均時間が少な

くなってお り、学年による差 も存在する。

行為者平均時間を非担任、担任教員で比較すると、非担任教員も担任教員 と同様に学校行事の平均時間

が最 も長 く72．6分である。校務 としての研修が66．6分 、校外会議が62．2分 と続 く。 これ ら３つの業務野

中で行為者率が高いのは学校行事のみであり、残 りの ２業務は行為者率がきわめて低い。

図表6－5：11時30分 ～13時30分 にかけての項 目別行為者率 と行為者平均時間 （第 ５期 ：学年別）

（出所 ：「勤務 実態 調 査」より筆 者 作成 ）

図表6－6は 小学校教員の11時30分 ～13時30分 にかけて項 目別行為者率 と行為者平均時間を表に した

ものであ る。 
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まず行為者率 につ いて概観す る。他期 と同様 に生徒指 導 （集 団）の行為者率 が最 も高 く、１年 生で96．2％ 、

２年 生で95．8％ 、３年生 で95．9％ 、４年 生で95．2％ 、５年生で94．4％ 、６年生 で93．5％ であ り、高学年に

なるにつれ て行 為者 率が低 くなってい る。成績処理 がそ の後 に続 き、１年生 で6．4％ 、２年生 で7．8％ 、３年

生 で9．3％ 、４年生で14％ 、５年 生で11．1％ 、６年 生で14．3％ とな ってい る。高学年 にな るにつれ て行 為者

率 が高 くなってい る。次に高い行 為者 率の業務 は学年 ・学級経 営であ る。１年 生では5．8％ 、２年 生で ５％、

３年 生で4．5％ 、４年生で4．7％ 、５年 生で4．1％ 、６年生 で4．4％ とな っている。 第 ３期 か ら第 ５期 まで高

い行為者率であった学校行事は最 も高い ６年生で ４％ と大幅に減少 している。成績処理の行為者率が本期で

高くなっている理由として、学期末の通知表作成が考えられる。

担任、非担任教員で行為者率を比較すると、非担任教員でも担任教員 と同様に生徒指導 （集団）が最 も

高い行為者率であ り、60．1％となっている。非担任教員の行為者率は休憩 ・休息の39．7％、事務／報告書作

成の25．4％ と続いてお り、これ らの業務の担任教員の行為者率は低い。

次に行為者平均時間について概観する。平均時間の最 も長い業務は生徒指導 （集団）であ り、１年生79

分、２年 生74．9分 、３年生73．3分 、４年生71．9分 、５年生71．7分 、６年 生69．6分 となっている。生徒指

導 （集 団） の行 為者 平均時間は高学年 になるにつれて短 くな ってお り、 これ は今 まで検討 して きた第 １期

か ら第 ５期 まで と同 じ傾 向であ る。学校行事 の平均 時間が １年生59分 、２年 生56．5分 、３年 生58．8分 、４

年生67．5分 、５年生67．4分 、６年 生で72分 と続 いてい る。 次に長い行為者平均時間は校務 として の研 修

で あ り、１年 生で58．1分 、２年生 で61分 、３年生で68分 、４年生 で60．5分 、５年生で64．3分 、６年 生で

62．4分 となってい る。他 期 と比較 して行為者率 が高 かった成績処理 の平均時間は他 期 と大 きな差はない。

これは高学年と低学年の成績処理の手法が異なるためと考えられ る。低学年では生活科な どペーパーテス

トの点数以上に授業態度などを評価対象 とする科 目や教科内容が高学年 と比較 しても多い。 さらに専科科

目も大半は高学年の授業で行われている場合が多い。そのため、低学年の成績処理は処理すべき内容お よ

び科 目数が高学年 と比較 して多いと考えられ る。

担任 と非担任教員の行為者平均時間を比較すると、非担任教員の平均時間が最も長い業務は校務 として

の研修で72．9分 であり、学校行事の68．2分 、校外会議の64．6分 と続いている。本期では担任、非担任教

員 ともに校務 としての研修の行為者平均時間が長いが、これは長時間の 研修時間を確保できるのが学期末

のような授業が少ない時期 しかないためと考えられる。
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図表6－6：11時30分 ～13時30分 にかけての項 目別行為者率 と行為者平均時間 （第 ６期 ：学年別）

（出所 ：「勤 務 実態調査 」より筆者 作成 ）

第４節　まとめと今後の課題

以上、各期の11時30分 か ら13時30分 までの時間帯での小学校教諭の行為者比率 と行為者平均時間を

分析 してきた。次の ２点が明らかになった。

１点 目は行為者率や行為者平均時間の学年差が存在 した業務の特定である。先行研究か らも学年による従

事時間の差があることは示 されてきたが、その中でもどの業務で差があるのかを明らかにすることができ

た。まず、行為者率が低学年よりも高学年で高い傾 向にあった業務は生徒指導 （集団）、授業準備、成績処

理である。一方で低学年 よりも高学年が低い比率になるのは学年 ・学級経営であった。 このように、学年

間で差が存在す る業務の大半は児童に直接的に関わる業務であり、これ らは低学年ほど行為者率が大きく、

高学年になるにつれて行為者率が 小さくなる。つま り、高学年の担任は児童 と直接的に関わる時間を短縮

して、成績処理など他の業務に従事することが可能 となる環境に置かれていることを意味する。

また、行為者平均時間は生徒指導 （集団）が最 も長 く、他の業務では授業準備や成績処理な どで学年差

が存在す る。高学年の学年 ・学級経営の業務については、低学年ほどの行為者率はないが、従事 している

教員の行為者時間は長いことが推測され る。

２点 目は期 を通 じた変化である。生徒指導 （集団）、授業準備、成績処理などの業務については全期を通

じて大きな差は見 られなかったが、第 ３期から第 ５期にかけて急増した学校行事が教員の業務に影響を及

ぼしていることは推測できる。たとえば、学校行事の行為者率 と行為者平均時間が大きい期では、授業準

備や成績処理の行為者率 と行為者平均時間が小 さくなっている。 これは、学校行事に従事する時間が増え

た結果、成績処理や授業準備の従事時間を少なくしていると考えられ る。

３点 目は非担任、担任教員の比較による担当業務の差異である。非担任の教員は担任 と比較 して生徒指導

（集団）に従事 しない傾 向にあることは先行研究によって示 されていたが、 どのような業務に従事 してい

たかは明らかにされてこなかった。担任を持つ教員と比較す ると学校経営や事務 ・報告書作成など児童 と

直接関わらない業務に従事 している傾向にあることが示 されている。 これは小学校が学級担任制を実施 し 
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てお り、ほとんどの授業を担任が行っているためと考えられる。その意味では教科など児童に係わる校務

分掌を担任が行い、学校経営に関係する、児童に係わらない校務分掌は非担任の教員が担っているとも解

釈できる。

最後に今後の課題について述べてお く。本章では11時 半か ら13時 半とい う限られた時間における教諭

の行動を分析 してきた。この分析を精緻化 してい く上で ２つ重要な点があると考えられる。１点 目は学校ご

との分析である。教員個人に着 目した分析を行って来たがこれが学校 とい う変数を加味 した ときにどのよ

うな傾向になるのか。たとえば11時 半か ら13時 半まで生徒指導 （集団）に従事 している担任を持たない

教員の比率も学校によって大きく異なってくるとも考えられ るためである。教員個人の属性に加えて学校

の属性を含めた給食時間か ら昼 休みまでの勤務実態分析が可能 となる。２点 目は分析する時間帯の拡大であ

る。本分析ではあくまで11時30分 か ら13時 半までの ２時間に限定 した分析に とどまっている。 しか し、

昼の時間帯に従事する業務 と放課後に従事する業務の関係性についても分析する必要がある。たとえば、

昼休みに授業準備や成績処理を実施できている教員が放課後や勤務時間終了後にどのような業務に従事 し

ているのかについて、検討する価値があると思われ る。
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第７章　都道府県における関連施策

村上祐介 （日本女子大学）

本章は，都道府県教育委員会による，教員の超過勤務縮減に向けての取組事例 （検討 中も含む）を紹

介することを目的 とする。

教員の負担軽減に向けた取 り組みを進めている８つの都道府県教育委員会の事例を整理 してみ る

と，次の８点が代表的な取 り組み としてあげられる。

①事務処理の効率化，②ＩＣＴ （情報通信技術）の活用，③校務の縮減，④研修 ・調査の縮減，⑤勤務

時間管理，⑥部 活動の負担軽減，⑦学校行事 ・事業の見直 し，⑧保護者 ・地域への対応。

2006年 の教員勤務実態調査を契機に、教員の超過勤務縮減に向けて検討をはじめる都道府県教育委

員会が増加 している。ただ，増大する仕事量 と厳 しい人的 ・財政的制約の中で業務を縮減す るとい う

難 しい課題を解決 しなければならないのも事実である。今後は，各 自治体 ・学校での取 り組みの際に

参考 となるような事例を収集 ・蓄積す るとともに，各地の実務担当者に情報 を提供していくことが求

め られる。

第 １節　本章の 目的

本章は都道府県教育委員会による，教員の超過勤務縮減に向けての取組事例 （検討中も含む）を紹介す

ることを目的 とする。

教育現場の実態や，2006年 の勤務実態調査を契機 として，都道府県教育委員会 レベルで様々な取 り組み

が行われるようになっている。本章はその うち代表的な事例について述べる。

本章で参照 した主な取 り組み事例は以下の通 りである （順不同）。いずれ も，インターネ ッ ト上でその概

要や詳細を見ることが可能である （平成22年 ２月現在）。

○時間外勤務等縮減推進委員会 （北海道教育委員会）「教育職員の時間外勤務等の縮減に関する中間まとめ」

平成21年 ３月

○茨城県教育委員会 「小中学校教員の業務の軽量化に向けた改善策」平成21年 １月

○理想の学校教育具現化委員会 （静岡県教育委員会） 「理想の学校教育の実現を目指 して （提言）」平成20

年10月

〇三重県教育委員会 「教職員の総勤務時間の縮減に係る指針」平成17年 ３月

○愛知県教育委員会 「校務運営に関する改善状況について」平成17年 ３月 （平成21年 ３月見直 し）

○兵庫県教育委員会 「教職員の勤務時間適正化対策プラン」平成21年 ３月

○香川県教育委員会 「校務運営に関する改善状況について」

○教職員の勤務の実態や意識に関する分析検討委員会 （沖縄県教育委員会）「教職員の勤務の実態や意識に
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関する調査報告書」平成20年12月

第２節　超過勤務縮減の取組事例

各都道府 県教育委員会での超過勤務縮減に向けた事例を整理すると，次の ８点に関してそれぞれ取 り組

んでいることが指摘できる。①事務処理の効率化，②ＩＣＴ （情報通信技術）の活用，③校務の縮減，④研修 ・

調査の縮減，⑤勤務時間管理，⑥部活 動の負担軽減，⑦学校行事 ・事業の見直 し，⑧ 保護者 ・地域への対

応。以下，それぞれについて簡単にその概要と個別の施策を紹介する。

第 １項　事務処理の効率化

これは，事務処理の効率化を図ることで，教員が事務に要する時間を軽減 しようとする取 り組みである。

具体的には， 「学校の業務改善の取組について、学校評価の項 目として設定」 （茨城県）， 「民間の経営コン

サル タン トの監修のもと、他校でも実践できる 『学校業務改善マニュアル』を作成」 （兵庫県）， 「主幹教諭

の配置 （教頭の負担軽減のため）」 （静岡県），「事務職員の加配、事務の共同実施」 （静岡県），「記載事項や

添付書類など、様式の簡素化」 （北海道） といった改善策があげられている。

第 ２項　 ＩＣＴの活用

インターネッ トなどを活用す ることで，業務 を効率化 して時間的負担の軽減を図ろうとする取 り組みで

ある。たとえば，「書類の電子化、電子媒体での提 供 ・提出」 （兵庫県）， 「教育総合ネ ットワークの構築」，

「教職員一人 １台パ ソコンの配備」，「指導要録等表簿類の電子データ化」， 「教職員間での知識 ・技術の共

有化」 （以上、静岡県）などの方策が検討 されている。

第３項　校務の縮減

会議や委員会に関する業務や校務分掌の見直 し，児童生徒の指導に直接関連 しない業務の見直 しな どに

より，教員の業務量の軽減を図ろうとする取 り組みである。具体的事例 として，「校務分掌のための委員会

組織 の必要性について見直 し」（静岡県），「児童生徒の指導に直接かかわ らない業務について、外部委託化」

（静岡県）， 「会議回数 ・時間の縮減などを目標 として設定」 （茨城県），「定例 ・恒常的業務に係る事務処理

については、マニュアル化」 （愛知県），「校務分掌組織 を統廃合」 （香川県）， 「学校 と教員委員会 との業務

分担の見直 し」 （北海道）である。先に述べた事務処理の効率化のみならず，業務それ 自体を縮減す る方向

性の施策である。

第 ４項　研 修・調査の軽減

教員の事務量が増加 している背景 として， 研修や調査に関する負担が指摘 されることがある。この点に

関 しては， 研修・調査の軽減を図ろ うとしている都道府県も少なくない。 「県教育委員会 ・校長会による研

修の見直 し・廃止と出張回数の軽減」（兵庫県），「調査、教職員の出席する会議、指定研究について見直 し、

調査については隔年実施を検討」 （静岡県），「実施時期の調整」 （北海道）な どがあげられ る。単に 研修・

調査の頻度や回数を減 らすだけでな く，実施時期についても検討する余地はあるだろ う。 
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第 ５項　勤務時間管理

勤務時間の管理については勤務実態調査の結果でその実態が多様であることが明 らか となっている。現

在，都道府県 レベルではい くつかの方策が掲げ られている。その うち複数の県では 「定時退校 日 （ノー残

業デー）」の必要性が指摘されている （沖縄県、兵庫県、愛知県な ど）。また， 「ノー会議デー」 （兵庫県），

「休息時間の確保」 （三重県），「有給休暇の取得促進」 （三重県など），「全教職員が 『記録簿』『従事時間申

告表』を記載 し、管理職が勤務時間の割振変更を適正に行 うよ う周知徹底」 （兵庫県） といった改善点があ

げられている。

第６項　部活動の負担軽減

勤務実態調査の結果か らは，中学校における部活動指導が教員の長時間勤務の一因となっていることが

指摘できる。部活動に関 して教員がどのように関わるべきか難 しい問題であるが，少なくとも都道府県 レ

ベルでは，「ノー部活 動 日等を設ける」 （沖縄県 ・兵庫県）， 「指導者派遣を含めた外部指導者の活用方策や

学校への支援策について検討」 （北海道）など，部活 動の時間的負担の軽減 と外部指導者の活用が課題 とな

っている。

第 ７項　学校行事 ・事業の見直 し

学校週 ５日制によって学校行事の精選が課題 となっていることもあって、学校行事や事業の見直 しに言

及 されている場合も少なくない。 た とえば、「悉皆事業について検証 し、各市町や学校の実態を鑑み、希望

や選択可能な事業については、希望制や選択制を可能 とする等、実施方法を検討」 （兵庫県），「校務 ・学級

事務の時間を確保するため、月 ２週間をノー行事週間とする」 （香川県）， 「新たに行事等を実施する場合は

既存の行事等 との関係 を整理」 （愛知県） といった取 り組みが行われている。

第 ８項　保護者 ・地域への対応

これまでに挙げた対策の他に，保護者 ・地域への対応の工夫や，あるいは保護者 ・地域の協力を得るこ

とで教員の業務量の軽減につなげようとする試み もみられ る。例を挙げれば，「給食費等における督促業務

は、学級担任以外への移行を検討」（茨城県、兵庫県），「苦情処理担当、保護者対応への行政サポー トなど、

市町組合教育委員会の行 う支援システム等について検討」 （兵庫県），「学校支援地域本部事業の活用」 （北

海道）， 「部活 動における保護者や地域住民、社会教育団体等 との協力 ・連携について検討」 （北海道）とい

った方策が提言 されている。

第 ３節　まとめと今後の課題

最後に都道府県の取 り組みの傾向をまとめ，簡単に今後の課題を述べておきたい。

まず最近の傾向 としては，教員勤務実態調査を契機に、検討をはじめる都道府県教育委員会が増加 して

いることである。今後，都道府県レベルだけでなく，市町村 レベル，あるいは学校独 自の取 り組み も増 え

ていくもの と思われ る。今後，各自治体 ・学校での取 り組みの際に参考となるような事例を収集 ・蓄積す

るとともに，各地の実務担 当者に 情報を提供 していくことが求められる。

今回具体的に収集 した事例をまとめた ところ，①事務処理の効率化，②ＩＣＴ の活用，③校務の縮減，④
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研修 ・調査の縮減，⑤勤務時間管理，⑥部活動の負担軽減，⑦学校行事 ・事業の見直 し，⑧保護 者 ・地域

への対応 といった点に関す る取 り組みが観察された。いずれ も，財政的措置が厳 しく限定 されている中

で，第 １に間接的な業務の効率化 ・合理化，第 ２に学校外部の リソースの活用，とい う２点を重視 した方

策が打ち出されているよ うに思 う。 この中には予算や人員措置を必要 としない施策 （④ ⑤⑦など） もあれ

ば，詳細な検討 とコス トが不可欠な施策 （②⑥など）もあるが，現時点での事例を類型化すると以上のよ

うに要約できるよ うに思われ る。 さらに今後，新 しい施策が打ち出され ることもありうるだろう。

ここまでみたように，教員勤務実態調査の結果を受 けて現在では各都道府県で様々な施策が行われてい

るよ うになってきている。 しか し自治体の財政状況が逼迫 している中で，現状では教職員の大幅な増員や

予算の増大といった抜本的な対策は難 しいのが現状である。人員や財政の拡充による負担軽減が困難な状

況において，どのように負担を縮減す るかが今後の大きな課題である。間接業務の効率化 と学校外部の リ

ソースの活用 とい う方向性は現状の制約の中では合理的な施策であると筆者は考える。他方，ＩＣＴ の活用

などは一定の投資は必要であるが，その対費用効果を考えればよ り優先順位を高めて導入を進めてもよい

と考える。

今回検討 した都道府県 レベルでは様 々な工夫が行われていることが明らかとなった。 しか し依然 として，

増大す る仕事量 と厳 しい人的 ・財政的制約の中で業務を縮減するとい う，困難で二律背反的な取 り組みが

求められているのも事実である。現状では短期間での劇的な改善は難 しいかもしれない。 ただそのよ うな

状況にあるか らこそ，自治体 ・学校における事例の蓄積 ・共有を着実に進めていくことが重要である。

〔付記〕

本章の事例収集にあたっては，佐藤 智子氏 （東京大学大学院教育学研究科博士課程）に多大なご協力を

賜った。記 して感謝申し上げたい。
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公立小学校 ・中学校のタイム ・マネ ジメ ン トの現状

～教 員勤務実態調査 の再分析か ら～

○青木栄一 （国立教育政 策研 究所）　 川 上泰彦 （佐 賀大学）

小入羽秀敬 （東京大学大学院生）　佐藤智子 （東京大学大学院生）

○鈴木 尚子 （Benesse 教育研究 開発セ ンター）

○樋 口　健 （Benesse 教育研究 開発セ ンター）

１． 課 題 設 定

本報告 は学校 にお けるタイム ・マネ ジメ ン トの観 点か ら教員 勤務 実態調 査 （＊） の再分

析 を行 い、教員の勤務実態 を明 らか にす る とともに、学校 で どのよ うな タイ ム ・マネ ジメ

ン トが可能 かを分析す るこ とを 目的 とす る。

1990年 代以降、自律 的学校経営 の推 進が 中央政府や 地方政府 の教育改革原理 の一 つ とな

り、経 営体、経営者 としての学校や 学校管理職 に研究 の焦点が 当て られ てきた。 わ が国の

学校経 営論が着 目したマネ ジメン トの対象 と しての 「資源 」等 とは教育課程 、文化 、人間

関係 、情報 、財務、設備備 品な どであ った。 これ らはいわ ゆる 「ヒ ト ・モ ノ ・カネ」 に関

連す る ものである。一方で資源 と しての時間 に着 目す る ことはそれほ どなか った （図表 １）。

さらに、教員 の労働 時間に関す る研 究は存在す るものの、そ の多 くは多忙化 に起因す るバ

ー ンア ウ トにつ いて分析す る ものであ る。 そ もそ も教員 の労働 時間 を実証 的に検証す る試

み 自体が端緒 に就 いたばか りである。 そ こで、本報告 では実証 的な教員 の労働 時 間デ ー タ

を用 いて、資源 としての時間に着 目 し、学校 にお けるタイ ム ・マネジ メン トを論 じる。

本 報告 の構成 は以 下の通 りであ る。 １で課題 設定 を行 うとともに先行研 究 を概 観す る。

２で職位 の違 いが業務 に どの よ うに反映す るか を行 為者 率 （＊＊） とい うデー タに よ り明

らかにす る。 ３で中学校 の部活動 指導 と 小学校 の給食 指導 の多様 性 を明 らか にす る。 ４で

教員 の属性 の違い と業務 の多様性 につ いて分析す る。 ５で学校 ご との状 況の違 い と業務 の

多様性 について分析す る。

以上 の分析結果か ら得 られた本報告の結論 は次 の通 りで ある。第 １に教員、学校 の労働

時間 はきわめて多様であ り、それぞれの属性 の違 いな どが反映 して いる。第 ２ にそ の多様

性 を可視化 した上 での タイム・マネジメ ン トが必要で あ り、特 に学校 管理職 の果たす役割 が

重要で ある。 なお 、本報告中の図表の 出所 は参 考文献 と して記載 した2種 類の報告書 ある

いは再分析結果 か ら新たに報告者が作成 した ものであ る。

（＊）教員 勤務 実態 調査 ：平成18年 度文部 科学省 委託調査 （国立大学法 人東京 大学2007）

（＊ ＊）行 為者 率 ：ある集 団にお いてあ る行為 を した者 の割 合 の こと （国立 大学法人東京

大学2008）
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【図表 １】先行研 究一覧

教員の労働に関する研究

隣接諸科学における労働研究

学校経営論 ：マネ ジメン トの対象 としての資源 等 に着 目した研 究

（出所 ：報告者作成 （小入羽））
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２． 職位別の 業務実態

学校組 織 にお ける職位 の上昇 （教諭→ 主任 層→教頭 ・副校長→ 校長） は、そ のまま 日常

にお ける業務 の違 いに反 映 され る。校 内での職位 上昇 に応 じて、教員 の中心的な業務が 「指

導」か ら 「学校運営」や 「外部 対応 」へ と変化す る。

教諭 は 「授業」 「授 業準備 」 「生徒指導 （集団）」の行為者率 が高 く、昼 も休 憩が取れ てい

ない （図表 ２ ・３）。

教務主任 は教諭 に比 べて 「学校経営」や 「事務 ・報告書作成 」が増 える一方で 「授業 」「授

業準備」 「生徒 指導 （集団）」 「部活 指導 」 も多 く、業務が多岐 にわた る （図表 ４ ・５）。

教頭 ・副校長 は教務主任 よ りも 「事務 ・報告書 作成」や 「会議 ・打 ち合 わせ 」が増 え、

さらに 「保護 者 ・ＰＴＡ 対応 」 「地域対応 」 「行政 ・関係 団体対応 」 も増 える。た だ し教務 主

任 ほ どで はない もの の、 「授業 」 「生徒 指導 （集 団）」 も行 い 、業務 が さらに多岐 にわた る。

校 長は 、教頭 よ りも 「学校外 での会議」や 「行政 ・関係 団体対応 」が増 えて 「事務 ・報

告書作成」 の業務 は減 少す るが 、全体 的には 「生徒指導 （集団）」 を除いて学校運営や 外部

対応 に特化す る （教頭 ・副校長 ：図表 ６ ・７、校 長 ：図表 ８ ・９）。

これ らの結果 は、学校組織 で は職位 に応 じて業務構成 が異 な り、 タイ ム ・マネ ジメ ン ト

の改善 もこれ を前提 に取 り組 む必要 があ るこ とを示 してい る。特 に主任 層や 教頭 ・副校 長

の業務 には児童 ・生徒 に対す る 「指 導」的な業務 と組織 運営的な業務が併存 してい るた め、

こ うした複雑 な業務構成 を念頭 にお く必要 があ る。 また教頭 ・副校 長や校長 に比べ て、教

諭や主任層 の業務構 成 は小 学校 と中学校で違 いが 目立 ってお り、 これ らの タイ ム ・マネ ジ

メン ト改善においては学校種 の違 い も十分考慮す る必要 があ る。

①教諭

【図表 ２】小学校 教諭 （業務分類別） 【図表 ３】中学校教諭 （業務分類別）

（出所 ：国立大学法人東京大学2008、 以下

このセ ク シ ョン 同 じ。）
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② 主任 層 （教 務 主任 ）

【図表 ４】 小学 校 教 務 主 任 （業務 分類 別 ）

【図表 ７】 中学 校 教 頭 ・副校 長 （業務 分 類

別 ）

【図 表 ５】 中学 校 教 務 主任 （業務 分 類別 ）

④校長

【図 表 ８】 小 学校 校 長 （業務 分 類 別 ）

③ 教 頭 ・副校 長

【図 表 ６】小 学校 教頭 ・副 校 長 （業 務 分 類

別 ）

【図 表 ９】 中学 校 校 長 （業 務 分 類 別 ）
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３． 部活 動 指 導 と給 食 指導 の 多様 性

運 動部 顧 問の 方 が文化 部 顧 問 よ りも活 動 日数 が 多 い。 運 動部 顧 問や 文化 部顧 問そ れ

ぞれ で も活 動 日数 は多様 で あ る （図表 １０ ・１ １）。 また 、給 食 時 間 か ら昼 休 み に か け

て の時 間 で は学年 差 お よび 担任 の有 無 に よる差 が確 認 で き る （図 表 １２）。

【図表10】 運動 部顧 問 の期 別 活 動 率 （勤務 日）

出所 ： 「教員勤務実態調査」デー タより報告者 （小入羽）作成


【図表11】 文 化 部顧 問 の期 別 活 動 率 （勤務 日）


出所 ： 「教員 勤務実態調査」デー タより報告者 （小入羽）作成 
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【図表12】 昼 にお け る小 学校 担任 の生 徒指 導 （集 団） 従 事 率100％ の分 布 （第 ４期 ）

出 所 ： 「教 員勤務実態 調査」 デー タよ り報 告者 （小入羽） 作 成

４． 教 員の 残 業 時 間

勤務 日一 日当 た り残 業時 間 デー タ ：（図表出所 ：教員勤務実態調査データから報告者 （鈴木）作成）

残 業 時 間量 の 中央 値 は 平均 値 と同 じか 下 回 る。 平 均 値 よ り短 い教 員 数 の方 が多 く、一 部

の教 員 が長 時 間残 業 を行 う。 個 人 差 が 大 き く平均 値 のみ の議 論 で は 実態 と乖離 す る。

■学 校 内の役 割

【図 表13】 職位 （校 長 、 教 頭 ・副 校 長 、 教諭 、 講 師 ） に よ る残 業 時 間 量 の 差

※ 箱 内 の 数 値 上 段 は 平 均 値 、 下 段 は 中 央 値 を 示 す （以 下 、 同 じ）。

－129－



■個人 の属性

年 齢 （経 験 ）：「25歳 以 下 」か ら 「56－60歳 」 と年 齢 が 上 が る に つ れ 、残 業 時 間 が 減 少 。

【図表14】 年 齢 （経 験 ） に よ る残 業 時 間 量 の 差 （教諭 の み）

■家庭での役割

一 番 下 の子 どもの年 齢 ：子 どもの 有 無 に よ り大 きな 差 が観 察 で き る。

【図表15】 一番 下 の子 ど もの年 齢 に よる残 業 時 間量 の差 （教 諭 のみ ）

5． 学 校 単 位 の 残 業 時 間

学 校 単 位 での 残 業 時 間 に影 響 を与 え る と思 われ る諸 要 因 との 関連 を 明 らか にす る。 特 に

学校 経 営 の課 題 の 明確 化 を念 頭 に 、 日常 的 な タイ ム ・マ ネ ジ メ ン トに よっ て介 入 し得 る内

部 の諸 要 因 に重 点 を置 い た。 具 体的 に は① 教 育 ・研 究 活 動 （パ ソ コ ン利 用 の活 発 さ、研 究
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校 指 定 の 有 無 ）② 保 護 者 と学 校 の か か わ り （ＰＴＡ 活 動 の活 発 さ）③ 直 接 的 なマ ネ ジ メ ン ト

（出退 勤 管 理 の 方法 ） で あ る。 これ らの 要 因 ご とに 学校 単位 で の残 業 量 を記 述 統 計 レベ ル

で把 握 し比 較 した （平 均 値 、中 央値 、標 準 偏 差 ）。ま た 、学 校 の残 業 時 間 に影 響 を与 え る基

底 的 要 因 と して学校 規 模 との かか わ りにつ い て も分 析 した （図 表 １ ６）。

「研 究 指 定校 の 有無 」 で は 、 小学 校 、 中学 校 とも に、研 究校 に 指 定 され て い る学校 群 の

ほ うが 平 均値 、 中央値 、標 準 偏 差 と もに指 定 され てい な い 学 校 群 よ り高 か った 。 た だ し、

中学 校 と小学 校 それ ぞれ で 「あ て は ま る」 と 「あ て は ま らない 」 の 平 均 値 、 中央 値 、標 準

偏 差 の差 を見 る と、 中学校 よ り小 学 校 の ほ うが いず れ も大 きい。 つ ま り中学 校 以 上 に小 学

校 の ほ うが 、研 究 校 指 定 の 有 無 が残 業 時 間 の長 短 に及 ぼす 影 響 の度 合 が大 き い可 能 性 が あ

る。「パ ソ コンの活 用度 合 い 」で は 、小 学 校 、中学 校 とも に 「や や あ て は ま る」学校 よ り 「あ

て は ま る」 学校 の ほ うが平 均 値 、 中央 値 ともに 高 く、標 準偏 差 も同様 で あ る。 デ ー タ の性

質 上 、 これ が 因果 関 係 を示 して い る とは言 い切 れ ず 、 パ ソコ ン を活 用 す る学 校 で は元 来 多

忙 で あ った可能 性 もあ る。

「ＰＴＡ 活 動 の熱 心 さ」 で は、 特 に 中学 校 にお い て ＰＴＡ 活 動 の 熱 心 さの度 合 い に応 じて

残 業 時 間の 平均値 が低 くな る傾 向 が 明確 で あ る。 しか し、 そ の 一 方 で 標 準 偏 差 に お い て は

「あ て は ま る」層 の値 が最 も高 い こ とか ら学 校 に よ りば らつ きが あ り、ＰＴＡ や 保護 者 の 力

を 効 果 的 な学校 運 営 に どの よ うに活 用 す る か が課 題 で あ る こ とを示 して い る。「退 勤 時 刻 の

管 理 方 法 」 につ いて は 、 小 学校 、 中学 校 と もに 「何 もお こな っ てい ない 」 学 校 よ り 「報 告

や 点 呼 、 目視 な ど管 理職 に よ る退 勤 管理 」 を実施 して い る学 校 の ほ うが 、平 均 値 、 中央 値

と もに高 い。 また標 準 偏 差 にお い て は 明 確 な 差 異 は な い。 管理 職 に よ る積 極 的 な退 勤 奨 励

は学 校 種 に よ らず一 定 程 度 効 果 が 見 込 まれ る とい え る。

「学校 規模 」 との か か わ りで は 、小 学 校 、 中学 校 とも に学 校 規模 に よ って 、 特 に 小 規模

校 の残 業 量 が 小さい点 が確 認 で き た 、学 校 の人 数 規 模 に即 した 学 級 数 、教 員 数 な ど組 織 規

模 が 業 務 量 、勤務 時 間 に反 映 して い る こ とが想 定 され る。 た だ し、 小規 模 で はや は り小 学

校 、 中学 校 ともに標 準 偏 差 の値 が 大 き く、状 況 は 多様 で あ っ た。 小 規 模 校 で あ る ほ ど含 ま

れ る教 員 サ ンプル数 が 少 な い た め 、 学 校 の 平 均値 が ご く少数 の長 時 間残 業者 の影 響 を受 け

る 可 能 性 が あ り、それ が 学 校 間 の 数 値 の ば らつ き を拡 大 させ て い る可 能性 が あ る。 た だ し

それ 以 外 の規模 特 有 の経 営 課 題 が 存 在 す る可 能 性 も あ り、 この ば らつ き を説 明 す る主 要 因

は本 研 究 か らは一概 に は い え な い。 中学 校 で は 、学 校 の規 模 と残 業 時 間 の 相 関傾 向 が よ り

明瞭 で あ っ た。

これ らの 結 果 か ら、主 と して 次 の ３点 が指 摘 で き よ う。全 体 と して は 、平 均 値 、中央 値 、

標 準 偏 差 い ず れ の項 目にお い て も 小学校 よ り中 学校 の値 が 大 き い。 この こ とは小 学 校 よ り

中学 校 にお い て部 活 道 な どの残 業 を生 み 出 す 要 因 が様 々 に存 在す る こ と。 これ に よ り実際

に生 じる残 業 の状 況 に も学校 に よ るば らつ きが あ る こ とを示 して お り、 よ り中 学校 にお い

て タイ ム ・マ ネ ジ メ ン トの 余地 が あ る。次 に、「退 勤 時 刻 の管 理 」 とい った す ぐに で も実行 
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可能 な取 り組 みや 、学 校 の業 務 活 動 をサ ポー トす る ＰＴＡ （保 護 者 ） か らの支 援 活 動 の創 意

工夫 等 につ い て 、個 々 の学 校 で の タイ ム ・マ ネ ジ メ ン トの 余 地 が あ る とい え る。 さ らに、教

育活 動 や 業務 改 善 にお け るパ ソコ ン活 用 の 在 り方 や研 究校 指 定 され た学 校 の負 担 の在 り方 、

学 校 規模 に よ る経 営課 題 の差 異 につ いて は 、 さ らに実 態 の解 明 と行 政 も交 え た課 題 克 服 ・

方 法 論 の 検 討 が 必 要 で あ る。

【図表 １６】 主 な要 因 別 に み た残 業 時 間 （記 述 統 計 ）

（出所 ）「教員勤務 実態 調査」 再分析 結果 よ り報 告者 （樋 口）作 成

（注 ） 上 記 『パ ソ コ ン の 活 用 度 度 合 』 に お け る 「あ ま り あ て は ま ら な い 」、 「ま っ た く あ て は ま ら な

い 」、 『ＰＴＡ 活 動 の 熱 心 さ 』 に お け る 「ま っ た く あ て は ま ら な い 」、 『退 勤 時 刻 管 理 の 方 法 』 に お け る

「出勤簿 への押印な どで退勤 管理 」、 「タイム カー ドな ど退 勤時刻 の記 録」 につい ては 、回答 が ごく

少数 につ き割愛 した。

6． 参 考 文 献 （図 表 １に 掲 げ た もの を 除 く）

国 立 大学 法 人 東 京 大 学 （2007） 『教 員 勤 務 実 態 調 査 （小 ・中学校 ）報 告 書』

国 立 大 学 法 人 東 京 大 学 （2008） 『教 員 の 業務 の 多様 化 ・複 雑 化 に対 応 した業 務 量計 測 手 法

の 開発 と教 職 員 配 置 制 度 の設 計 』 （第 １分 冊 ・第 ２分 冊 ）

付記

本 報 告 の うち 、意 見 にわ た る部 分 は報 告 者 の所 属機 関 な らび に文 部 科 学 省 の公 式 見 解 で は

ない。 
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教師の労働分析

－ 大規模 デー タを用いた可視化の試み－

川上　 泰彦 （佐賀 大学）

1． は じ め に

教師の多忙 （多忙性、多忙化、多忙感等）に

ついては、すでに多 くの研 究者が指摘 ・分析を

行っている。 しか し、教師の多忙を理解す る上

で重要であるはずの勤務実態デー タの収集につ

いては、教師の労働を一義的に把握す ることの

難 しさや、大量 ・長期間にわたる勤務記録 をデ
ー タ と して収 集 す る こ とにつ いて想 定 され る技

術的 な難 しさな どのた め、 あま り多 くは取 り組

まれ て こなか った。 この こ とは 、教師 の労働 や

多忙 を理解する際に不可欠であるはずの定量的

なデー タが、それ ほど多 くは蓄積 されてきてい

なかったことを意味す るもので もある。

そこで本報告は、平成18年 度 に全 国規模で実

施 された教員の労働時間に関する調査 （平成18

年度実施 「教員勤務実態調査」〔文部科学省委託

調査 〕）のデ ー タを もとに、教 師 の 日常 的 な労働

につ いて可視 化 を試 み る。 また この調 査 が長期

間 （６ヶ月間） に わた って行 われ た こ とに も着

目 し、教 員 の労働 が時期 の変 化 に応 じて ど う変

化 してい るのか につい て も考察 を試 み る。

2． 「普 通 の一 日」 の 勤 務 実 態

まず 、学 校 にお け る 「普通 の一 日」 の業務 を

可視化 す るた め、11月 （期 末業務 や学 校行 事 の

影響 が少 な く、長 期 休 業期 間 に も該 当 しな い）

の勤務 実態 に着 目した。

教員の勤務を示す指標 として 「時間帯別行為

者率」（特定の時間帯 に特定の業務に従事 してい

る者の比率）を用い、小学校教諭 と中学校教諭

それぞれについて １日 （24時間）の勤務状況の

変化 を整理 した （紙幅の都合で図表 は省略）。

これにより教師の勤務の状況が概観できたほ

か、学校種 （小学校か中学校か）の違いな どに

起因す る勤務状況の違いも整理で きた。

3． 時期 に応 じた	 「業務」の変化

で は こ う した 「普通 の一 日」 の勤務 状 況が 年

間 を通 じて維 持 され るのか とい うと、そ うで は

ない。 そ こで次 に、 時期 の変 化 に応 じた業務 構

成の変化について も整理 した。

長期休業期間中 （８月） と期末業務期間 （12

月）と学 校行 事期 間 （９月 ）の勤務 につ いて 、「普

通 の時期 」と考 え られ る11月 の勤 務 と比較 した。

まず 、「行 為者 率 」 （あ る特 定の業 務 に １日30

分以上従事 した者 の比率）を比較 した結果は、

以下の通 りであった。

項目別行為者率【小学校教諭・勤務日】

項目別行為者率【中学校教諭・勤務日】

項目別行為者率【小学校教諭・休日】
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項目別行為者率【中学校教諭・休日】 項 目別行為者平均時間【中学校教諭・休日】

また 「行 為者 平均 従事 時 間」 を比 較 した結果

は、 下記 の 通 りとな った。

項 目別行為者平均時間【小学校教諭・勤務 日】

項 目別行為者平均時間【中学校教諭・勤務日】

項 目別行為者平均時間【小学校教諭・休 日】

これ らのグラフからは、学校 ・教師の勤務内

容が時期的に変動 している様子を読み取 ること

ができる。また 「行為者率」 と 「行為者平均従

事時間」を見比べることによって、それぞれの

業務の特徴 （特定の教員が長時間従事す るよう

な性質 を備 えているか否か）について も見分 け

る こ とが可 能 で あ る。

そ して 、勤務 内容 の時 期 的 な変動 につ い ては 、

勤 務 日の 労働 のみ な らず休 日に も影 響 が及 ん で

い る とい う様 子が 示 され てい た。

4． ま と め

以上のような教員の勤務実態 を可視化す る試

みにより、まず教師の 「普通の一 日」の労働像

が明 らかになった。24時 間にわたる時間記録を

大量 ・長期間に取 ることで、平均的な 「日本の

教師」の労働 を整理することができた。

ただ し、残業時間や持 ち帰 り時間については

個人 差 が 大 きい こ とが 同 時 に判 明 して い るた め 、

これ を どの よ うに分 析 して ゆ くの かに つい て は

課題 を残 して い る。 た だ し、そ うした 「幅 広 い

個人差」の存在 を定量的なデー タに基づいて指

摘できた とい うことも成果の一つ と言えよ う。

そ して長期間にわた るデータを収集 したとい

う特徴 を活 か して期間別に勤務状況を比較 した

結果、教師の労働は時期に応 じても変動 してい

る とい うことが明 らかになった。そ して この変

動 は、勤務 日と休 日のいずれに も影響 を与えて

いた。

なお、上述 した教員の勤務実態 については広

く 「教諭」の １ヶ月単位 の勤務 を整理 したもの

であるため、 さらなる細分化等を通 じて知見を

精緻化 してゆ く余地が十分に残 されている。 ま

た これまで蓄積 されてきた教師の労働 に関す る

研 究 （特に教室 レベルな どで行われてきた よう

な定性的研究）の知見 とあわせた検討を進める

ことで、教師の労働分析 を更に進めてゆ く可能

性 も指摘できるのではないだろ うか。
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小 学 校 教 諭 の 業 務 の 実 態

給 食 指 導 と 昼 休 み に 着 目 し て

小入羽秀敬 （東京大学大学院 ・院生）

1． 課 題 設 定

本報告 は、給食 指導 と昼休み の時間帯に

お ける小学校教諭 の業務の実態 を描 き出す

ことを目的 としてい る。

近年、教員 の多忙化 が指摘 され てい るが、

「多忙」の性質は小 ・中学校 で異 な る。 た

とえば中学校教員 は授業時 間の間に 自 らの

裁量 で行 う業務 を選ぶ こ とができ る 「空 き

コマ」が存在す るの に対 し、小学校 教員は

学級担任制であるために前述 した よ うな

「空きコマ」はな く、 自分 の裁 量で行 う業

務 を選ぶ ことができる時間は主に給食指導

と昼休み の時間帯 となる。

この よ うに、小学校教諭 の勤務 形態 にお

いて昼の時間の使 い方がキーポイ ン トとな

るのではないか と考え られ る。休 憩時間 の

確保 、授 業準備時間な どを この時間 に取 る

ことも可能 と言 えよ う。

次期学習指導要領で も小学校の総授業 時

間が現行 よ りも低学年で約70時 間、 中高学

年 で35時 間増加 し、教員が担 当す る一 日の

授業 時間数が多 くな る。授業時 間の増加 と

ともに昼 の時 間の使い方は教員 に とって さ

らに重要 とな って くると考え られ る。 しか

し、給食 時間 の取 り組みに関す る研 究は基

本的 に児童 の喫食環境や喫食状況の改善 に

主眼が置 かれ てお り、教員 の一 日の勤務 の

中での給食 時間や昼休み のあ り方 とい う観

点か らの議論 は基本 的にな され て来 てい な

い。そ こには教員 が昼の時間帯 に どの よ う

な業務 に従事 してい るのか とい う数量 的な

デー タが不足 していたた めで ある とも考え

られ る。

そ こで本報告 は、平成18年 度 に実施 され

た文部科学省委託調 査で ある 「教員勤務 実

態調査」 のデー タをも とに した再分析 と平

成20年 度 に行 われ た市立小学校 に対す る学

級担任 へのイ ンタ ビュー調 査 を もとに して、

小学校教諭 が給食 指導や昼休み の時間帯に

どのよ うな業務 を行 ってい るのか とい うこ

とを示す。

2． 分 析

第 １に、小学校 教諭 の給食指導お よび昼休

み の業務 について数量的 に分析 を行 う。具

体 的には11時 か ら13時 までの時間帯 にお け

る小 学校 教諭の業務 を詳細 に検討す る。

す べての教員 が同一の業務 に従事 してい

るわけでは な く、教員 の属性 ご とにそ の働

き方が異 なる と考 え られ る。 ここでは担任

の有無 と担 当学年別 に着 目した分析 を行 う

こ とで業務 の差 を明 らか にす る。

担任は給食指導や清掃 にどの程度従事す

るのか、 給食や清掃以外の業務にどの程度

従事 しているのかに着 目した分析を行って

い る。次ペ ージの図の よ うに、学年 ごとの

特徴 として、低 学年 は昼 の時間帯に給 食指

導 のみ に従事す る教員 が多 いのに対 して、
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出 所 ： 「教 員勤 務実態 調査」 デー タ より報告者 （小入羽） 作 成

中学年や高学年 にな る と給食指導以外 の業

務 に従事す ることがで きる教員 も多 く確認

で きるよ うにな る。

第２にインタ ビュー に よる教員 業務 の分

析 である。平成20年 度 に行われ た佐賀 市立

小学校 へのイ ンタビュー調査 によって得 ら

れたデータを用い る （国立教育政策研 究所

『教員業務 の軽減 ・効率化 に関す る調査研

究報告書』）。 このイ ンタ ビュー調査 は低 学

年 、中学年、高学年 の担 任 に対 して４校 時終

了後か ら５校時の始 まる時 間 までの教員の

勤務実態 について詳細 に質 問 した。 勤務実

態調査 は30分 ごとに従 事 していた業務 につ

いて明 らか にしてい るが、給 食時間や 昼休

み では よ り短い時間での業務 を行 ってい る

ことがわ かる。勤務 実態 デー タの分析結果

に加 えて よ り短い時間での業務内容 を分析

す るこ とに よって学年間の業務内容 の違 い

について明 らかにす る。

3． 考 察

以上 の よ うに、本報 告 では特 に教員 が 自

分 の裁量 で従事す る業務 を選 ぶ こ とがで き

る昼の時 間帯 に着 目 したが 、勤務実態調 査

の再分析 とイ ンタ ビュー調査 の結果 か ら担

任 の担 当す る学年 ご との差 を見い だす こ と

がで きる。担 当す る学年が低学年 であれ ば、

担 任 は児 童 に接す る時間 が高学年 と比較 し

て長 くなる ことは推 測で きる。そ の一 方で、

高学年 で あれ ば児 童か ら物理 的 に離れ る時

間 を作 るこ とも可能 とな り、給食指 導以外

の業務 に従事す る時 間を昼 に確保 で きてい

る高学年 の担任 を確 認す るこ とができ る。

小学校 教諭 の勤務 につ いて考 え る際 、担

当す る学年 につい ての考察 は必要 不可欠 で

あ り、小学校 教諭 の多忙 化 を考 え る上 で重

要 な論 点 とな る。 小学校 教諭 の健康 問題 な

どが重要 な問題 となって きてい るが 、それ

らを考 え る上で も学年 ご との持 つ勤務 の特

徴 を考慮 した分析 が必要 とな るこ とが指摘

で きる。
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部活動顧 問の勤務 実態－活動 日数及び活動時間に着 目して－

小入羽秀敬 （東京大学大学院生）
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顧問の部活動における勤務実態
－ 活動 日数及び活動時間に着 目して－

小入羽秀敬 （東京大学大学院 ・院生）

1． 課 題 設定

本報告では顧問の部活動 における勤務実態を、顧問の １週間当た りの活動 日数 と １日当た

りの活動時間を算出す ることに よって明 らかにす ることを 目的 としている。

教員の多 忙に関す る議論 は多 く指摘 されて きてお り、多 忙の要因の一つ として部活動が挙

げ られ ることが多い。中学校 において部活動は生徒 の発達上必要不可欠な もの とい う位 置づ

けであ り、部活動 が生徒 に与 える影響 を検討す ることが多い。 しか し、その一方で部活動 が

教員の勤務時間の増加を招いている とい う事実 もある。地方 自治体において も部活動 による

時間的な負担を軽減す るための行政施策を検討 されてきてい ることか らもわかるよ うに、教

員の多 忙化軽減の手段 としての部活動時間の減少 は重要な論点 とな り得 る。

しか し、大半の部活動に関す る研究は 「生徒の発達」の観 点で行われて きているため、教

員の業務全体の中の部活動 の位 置づ けは考慮 され てこなかった。 しか し、平成18年 度 に実

施 された文部科学省委託調査である 「教員勤務実態調査」の結果お よびその再分析 の結果 （東

京大学 『教員の業務 の多様化 ・複雑化に対応 した業務 量計測手法の開発 と教職員配置制度の

設計』2007） な どか らも教員の勤務に 占める部活動の割合の高 さを読み取 ることができ、教

員の多忙化軽減策の一つ と しての部活動 の軽減が 自治体 関係者や研 究者か ら提 出 され るよ

うになった。

このよ うに課題 として認識 されてきている教員 の部活動 の活動時間の長 さであるが、今ま

で検討 してきたことは顧問が従事 していた平均時間であった。顧 問に関す る施策 を考える上

では平均時間に加 えて活動時間のば らつきや顧 問の属性 を考慮 してい く必要が ある。例 え

ば、ほぼ毎 日、長時間の部活動 を行 っている顧問が占める割合や 、顧 問であ りなが らほ とん

ど活動 していない教員の割合な どを明 らかに して顧 問の勤務実態 をよ り精緻化 してい くこ

とが求め られて くると考え られ る。

特に本報告では、平成18年 度の 「教員勤務実態調査」の個票デー タを もとに した再分析

と平成20年 度に行われた市立 小学校に対す る学級担任へのイ ンタビュー調査をもとに して、

顧 問の部活動における勤務実態を明 らかにする。

2． 分析

本報告ではデー タ分析 とイ ンタビューか ら顧 問の勤務実態について検討す る。まず 、勤務

実態調査 の再分析に よる部活動顧問の勤務実態分析である。具体的 には次 の ３点について分

析す る。一つ 目は活動率の算出である。本報告 が分析 してい るデータは月 ごとの集 計である

ため、一 ヶ月の うち部活動に従事 した 日を算出 して顧 問の部活動の活動頻度 を 「活動率」 と

して定義 した。 この分析 に よって勤務 日の活動率 と休 日の活動率 を明 らかにす ることがで

き、教員の一週 間当た りの活動 日数 を示す ことができる。二つ 目は活動 日当た り活動時間の

算出である。顧問の １日の平均従事時間 を勤務 日、休 日ごとに算出 した。三つ 目は活動率 と
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活動時間のクロスによる顧 問の類型化である。活動率の多寡お よび活動時間の多寡 をクロス

することで、活動時間および活動 日数 が多い顧問や活動時間お よび活動 日数が ともに少 ない。

顧問を描 き出す ことができる。

上記の ３点 について、それぞれ運動部顧問 と文化部顧問に分 けて検討す ることによって両

者 の活動率や活動時間の差異、顧問の担 当す る部活 （運動部 か、文化部か） による差異を明 ら

かにす る。

２点 目として、平成20年 に行 った部活動顧 問へのインタビュー調査 （国立教育政 策研究

所 『教員 業務 の軽減 ・効率化 に関す る調査研 究報告書』）による検討である。佐賀市立 中

学校 を対象 とし、特 に従事時間の長い と考 えられ る部活動 を運動部、文化部か らそれぞれ一

つずつ選択 し （野球部 ・吹奏楽部）、その顧 問へのインタビュー を行 った。勤務 実態調査で

は ７月か ら12月 までの ６ヶ月間を対象 としていたが、通年 での顧 問の勤務状況について質

問をす ることで勤務実態調査か ら得 られ た知見への補強 となる。野球部 と吹奏楽部顧 問の双

方に共通 していた ことは平 日 ・休 日と週 ６日間は部活動に従事 していることであ り、その傾

向は年間を通 じてほ とん ど変わっていないことである。

3． 考 察

以上のよ うに、数量デー タとイ ンタビューデー タの双方か ら顧 問の勤務実態についての分

析を行 うことで運動部顧 問 と文化部顧問の勤務実態の差異、運動部顧問間お よび文化部顧問

間での勤務実態の差異 を示す ことがで きる。前 半の分析では運動部 は文化部 と比較する と活

動率お よび活動時間が多い顧問が多いのが特徴 だが、文化部 にも運動部 とほぼ同様の活動 を

行 う顧問がいることが確認 され る。また、顧 問の活動時間の分布 を運動部、文化部それ ぞれ

比較 しても最頻値 の活動時間は両者でほ とん ど変わ らないことも確認 されている。後半の分

析か らは、野球部 と吹奏楽部 はそれぞれ顧問が ２名ずついるが、大半の部活動では主な部活

動指導を担 う顧問がほぼ毎 日活動 してお り、副顧問 としての役割 を担 っている顧 問が正顧 問

の不在時にのみ活動す ることが多いことが指摘 されている。

本報告では強調できるのは運動部顧問と文化部顧問の勤務実態の差異以上に、運動部顧問

や文化部顧問の間での勤務実態の差異が存在することである。先行研究では運動部 と文化部

の比較が行われていたが、活動時間の長 い顧問 と短い顧 問を分けてそれぞれ の属性 な どの特

徴 を明 らかにしてい く分析 が重要 となって くることを示唆 している。 
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小 学 校 ・中学 校 の タ イ ム ・マ ネ ジ メ ン トと行 政 の 役 割 ：

教員勤務実態調査の再分析結果を中心に

○青木栄一 （国立教育政策研 究所）

○村上祐介	 （日本女子大学）

川上泰彦 （佐賀大学）

佐藤智子 （東京大学大学院生）

○鈴木 尚子 （Benesse 教 育研 究 開発セ ン ター ）

○樋 口　 健 （Benesse 教育研 究 開発セ ン ター ）
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公立小 学校 ・中学校 の タイ ム ・マネ ジメ ン トと行 政 の役割

－教員勤務実態調査の再分析結果を中心に－

○青木　栄一 （国立教育政策研究所） ○村上　 祐介 （日本女子大学）

川上　泰彦 （佐賀大学） 佐藤　 智子 （東京大学大学院 ・院生）

鈴木　 尚子 （ Benesse 教 育 研 究 開発センター） 樋 口　健 （Benesse 教 育研 究 開 発センター）

１　課題設定

本報告の出発点は教員の勤務実態 に関す る調査研究である。教員は多 忙である、あるいは

以前よ りも多 忙化 した と指摘 され るものの、最近 まで実証的なデー タに基づいた議論 がなか

った。全国的な調査は昭和41年 以来行われず、2000年 代 に入 り都道府県 ごとの調査 が行わ

れ るよ うになったが調査の設計上の問題があった。

このような状況 を受 けて、平成18年 度文部科学省委託調査 『教員勤務実態調査』 が実施

され た。本報告メンバーの大部分が この全国調査に参画 した。調査 は平成18年 ７月 ３日か

ら12月17日 までの期間 を ６期 に分け、各期28日 間 （４週間） を同一の回答者 に回答 を依

頼 した。調査対象は全国の公立 小中学校2，160校 である。集落抽出法 によ り１期 あた り小 中

学校それぞれ180校 を抽 出 した。回答者は対象校の校長、教頭 ・副校長、教諭、栄養教諭 、

養護 教諭 、常勤講 師 全員 （53，497人 ）で あ る。回収 率 は全 期 を通 じて ８割 を超 え、第 １期 で

は小 学校 で86．0％ （4，133人 中3，556人 ） 、中学 校 で86．2％ （4，843人 中4，174人 ） で あ る。

この調査 の代表 的成 果 は残 業 時 間デ ー タで あ る。 ７月 上旬 か ら夏季休 暇 前 にあ た る第 １期 の

平均残業時間は小学校で １時間49分 、中学校で ２時間26分 であった。平成18年 度以降、

本報告 メンバーを中心 とす るグループは勤務実態調査で得たデー タの再分析を行 ってきた。

ところで、全ての教員が等 しく多忙ではない。残業時間を例 に しても、４週間の平均で30

分未満の教員 もいれば、５時間を超 える教員 もい る。残業時間や労働時間の長短の決定要因

は何かを明 らかにすべきであ り、一連の再分析では教員個人の属性、学校の属性やマネ ジメ

ン トの態様 に着 目し、一定の知見が得 られ た （後述）。 これをふ まえて、本報告が着 目す る

のはポ リシー ・レベルである。教育委員会のサポー トが どの よ うに教員個人の労働時間に関

連す るかを明 らかにす ることは労働時間の決定要因分析に必須の課題である。 くわえて、教

員 の労働時間の削減、効率化を進める際に も必要な作業であるか ら実践上の意義 もある。

本報告 の分析枠組 と課題 は次の通 りである。政策 を 目的 と手段に分割する。 ここでは労働

時 間の縮減が政策 目的であり、それ を達成す るための何 らかの政策手段が存在 してい ると考

える。本報告 の課題 とは、この政策手段は何 かを明 らかにす るこ とである。 もちろん、労働

時 間 とい う教員個人 レベルの要素 に学校や教育委員会の実践が どの程度 因果 関係 を もつ か

は判別 しに くい。そ こで、少 なくとも当事者 が政策手段 として認識 してい るものを明 らかに

す ることを分析の課題 とする。

２　実証

第 １に、2000年 代 において労働時間の縮減 を 目的 とした教育委員会 の政策手段を抽 出す

る。データ ソースは教育委員会のホームペー ジ、地方 自治 関連の報道、雑誌記事であ る。作

業の結果抽 出され た主 たる政策手段 は会議 ・研修等の見直 し、ＩＣＴ導入 、給食 費等の公会計

化、ク レー ム対応 の しくみ作 り、部活動指導の外部人材活用である。一部の教育委員会では

これ らの政策手段 を組み合わせた総合的対応 を行 っているところもある。
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第 ２に、報告 メンバーの一部が関わった都道府県 ・政令指定都 市教育委員会調査 をもとに、

政策手段の採用状況を紹介す る （平成19年 度文部科学省新教育 システム開発プ ログラム報

告書 『教員の業務の多様化 ・複雑化 に対応 した業務量計測手法 の開発 と教職員配置制度の設

計 』）。 調 査 は2007年12月 か ら2008年 １月 （督 促 を一 回） にか けて行 った。都 道 府 県 に

つい て は47教 委 に配布 し、41教 委 か ら回答 を得 た （87．2％）。以 下が 主 な知 見 で あ る。 （１）

勤務 実態 調 査 ：実 施26委 員 会 （63．4％） （２） 会議 ・研 修 ・調査 の精選 ：会議 の 精選27委

員会 （65．9％） （３）勤務時間に関す る制度の見直 し （年次有給休暇等） ：年次有給休 暇の

付与開始 日が １月 １日以外10委 員会 （24．4％） （４）給食費の公会計化 ：市 区町村教育委

員会 に公会計化への移行 に関す る指導 ・助言 を行 ってい る １委員会 （2．4％） （５）部活動の

在 り方 ：土 日 ・休 日の部活動における業務 の代替措置がある31委 員会 （75．6％）

第 １と第 ２の作業から指摘できるのは、教員の労働 時間の縮減 とい う政策 目的に対応 した

政策手段が判明 しつつあることである。

第 ３に、再分析結果が示唆す ることをま とめる （平成20年 度国立教育政策研究所 『教員

業務の軽減 ・効率化に関す る調査研究報告書』）。第 １に、教員個人について残業時間の長

短で グループ化 した分析結果か ら次のこ とが示唆 され る。 （１）若年層 の教員は長残 業群 と

なる傾 向があ り、人事配置上のバランスを考慮す ることと若年教員へのサポー ト体制の整備

が必要である。 （２）多人数学級の教員は長残業群 とな る傾 向があ り、少人数学級編制 の導

入、副担任制度等 の担任 の負担軽減策 の導入 が必要である。 （３）年休 取得 日数の少ない教

員は長残業群 となる傾 向があ り、年休取得を促進す る しくみ作 りが必要である。第 ２に、学

校単位 の残業時間でグループ化 した分析結果か ら次の ことが示唆 され る。 （１）大規模校 で

長残業群 となる傾 向があ り、大規模校へ は加配等のサポー トが必要である。 （２）研究指定

校 では長残業群 となる傾 向があ り、研 究指定の精選や分散等の配慮が必要である。 （３）退

勤管理 してない学校では長残業群 である傾向が見いだ されてお り、時間管理 （タイム ・マネ

ジメン ト）の しくみを導入す る必要がある。第 ３に、職位 による業務 の繁忙差が判明 してお

り、特に教頭 ・副校長への負荷 が激 しい ことか ら、管理職のサポー ト体制の整備、校務の分

業促進が必要である。

３　考察

かつて教員の労働 実態 に関す る実証的デー タは乏 しか った。2000年 代 に入 り大規模 な全

国調査が行われたほか、都道府 県単位 での調査研究が進展 した。その結果、教員の労働の長

時間化が政策課題 とな り、労働 時間の縮減 が政策 目的 となった。 これ に対応す る政策手段 も

ほぼ出そろいつつある。 しか し、政策評価の観点か らすれば行政 の実践 はいまだ道半ばであ

る。 とい うのも、政策手段 を実際に適用す る地域 は少ない し、ま して採用 した政策手段が 目

的達成 に寄与 したか どうかを評価す る段 階に至ってない。成果指標 よ りも活動指標 を重視 し

ている し、その活動指標 について も実践は乏 しい。た とえば会議 の精選 に取 り組んでいるこ

とは表明 されるが どの程度 削減 したかは分か らず 、当然 どの程度労働 時間が縮減 され たかは

分か らない。

本報告では政策 目的に対応 した政策手段 の抽出が行われ た。次の課題 は政策手段 と政策 目

的のあいだの因果関係の経路を明 らかにする とともに、政策評価 の観 点か ら政策手段 の効果

を測定する手法の探索 と実際の調査研究 を行 うことである。 
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